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概要書	 
	 
従来のマーケティング理論では、生産と消費は対立概念として捉えられている。生産は価値を生
み出す行為であり、消費は価値に対する破壊である。さらに言えば、価値は生産者である企業によ
って創出され、製品やサービスに埋め込むという形で提供されて、最終的には、消費者である顧客
によって破壊されるということになる。要するに、企業は価値創造の主導者であり、顧客は価値の
一方的な受容者に過ぎない。ところが、近年、マーケティングにおいては、「価値共創」という概念
がますます注目されてきており、価値は企業と顧客との協働によって創造されるという新たな考え
方が提唱されている。特に、2004年に誕生した「サービス・ドミナント・ロジック」（Service Dominant 
Logic）（以下、S-D ロジックとする）は、「顧客は、常に、価値の共創者である」（FP6）と指摘し、
価値共創という発想に理論的背景を提供した。しかしながら、価値共創の現象を解釈する理論的研
究が多く存在するにもかかわらず、なぜ、顧客は価値共創プロセスに参加するのか、価値共創と顧
客満足度やロイヤルティとの間にどのような関係があるのか、などの疑問を解明する定量的な研究
があまり蓄積されていない。価値共創のメカニズムをモデル化し、それによる消費者行動への影響
を検証することが、本研究の目的である。 
	 Vargo and Lusch [2006, 2008]によれば、価値共創は「共同生産」と「価値の共創」という 2つの概
念で構成されている。「共同生産」とは、企業と消費者との共同での立案やデザインであり、通常は
生産プロセスで見かけられる。それに対し、「価値の共創」とは、消費者が自らのオペラント資源（ナ
レッジとスキルなど）を応用し、消費者特有の文脈で価値を知覚・判断するということを指してお
り、使用・消費プロセスにおいて発生することが多い。したがって、価値共創の研究アプローチは
大きく分けて、生産プロセスアプローチと消費プロセスアプローチという 2 つが存在する[武・陳
2012]。Vargo and Lusch [2004]によれば、生産プロセスにおいて、企業は依然として価値創造の主
導者として位置づけられるため、G-Dロジックの考え方から完全に抜け出しておらず、消費プロセ
スにおける「価値の共創」こそが、本質的な価値共創であると認識されている。ゆえに、本研究で
は、消費プロセスアプローチの視点から、価値共創を探究することにした。	 
	 S-D ロジックに関連する既存研究において、価値共創は、通常、顧客の経験価値を生み出すイン
タラクションとして捉えられている。たとえば、Grönroos [2013]は、価値の創造過程をプロバイダ
ーの領域、接触の領域、顧客の領域という 3つの領域に分けて検討し、接触の領域においては、顧
客が企業の生産プロセスに参画したり、企業が顧客の消費プロセスに参与したりするようなインタ
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ラクションを通じて、価値が企業と顧客との両方によって共同で創出されると述べている。本研究
では、価値共創を、企業と消費者との間のインタラクションと、消費者間のインタラクションとい
う 2つのパターンに分類した。前者は、主に従業員と顧客のインタラクティブなコミュニケーショ
ンを通じて実現する企業と消費者との直接的なインタラクションを指しており、後者は、企業がブ
ランド・コミュニティのようなプラットフォームを提供することで、消費者間のコミュニケーショ
ンを促進する形で存在する企業と消費者との間接的なインタラクションを意味する。本研究では、
Brakus et al.[2009]の研究を参考にし、顧客の経験価値を感覚的、感情的、認知的、行動的という 4
つのタイプに分けて、価値共創がそれらの経験価値を経由し、顧客満足度とロイヤルティにどのよ
うに影響するのかを検証した。 
価値共創に関する過去の有数の実証研究は、主に交通機関、自動車クラブ、トレーニングセンタ
ーなどのサービス業に集中していた。ところが、顧客との接点をたくさん持つ化粧品業界でも、価
値共創の現象がしばしば発生している。たとえば、専門店や百貨店の化粧品売り場において、化粧
品メーカーのスタッフは顧客の悩みや気になっているところを尋ねながら、高性能の肌診断マシン
を使用して肌テストを行い、顧客一人ひとりのニーズを満たした製品を紹介している。そうしたカ
ウンセリングサービスは、企業と消費者との直接的なインタラクションだと考えられる。また、イ
ンターネットやSNSの急速な普及に伴い、ほとんどの化粧品メーカーは自社ブランドのコミュニテ
ィを設立し、注目の話題をピックアップしたり、オンラインキャンペーンを開催したりすることで、
ユーザーたちのコミュニケーションを積極的に促進している。それは、企業と消費者との間接的な
インタラクションの事例として見なされる。化粧品業界は価値共創の条件を満たしているため、本
研究は化粧品業界を調査実施対象にした。 
筆者は、Prahalad and Ramaswamy [2004]、王・万[2012]、涌田[2013]、Brakus et al. [2009]、Oliver 
[1980]、Yoo & Donthu	 [2000]などの尺度を参考にしながら質問表を作成し、日本と中国の女性に向
けてネット上と紙ベースのアンケート調査を並行して実施した。回収した 191の有効サンプルを共
分散構造分析により分析した結果、企業と消費者との間のインタラクションは、顧客の感覚的経験
価値、感情的経験価値、行動的経験価値にプラスの影響を及ぼし、認知的経験価値とは因果関係が
見えなかった。それに対し、消費者間のインタラクションは、顧客の感覚的・感情的・認知的・行
動的経験価値のすべてにプラスの影響を与えるということが証明された。また、顧客の経験価値の
うち、感覚的経験価値、感情的経験価値、行動的経験価値は顧客満足度にプラスに影響し、そして、
顧客満足度を経由してロイヤルティを規定することが明らかになった。全体的にみれば、価値共創
は顧客の経験価値を高めることによって、顧客満足度を向上させ、さらにブランド・ロイヤルティ
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を形成していくことが分かった。	 
本調査を通じて、消費プロセスアプローチからみた価値共創メカニズムをモデル化し、価値共創
が消費者行動にポジティブに影響することを検証することができた。消費者は価値共創活動から感
覚的経験、感情的経験、認知的経験及び行動的経験を得られ、満足度が高まる。そして、顧客満足
度の向上とブランド・ロイヤルティの形成は、企業の長期的利益に密接に関連しているため、価値
共創の実現は、企業にとっても有利であることを理論的に証明できた。また、本研究は実務的にも
示唆が大きいと考えられる。まず、化粧品マーケターにとって、顧客のニーズやアイディアを製品
の提案にはっきりと反映させ、顧客に自分自身の存在感を感じさせることが重要である。つまり、
企業は主導者であるイメージを薄め、顧客の価値創造のための支持者に役を変えなければならない。
次に、高い顧客満足度とロイヤルティを実現するために、マーケターは有効なインタラクションを
通じて、顧客の経験価値を最大限に創り出すことが必要である。	 
最後に、今後の課題としては、価値共創のメカニズムは、他の業界でも通用できるかどうか、ま
た、同じ業界においても、ブランドによって、価値共創が消費者行動に及ぼす影響には差があるか
どうかを検証すること、さらには、価値共創の測定尺度を新たに開発することなどが考えられる。	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第一章 	 序論	 
	 
	 本章では、まず、本論文の研究背景を踏まえ、化粧品業界の新たな動向と戦略的マーケティング
手法に関する考察を通じて、化粧品業界を価値共創の研究対象として取り扱う必要性と合理性を説
明する。それから、第二節では、問題意識を提示し、研究の目的を説明する。最後に、第三節では、
本論文の構成を紹介し、全体的構造を概観する。	 
	 
	 
第一節  研究の背景 
	 
本節では、本論文の研究背景を考察する。第一項では、理論的研究背景について、第二項では、
実務的研究背景について詳しく紹介したい。	 
 
第一項 理論的研究背景 
	 従来のマーケティング理論によれば、価値は企業によって創出され、製品やサービスに埋め込む
という形で顧客に提供されて、最終的には、顧客によって消費・破壊される。つまり、企業は価値
創造の主導者であり、顧客は価値の一方的な受容者であると考えられていた。ところが、2004年に
登場したサービス・ドミナント・ロジック（Service Dominant Logic）（以下、S-Dロジックとする）
は、「価値共創」という概念を提唱し、これまでのマーケティング世界の価値理論に挑戦している。 
	 S-Dロジックの提唱者であるVargo and Lusch [2008]によれば、価値は「個別的で、経験的で、文
脈依存的で、意味内包的」であり、「受益者によって、常に、ユニークに、かつ、現象学的に判断さ
れる」（S-D ロジックの基本的前提 FP10）と指摘されている。S-D ロジックにおける価値概念は、
顧客特有の文脈（ナレッジとスキル）で知覚・判断される価値を意味しているため、「文脈価値」
（Value-in-context）と名付けられている。S-Dロジックでは、「顧客は、常に、価値の共創者である」
（FP6）[Vargo and Lusch 2006, 2008]と見なされ、企業と顧客との相互作用を通じて価値を創造する
という双方向的・協業的な「価値共創」が前提とされる[藤川・阿久津・小野 2012]。つまり、S-D
ロジックの視点からみれば、価値は、顧客と企業と共に創出され、顧客も価値の創造者である。 
	 S-D ロジックによる価値共創の考えの下に、価値創造活動には新たな特徴が見られる。第一に、
顧客はオペランド資源（Operand Resource）ではなく、オペラント資源（Operant Resource）の持ち主
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として価値創造のプロセスに参加するということである。オペランド資源とは、「効果を生み出すよ
うに活動するのに用いられる資源」であり、オペラント資源とは、「資源を活性化するための資源」
を意味する[南 2010]。オペランド資源としてのグッズの潜在的価値を実現するためには、顧客のナ
レッジやスキルといったオペラント資源が必要となる[井上・村松 2010]。S-D ロジックによれば、
「オペラント資源は、競争優位性の基本的源泉である」（FP4）とされる	 [Vargo and Lusch 2008]。
価値共創のプロセスにおいて、顧客は自らの知識、経験、スキルなどを活用し、価値の創造に積極
的かつ能動的に貢献する。 
第二に、共創された価値は、顧客特有の文脈で知覚・判断されることである。S-DロジックのFP7
によれば、「企業は、価値を提供できず、価値提案しかできない」とされる。企業は価値を創造し、
消費者に提供するという従来の考え方と異なり、S-D ロジックの価値共創では、企業は顧客の価値
創造のための資源を生産しているため、潜在的な価値しか提供していない。価値は、顧客に使用・
消費されてはじめて実現する。つまり、グッズにはどれぐらいの価値があるのかは、顧客の主観的
知覚と判断に依存する。ゆえに、価値共創は、より徹底的な顧客視点に立っていると言っても過言
ではないだろう。 
以上、S-D ロジックの下での価値創造活動は、従来と異なる特徴を持っている。S-D ロジックの
誕生と価値共創理論の発展は、本論文に理論的な研究背景を提供した。 
 
第二項 実務的研究背景 
近年、ブランドビジネスを重要視する化粧品業界では、価値共創の現象がよく見かけられる。技
術の発展に伴い、化粧品メーカーの従来の強みであるカウンセリングサービスがさらに進化し、顧
客の満足度を高めている。化粧品業界でのカウンセリングとは、化粧品店頭の販売員が製品を販売
する前に顧客の肌の状態を見ながら、ヒアリングを通して肌の診断を行い、一人ひとりに合った方
法をアドバイスするというサービスである[香月 2010]。顧客の美容に関する悩みや気になっている
ところを尋ねることにより、顧客のニーズをより明確かつ正確に把握し、顧客を満足させる製品や
サービスを提供することがカウンセリングの目的である。以前のカウンセリングでは、販売員が顧
客の前にスキンケアチャートを広げて、顧客とコミュニケーションを取りながら解決策を提供する
という形であった。ところが、現在、多くの化粧品メーカーのビューティーアドバイザ （ー販売員）
がタブレットを使って美容アドバイスを提供する[大本 2016]。また、高性能な肌診断マシンを使用
して顧客の肌の状態を測定し、測定された肌の状態や問題点などを機械で数値化し、顧客に説明し
ながら最適な製品を紹介する新たなカウンセリングサービスも頻繁に行われている。化粧品メーカ
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ーはそうした創意工夫を加えることにより、顧客とのインタラクションの頻度と品質を高め、価値
共創を実践している。	 
また、ここ数年、インターネットの発展と普及に伴い、ファンと共にブランドを育てていく「共
創コミュニティ」が、化粧品業界においてもよく見かけられるようになってきている。Web上のコ
ミュニティサイトのみならず、Facebook、Line、Twitter、WeChat、Instagram などの SNS（Social 
Networking Service：ソーシャル・ネットワーク・サービス）での化粧品ブランド・コミュニティも
普及している。化粧品メーカーはそれらのSNSを利用して、オンラインキャンペーンを開催したり
製品の画像をアップロードしたりして、消費者間のインタラクションを積極的に促進し、ロイヤル
ティカスタマーを育てている。	 
以上、化粧品業界における価値共創の実践は、本論文に実務的な研究背景を提供した。	 
	 
	 
第二節  研究の目的 
	 
	 本節では、理論的研究背景と実務的研究背景を踏まえたうえで、本論文の研究目的を紹介する。
それから、今までの先行研究と比較し、本研究の新規性と独創性はどこにあるのかについて説明す
る。	 
	 
第一項 本研究の目的 
	 一言で言えば、本論文の研究目的は、消費プロセスにおける価値共創のメカニズムを解明し、価
値共創活動による消費者行動への影響を、化粧品業界において実証することである。	 
	 本研究では、まず、S-D ロジックの視点から価値共創を捉えることを明確にしたい。S-D ロジッ
クによれば、価値共創は「共同生産」と「価値の共創」という2つの概念を包含し、「共同生産」と
は、企業と消費者との共同での立案やデザインであり、「価値の共創」とは、消費者が自らのオペラ
ント資源（ナレッジとスキル）を応用し、消費者特有の文脈で価値を知覚・判断するということを
指す[Vargo and Lusch 2004]。価値共創に関する研究は、大体、生産プロセスアプローチと消費プロ
セスアプローチで区別されている[武・陳 2012]。それぞれのアプローチのもとでの価値共創は、ど
のような特徴や特質を持ち、現実世界ではどのような形で起きているのかについて、事例をもって
考察したい。そして、本研究は、なぜ消費プロセスにおける価値共創に焦点を当てたのかについて
説明したい。	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 また、先行研究によれば、消費プロセスにおける価値共創の実現手段として、主に企業と消費者
との間のインタラクションと消費者間のインタラクションという 2 つが挙げられる[王・万 2012]。
そこで、それぞれのインタラクションは、どのような手段またはプラットフォームを通じて発生し
ているのかについて考察し、それらが消費者行動に及ぼす直接的かつ間接的な影響を検証したい。
具体的には、価値共創におけるインタラクションが、どのように顧客の経験価値に影響し、また、
その経験価値を経由して顧客満足度とロイヤルティに影響するのか、というメカニズムを定量的な
方法で解明することである。	 
	 本章の第一節の第二項「実務的研究背景」で述べたように、近年、化粧品業界において、店頭で
タブレットや肌診断機を使用して美容アドバイスを提供したり、SNSを活用して集客したりするデ
ジタルマーケティング戦略が応用されており、価値共創の条件を満たしていると考えられる。その
ため、本研究では、化粧品業界を研究対象として取り扱い、化粧品業界における価値共創のあり方
とメカニズムを明確化し、分析モデルを構築して検証したい。	 
 
第二項 本研究の独創性 
価値共創の定義を簡単に説明すれば、企業と顧客が共に価値を創造するということである。価値
共創に関する既存文献や資料を振り返ってみると、ある種の理論や学派に基づき、価値共創の現象
を解釈するような理論的研究が圧倒的に多かった。顧客はどのように価値共創プロセスに参加して
いるのかを中心に、価値共創の現象やタイプを説明する文献が数多く存在している。しかしながら、
なぜ、顧客は価値共創プロセスに参加するのか、なぜ、顧客の消費活動は価値を創り出すことがで
きるのか、価値共創と顧客満足度やロイヤルティとの間にどのような関係があるのか、などの疑問
を解明する実証的研究があまり蓄積されていない。また、価値共創に関する過去の有数の実証研究
は、主に交通機関、自動車クラブ、トレーニングセンターなどのサービス業に集中しており、化粧
品業界における実証分析は、筆者が知るかぎり存在しない。	 
本研究は、まず、消費プロセスアプローチからみた価値共創のメカニズムをモデル化する。それ
から、化粧品業界に焦点を当て、企業と消費者との間のインタラクションと消費者間のインタラク
ションという 2つの尺度に分けて、価値共創が顧客の経験価値、満足度、ロイヤルティといった消
費者行動に及ぼす影響を定量的に検証したい。結論的にいえば、価値共創による消費者行動への影
響メカニズムを把握すること、また、それを化粧品業界において検証することの 2つが、本研究の
独創的な貢献であると言えよう。	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第三節  本論文の構成 
本論文は 5つの章で構成されている。この第一章では、本研究の理論的研究背景と実務的研究背
景、研究目的と独創性、論文の全体的構成について説明する。	 
第二章では、価値共創に関する先行研究の考察を行う。第一節では、マーケティングの進化に伴
う価値に関する理論的な変遷について考察する。特に、顧客視点からみたKotlerによる顧客価値、
Schmittによる経験価値、Vargo and Luschによる文脈価値に重点を置いて考察する。第二節では、人
的販売やブランド・コミュニティなどを含め、価値共創の実現手段としてのインタラクティブなコ
ミュニケーションについて検討する。第三節では、まず、価値共創に関する体系的な研究の系譜に
ついて考察を行い、リレーションシップ・マーケティング研究をベースに展開された価値共創とS-D
ロジックをベースに展開された価値共創との比較を通して、本研究では、S-D ロジックの視点から
価値共創を捉えることを決定する。それから、S-D ロジックによる価値共創を構成する要素である
「共同生産」と「価値の共創」の定義、価値共創とインタラクションとの関係、価値共創と経験価
値との関係などを明らかにする。最後に、生産プロセスにおける価値共創について、先行研究のレ
ビューを行い、日本マクドナルドと積水ハウスの事例をもって考察していく。生産プロセスへの考
察に引続き、第四節では、消費プロセスに焦点を当てる。消費プロセスにおける価値共創の手段と
して、企業と消費者との間のインタラクションと消費者間のインタラクションという 2種類を提示
し、それぞれを SK-Ⅱ とシャオミの事例をもって考察する。そして、本研究は、なぜ、消費プロセ
スにおける価値共創を中心テーマとして取り扱うのかについて説明する。第五節では、企業と消費
者との間のインタラクションによる価値共創に関して、金森[2014]の研究レビューを行い、消費者
間のインタラクションによる価値共創に関しては、卜[2017]の研究レビューを実施して、本研究の
モデル構築の理論的基礎を築いていく。最後に、第六節では、先行研究をまとめ、本論文の研究方
向を改めて明確化する。	 
第三章では、第二章でまとめた価値共創に関する先行研究を踏まえたうえで、本研究の分析モデ
ルを構築し、研究仮説を導出する。第一節では、Brakus et al.	 [2009]のブランド経験価値モデルを援
用し、本論文の研究モデルを構築する。第二節では、研究仮説の設定を行う。Brakus et al.[2009]、
武・陳[2017]などの仮説を参考にしながら、第一項では、価値共創の直接的な影響に関わる仮説を、
第二項では、価値共創の間接的な影響に関わる仮説を設定する。最後に、第三節では、仮説を整理
し、本章の内容についてまとめる。	 
第四章では、本調査の実施について説明する。第一節では、本研究の調査概要について述べる。
第二節では、本調査の設計について述べる。第二節の第一項では、調査対象製品の検討を行う。第
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二項では、アンケートの内容、質問表の設計、測定尺度の出典などを紹介する。第三節では、因子
分析を通じて、モデルに使用できる尺度と項目を選定し、それらの妥当性と信頼性を分析する。第
三節の第一項では、被験者の年齢、国籍、職業を含めた基本情報を紹介する。第二項では、探索的
因子分析の結果について、第三項では、確認的因子分析の結果について、分析を行う。第四節と第
五節では、仮説の分析と検証を行う。第六節では、本調査の内容をまとめる。	 
	 第五章では、本研究の総括を行う。第一節では、本研究の結果について改めて考察する。第二節
では、本研究の意義について述べる。第二節の第一項では、本論文による価値共創の理論的研究へ
の貢献を論述する。第二項では、実務の世界にとって有効なインプリケーションを提示する。第三
節では、本研究の限界を提示し、今後の研究方向と課題を示す。	 
	 尚、付録としてアンケート調査の質問票を加える。	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第二章  既存研究のレビュ  ー
  
「価値共創」という言葉を、近年、よく目にするようになった。価値が企業によって創り出され、
製品・サービスという形で提供され、最終的には、顧客によって消費されるという従来の考え方と
異なり、価値共創は、顧客が企業と共に価値を創造しているという新たなマーケティング思想であ
る。	 
価値共創について研究する際に、まずは、「価値」と「共創」という2つの言葉の概念を明らかに
する必要がある。「価値」とは、一般的には、顧客にとっての有意味性の程度だと理解されている。
しかしながら、マーケティング理論の変遷にともない、価値に対する認識が変化しつつある。それ
ゆえに、本章の第一節では、まず、マーケティング理論の進化と価値概念に関してレビューを行う。	 
また、「共創」とは、共に創造するという意味であり、企業と顧客の「関係性」に主眼を置いてい
る。企業にとって、価値共創活動には、主に、企業と消費者との間のインタラクション、消費者同
士のインタラクションという 2種類が存在する[王・万 2012]。それらのインタラクションは、コミ
ュニケーション活動を通じて実現し、企業と顧客との長期的・友好的な関係づくりにつながってい
る。そのため、本章の第二節では、そのインタラクション手段としてのコミュニケーション戦略に
ついて検討する。	 
「価値」の定義と「共創」の手段を明確にしたあと、本章の第三節と第四節では、価値共創に関
する研究系譜と研究アプローチを調べ、生産プロセスと消費プロセスにおける価値共創活動のそれ
ぞれのあり方や特徴などについて、事例をもって考察する。	 
最後に、本章の第五節では、価値共創活動による消費者行動への影響についてレビューを行う。
具体的には、価値共創活動がどのように顧客の経験価値、顧客満足度とロイヤルティに影響を与え
ているのかについて、既存研究を調査・分析し、本研究のモデル構築の理論的基礎を築きたい。	 
	 
	 
第一節  マーケティングの進化と価値創造 
 
価値は、単独で創造されているのか、共同で創造されているのか。価値共創の主体を議論するま
えに、まず、価値とは何か、という質問に答えなければならない。本節では、マーケティング理論
の変遷にしたがい、価値の定義を明確にしたい。	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第一項 価値に関する理論的変遷 
価値という言葉は、幅広く使用されており、複数な意味や使い方を持っている。日本語の価値と
は大辞林によると、「物がもっている、何らかの目的実現に役立つ性質や程度」と定義されている。
英語では、Worth とValue の 2 語が価値に当たる。前者のWorth は、知的・精神的・道徳的価値を
表し、具体的には、仁、愛、真、善、美などのような人間社会の存続にとって、プラスの普遍性を
持った概念である。後者の Value は実際的な有用性・重要性からみた価値となり、目的の実現に役
立つ性質を強調する。 
経済学では、価値は、労働価値説と効用価値説という 2つの面から研究されている。Adam Smith
やDavid Ricardoによって提唱された労働価値説によれば、商品は価値と使用価値という 2つの要因
を統一したものである。使用価値とは、モノの持つさまざまなニーズを満たせる有用性を指し、商
品の自然的属性である。そして、Smith[1776]は「労働は、価値の尺度として唯一普遍的であると同
時に唯一正確であり、さまざまな商品の価値を時期と場所の違いを超えて比較できる唯一の尺度で
あることがはっきりしていると思える」と断言し、価値が人間の労働によって生み出され、決めら
れると考えている。労働価値説と対比的に、Carl Mengerなどが主張している効用価値説は、価値の
根源を人間の欲求に求め、価値とは主観的なものであり、有用性と希少性が価値を決める重要な尺
度だと考えている。 
	 さて、マーケティングの世界では、価値とはどのように認識されているのだろう。アメリカ・マ
ーケティング協会（AMA: American Marketing Association）の定義によると、Valueとは「平和的で
自発的にものを交換する際の、他の商品を要求できるすぐれた力」となっており、その本質は製品
の交換価値に重点が置かれている。ところが、19 世紀末期から 20 世紀初頭にかけて誕生したマー
ケティング学説は、時代の背景と共に変化を遂げている。それゆえに、マーケティングにおける価
値の概念にも理論的変遷がみられる。	 
マーケティングの 100年余りの歴史を振り返ってみると、製品を中心とした「グッズ・ドミナン
ト・ロジック」（Goods Dominant Logic）（以下、G-Dロジックとする）が主流であった。マーケティ
ングは、「作れば売れる」という生産志向から「良い製品を作れば売れる」という製品志向へ、さら
に「強烈に売り込む」という販売志向へと転換していたが、企業視点にあることは変わらなかった。
価値といえば、製品の交換価値を指すことになり、製品の機能や性能に関わる製品属性だけしか重
視されていなかった。しかしながら、製品やサービスのコモディティ化が急速に進行している背景
の下で、顧客は選択の幅が非常に広いブランドや製品に囲まれている。企業は自ら創り出した価値
を獲得・維持することができなくなり、すなわち、利益を上げつづけることが難しくなってきた[楠
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木 2006；恩蔵 2007]。その結果、価値に対する再認識が必要となってきており、価値をめぐる新た
な議論が展開しはじめた。	 
今から 40年以上も前に、Druckerは、企業を成功に導くために、顧客視点に立つことの重要性を
力説している。そして、Kotler [2003]によれば、われわれは現在、顧客が主導権を握る顧客経済の
時代に生きており、企業は「製品マーケティング中心主義」から「顧客所有中心主義」へとシフト
する必要がある。要するに、企業が顧客に提供する価値は、企業の独りよがりの製品価値ではなく、
顧客が認める、あるいは受け入れる価値でなければならない。Kotler は「顧客の満足」について再
定義し、「顧客が得るすべてのベネフィット（総顧客ベネフィット）」と「その入手・使用にかかる
コスト（総顧客コスト）」の差を、「顧客価値（Customer Perceived Value）」として捉えている。また、
Karl Albrecht[1992]は、「顧客価値のヒエラルキー（階層）」を構築し、4つのレベルから顧客価値を
考察している。この顧客価値については、本節の第二項「顧客価値マーケティング」で詳述したい。 
	 また、和田[2002]は、製品の価値を、①基本価値（製品がカテゴリーそのものとして存在するた
めになくてはならない価値）、②便宜価値（消費者が当該製品を便利に楽しく容易に購買し、消費し
うる価値）、③感覚価値（製品サービスの購買や消費にあたって、消費者に楽しさを与える価値）、
④観念価値（ブランド・コミュニケーションに対する共感度や自らのライフスタイルとの共感度な
ど、意味論や解釈論の世界での製品価値）という 4層構造で捉えている。和田[2002]の研究は、製
品の品質や機能を表現する基本価値・便宜価値と、ブランド価値を表現する感覚価値・観念価値を
区分し、製品の品質・機能を超えたブランド価値を構築することの重要性を強調した[青木 2011]	 
（図 2-1参照）。	 
	  	 
図2-1	 価値次元の階層性
 
出典：和田[2002]；青木[2011]をもとに筆者作成	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 1990年代後半から、顧客とブランドとの接点において提供される「経験価値」が注目され、価値
に関する議論の中心となってきた。Pine and Gilmore [1999]は、「農業経済」から「商品経済」へ、「商
品経済」から「サービス経済」へという経済システムの発展に伴い、その中核とした経済価値も変
化しつつある、と指摘した。彼らによれば、今日の市場において、「サービス経済」から「経験経済
（Experience Economy）」への移行が既に始まり、「経験価値」が中心的な価値となっている。同年、
コロンビア大学のBernd H. Schmittは「経験価値マーケティング」を提唱し、顧客の経験価値の重要
性を指摘した。Schmitt は顧客経験価値を、①感覚的経験価値（Sense）、②情緒的経験価値（Feel）、
③知的経験価値（Think）、④行動的経験価値（Act）、⑤関係的経験価値（Relate）、という 5 つのタ
イプに分類した。そして 2009年に、Brakus, Schmitt & Zarantonelloは戦略的経験価値モジュールの内
容を見直し、顧客経験価値を①感覚的（Sensory）、②感情的（Affective）、③行動的（Behavioral）、
④認知的（Intellectual）、という 4 つの反応に収束させた。これについては、本節の第三項「経験価
値マネジメント」で詳述したい。 
	 21 世紀に入ると、マーケティング学問の研究トレンドは大きな転換期を迎えた。2004 年、アメ
リカの学者であるVargo and Luschが、「サービス・ドミナント・ロジック（Service Dominant Logic）」
（以下、S-D ロジックとする）という新たなマーケティング理論を提唱し、関連する様々な研究分
野で大きな注目を集めている。Vargo and Luschは、価値について、交換価値、使用価値、文脈価値
という 3つのタイプを取り上げ[田口 2010]、製品あるいはサービスが消費される消費者特有のコン
テクスト（文脈）において認知されるとする「文脈価値（Value-in-context）」に関心を寄せた[川口
2012]。この文脈価値については、本節の第四項「サービス・ドミナント・ロジックと価値共創」で
詳述したい。	 
 
第二項 顧客価値マーケティング 
本節の第一項「価値に関する理論的変遷」で述べられているとおり、現在の市場は、製品中心マ
ーケティングから顧客中心マーケティングへと移行している。顧客は自分にとってもっとも価値の
ある提案を選択するため、企業は顧客視点から考え、顧客の要求を満足させるように行動すること
が重要である。Kotler は、顧客満足について、「満足は、商品の知覚されたパフォーマンス（結果）
と期待との比較に起因して感じる状態のレベル」[Kotler 1997; 神田訳 2004]と定義しており、「顧客
の満足度は、その個人が抱く喜びや失望の感情で、彼らが期待することに関連しており、知覚され
た製品の使用体験や結果を比較することによって生じる」とさらに述べている[多田 2004]。Kotler
は、顧客の満足を「顧客不満」、「顧客満足」、「顧客歓喜（Customer Delight）」という 3 つのレベル
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に分けている（表 2-1参照）。 
 
表2-1	 顧客満足の3レベル	 
満足のレベル	 パフォーマンスと期待の差	 
顧客不満	 パフォーマンスが顧客の期待を下回る	 
顧客満足	 パフォーマンスが顧客の期待と一致する	 
顧客歓喜	 パフォーマンスが顧客の期待を上回る	 
出典：Kotler [1987]をもとに筆者作成	 
	 
	 マーケターにとって、商品のパフォーマンスが顧客の期待を下回る「顧客不満」の状況がもっと
も好ましくないため、避けなければならない。企業は、パフォーマンスが顧客の期待と一致する「顧
客満足」を達成するうえで、パフォーマンスが顧客の期待を上回る「顧客歓喜」を目指している[神
田 2004]。そのパフォーマンスをどのように測定・評価するのかについて、Kotlerは「顧客価値」と
いう概念を提示した（図 2-2参照）。図 2-2に示されているように、Kotlerによる顧客価値は、「総顧
客ベネフィット」と「総顧客コスト」という 2つの要素に関連している。総顧客ベネフィットとは、
顧客が商品の購買・消費プロセスから得られるすべてのベネフィットを表し、製品ベネフィット、
サービスベネフィット、従業員ベネフィット、イメージベネフィットが含まれている。そして、総
顧客コストとは、商品の入手・使用にかかるすべてのコストであり、金銭的コスト、時間的コスト、
労力的コスト、心理的コストが挙げられる。顧客価値は、その総顧客ベネフィットから総顧客コス
トを引いた差になると定義されており、「顧客受容価値」、「顧客認識価値」とも呼ばれている。	 
また、Albrecht[1992]は、顧客価値を①「基本価値」、②「期待価値」、③「願望価値」、④「未知
価値」という 4段階に分け、「顧客価値のヒエラルキー（階層）」を構築した（表 2-2参照）。顧客に
とって、商品を購買・消費する際に、顧客自らの基本価値と期待価値が達成されることが最低限だ
と考えている。企業は、基本価値と期待価値のうえに、願望価値まで充足させれば、顧客から好意
が得られる。さらに、もし企業が顧客の期待や願望のレベルを超えた商品を提供し、すなわち、未
知価値のレベルまで実現できれば、顧客の心の中の地位を大きく向上させることが可能になる[神田
2004]。KotlerとAlbrechtによって提唱された顧客価値という概念は、企業の「製品マーケティング
中心主義」から「顧客所有中心主義」への転換を促進し、顧客視点から価値を認識する重要性を力
説している。それは、後述する「経験価値」や「価値共創」といった考え方を導く重要なポイント
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となっている。 
 
図2-2	 顧客価値の構成要素	 
	 
出典：	 Kotler [1997]をもとに筆者作成 
	 	 
表2-2	 顧客価値のヒエラルキ 	ー 
顧客価値の階層	 説明	 
基本価値	 有形無形を問わず、価値経験の中で絶対不可欠な要因	 
期待価値	 取引に臨むにあたり、顧客が当然視するような要因	 
願望価値	 
顧客は必ずしもそれがあることを期待してはいないが、もし、それがあるなら
ば高く評価することが明らかな要因	 
未知価値	 
顧客の願望や期待のレベルを超えたものが提供され、顧客に驚きを持って受け
止められる要因	 
出典：Albrecht[1992]；神田[2004] 
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第三項 経験価値マーケティング 
本節の第一項「価値に関する理論的変遷」で述べられているように、Pine and Gilmore [1999]は「農
業経済」から「商品経済」へ、「商品経済」から「サービス経済」へ、さらに、「サービス経済」か
ら「経験経済」へという経済システムの発展を論述し、今日の市場においては、経験価値が中心的
価値であると指摘している（図 2-3参照）。	 
	 
図2-3	 経済システムの発展と経済価値の進化	 
 
出典：Pine and Gilmore [1999]翻訳書；青木[2011]	 
	  
	 その経験価値について、Pine and Gilmoreは、コーヒー豆の価値変容の事例を用いながら、以下の
ように説明していた。先物取引において、1 カップのコーヒー豆の価格は 1-2 セントであり、袋詰
めされてスーパーで販売されるときには 1カップあたり 5-25セントになる。そして、その豆を使っ
て煎れたコーヒーが普通のレストランや喫茶店では、1カップにつき 50セント-1ドルで提供される
が、高級レストランやエスプレッソ・バーで出されると、1 カップ 2-5 ドルに跳ね上げることにな
る。Pine and Gilmoreは上記のそれぞれのレベルにおけるビジネス形態を、「Commodity Business」、
「Goods Business」、「Service Business」、「Experience Business」と呼んでおり、前述した「農業価値」、
「商品経済」、「サービス経済」、「経験経済」に対応している。高級レストランやエスプレッソ・バ
ーでコーヒーを飲んでいるとき、消費者はコーヒーそのもののみならず、その場所の高級感も味わ
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っている。他のビジネス形態と比べて、エクスペリエンス・ビジネスにおけるコーヒーの価格が高
いのは、その高級感を味わうエクスペリエンスに対価を支払っているからである。言い換えれば、
その高価格には経験価値を得るための費用が含まれている。ところが、Pine and Gilmoreが経験経済
において強調しているのは、娯楽産業や教育・文化・レジャー産業の中で、その場の体験を重視し
た価値の提供であり、狭い意味での体験であると考えられている[平山 2007]。エクスペリエンスを
より広い意味で捉えているのは、Schmittの研究である。 
1999 年に、Schmitt は自らの著書で「今日の顧客は、機能的特性や便益、製品の品質、ブランド
のポジティブなイメージを、当然のものととらえている。顧客が求めているのは、自分たちの感覚
（Sense）をときめかし、感情（Heart）に触れ、精神（Mind）を刺激する製品、コミュニケーショ
ン、マーケティング・キャンペーンなのである」と指摘した。それは、製品・サービスのコモディ
ティ化時代において、消費者にとって、製品やサービスの客観的属性が与えるインパクトが相対的
に小さくなってきていることを示唆している[白石 2014]。製品の特性と便益に焦点を当てた伝統的
マーケティングの不足部分に気づき、Schmittは顧客の経験価値に着目し、経験価値マーケティング
という新たなマーケティング理論を提唱した。 
実際には、Schmitt が「経験価値」という概念に注目しはじめたのは、それよりもっと早い時期
であった。1997年に、Schmitt and Simonsonは五感を通した感覚的な経験（Sensory Experience）を与
える「エスセティクス（Aesthetics：審美的要素としての外観や雰囲気）」の重要性を指摘した[青木
2011]。感覚的な経験価値に関する研究を起点として、その後、Schmitt は経験価値という概念をさ
らに発展させた。Schmitt[1999]自らの解釈によれば、経験価値とは、「感覚、感情、精神への刺激
によって引き起こされるもの」であり、「出会い、経験、さまざまな状況下で生活してきたことの結
果として生まれるもの」である。言い換えれば、経験価値は、「製品やサービスそのものの価値だけ
ではなく、実際に顧客がそれらを利用した経験によって得られる価値、すなわち満足や効用などを
意味する」のである[橋本 2009]。また、長沢・藤原・山本[2007]の研究では、経験価値とは、「顧
客の過去に起きた経験や体験のことを指すのではなく、製品やサービスを通じて実際に感じたり思
ったりすることにより、顧客の感性や感覚に訴えかける価値のことである」と定義されている。 
表 2-3に示されているように、Schmittは、顧客経験価値を、①感覚的経験価値（Sense）、②情緒
的経験価値（Feel）、③知的経験価値（Think）、④行動的経験価値（Act）、⑤関係的経験価値（Relate）、
という 5つのタイプに分類し、マーケティング活動の目標や戦略を構成する戦略的経験価値モジュ
ール（SEM）を提案した。マーケターにとって、一つの経験価値のタイプに帰結するのではなく、
複数の経験価値を組み合わせた「経験価値ハイブリッド」を構築することが重要である。さらに、 
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表2-3	 	 Schmittの戦略的経験価値モジュール（SEM）	 
分類	 経験価値の内容	 
感覚的経験価値	 
Sense 
視覚、聴覚、嗅覚、味覚、触覚という顧客の五感に直接的に訴えかけることにより、
審美的な楽しみ（エスセティクス）や刺激的な興奮といった感覚的に生み出される
経験価値のこと	 
情緒的経験価値 
Feel 
顧客の内面にあるフィーリングや感情に訴えかけることにより、比較的程度の軽い
気分（Moods）から、程度の強い感情（Emotions）まで含む情緒的に生み出される経
験価値のこと	 
知的経験価値 
Think 
顧客の創造力を引き出す認知的・問題解決的な経験を通して顧客の知性に訴求する
経験価値のこと	 
行動的経験価値	 
Act 
肉体的な経験、長期的な行動パターン、ライフスタイル、そして他人との相互作用
に訴える経験価値のこと	 
関係的経験価値 
Relate 
集団社会における個人の自己実現への欲求に訴求する経験価値のこと	 
出典：Schmitt [1999]；長沢	 [2006, 2007]をもとに筆者作成	 
	 
図2-4	 顧客経験価値の内容の変遷	 
	 
出典：各種資料をもとに筆者作成	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Schmitt は、Sense、Feel、Think、Act、Relate の質を同時に高める統合型の経験価値、すなわち、包
括的な経験価値を創り出すことを、「経験価値マーケティングにおける究極の目的」と述べている。
また、2009年に、Brakus, Schmitt and Zarantonelloは戦略的経験価値モジュールの内容を見直し、顧
客経験価値を①感覚的（Sensory）、②感情的（Affective）、③行動的（Behavioral）、④認知的（Intellectual）、
という 4つの反応に収束させ、4因子モデル（The Four-factor Model）を開発した（図 2-4参照）。 
	 経験価値マーケティングは、伝統的マーケティングと 3つの重要な点で異なっている。1つ目は、
従来のマーケティングは製品の機能的属性や便益に焦点を当てているのに対して、経験価値マーケ
ティングは顧客の経験価値に主眼点を置いている。ブランドや商品を顧客のライフスタイルと結び
つけ、顧客一人ひとりの消費行動を社会的なコンテクストの中に位置付けることが、経験価値マー
ケティングの目的である[Schmitt 1999；長沢 2006]。2つ目は、狭義の製品カテゴリーで消費を捉え
るのではなく、経験価値マーケティングは、消費カテゴリーで製品を捉えている。経験価値マーケ
ティングは、シャンプー、トリーメント、ボディーソープ、ドライヤーというように考えずに、「バ 
スルームの身だしなみ用品」と考える[Schmitt 1999]。要するに、経験価値マーケティングは消費状
況の考察を重視しており、顧客の消費体験の差別化を追求している。3 つ目は、経験価値マーケテ
ィングでは、顧客は頻繁に理性的な選択を行う一方、感情に支配されることが多いと考えられてい
る。換言すれば、顧客は理性的かつ情緒的な意思決定者であると仮定する。	 
経験価値マーケティングは、Kotler による顧客中心主義を継ぎ、顧客の経験価値に焦点をしぼっ
て展開されている。青木[2011]によれば、経験価値という視点を持つことにより、製品・サービス
が提供する価値の次元は、感覚的・情緒的なものから関係性にかかわるものまでの広がりを持つこ
とになる。すなわち、「価値があるから製品を買う」のではなく、「消費することによって価値は生
まれる」のである[南 2008]。これは、価値が企業による生産プロセスにおいて創造されるという従
来の考え方への挑戦であり、むしろ消費者による消費・使用プロセスにおいて価値が形成されると
いうことを示唆している。さらに言えば、経験価値マーケティングは、「価値提供」から「価値共創」
へという大きな発想の転換に密接につながっている[青木 2011]。 
 
第四項 サービス・ドミナント・ロジックと文脈価値 
2004年にVargo and Luschというアメリカの学者たちによって提唱された「サービス・ドミナン
ト・ロジック」（Service Dominant Logic）（以下、S-Dロジックとする）は、これまでのマーケティ
ング世界の中心的論理を大きく変化させようとする枠組みとみなされ、関連する様々な研究分野で
多大な注目を集めてきた。 
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 S-D ロジックは、世の中で行われる経済活動をすべて「サービス」（Service）として捉え、「モノ
を伴うサービス」と「モノを伴わないサービス」がある、とする世界観である[藤川・阿久津・小野
2012]。S-D ロジックにおけるサービスは、「他者もしくは自身のベネフィットのために行為、プロ
セス、パフォーマンスを通じてコンピテンス（ナレッジとスキル、S-D ロジックではオペラント資
源として理解される）を適用すること」と定義づけられ[Vargo and Lusch 2004]、有形財（Goods）
と無形財（Services）（＝個別のサービス財）を包含する上位概念である[河内 2013]。Vargo and Lusch
は、有形財を中心としたグッズ・マーケティング（Goods Marketing）と無形財を中心としたサービ
シィーズ・マーケティング（Services Marketing）とを峻別するG-Dロジックを、S-Dロジックと対
比するかたちで批判した（図 2-5参照）。 
	 
図2-5	 	 G-DロジックとS-Dロジックにおけるサービス観	 
 
出典：藤川・阿久津・小野[2012]をもとに筆者作成	 
	 
	 Vargo and Lusch は、当初、S-Dロジックの基本的前提を 8つ（8FPs）提示したが、①初期のFPs
のいくつかの表現がG-Dロジックの用語に過度に依存している、②いくつかのFPsを表現する際の
言語表現が過度に経営管理的であった、③価値創造の相互作用的でネットワーク的な性質をより明
確に理解する必要があった、④価値創造が本質的に現象学的・経験的であるという認識を十分に明
確にしていなかった、といった基本的問題のため[Vargo and Lusch 2008；石川 2013]、Vargo and Lusch
は 2006年と 2008年にFPの修正と追加を行った（表 2-4参照）。 
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表2-4	  S-Dロジックの基本的前提（FP）とその変遷 
FP Vargo and Lusch [2004a] Vargo and Lusch [2006] Vargo and Lusch [2008] 
FP1 
専門化されたスキルと知識の応用
が、交換の基本単位（Unit）である。 
同左 
サービスが、交換の基本的基盤
（Basis）である。 
FP2 
間接的な交換は、交換の基本単位を
隠してしまう。 
同左 
間接的な交換は、交換の基本的基
盤を隠してしまう。 
FP3 
グッズは、サービス供給のための流
通手段である。 
同左 同左 
FP4 
知識は、競争優位性の基本的源泉で
ある。 
同左 
オペラント資源は、競争優位性の
基本的源泉である。 
FP5 
すべての経済は、サービシィーズ経
済である。 
同左 
すべての経済は、サービス経済で
ある。 
FP6 顧客は、常に、共同生産者である。 顧客は、常に、価値の共創者である。 同左 
FP7 企業は、価値提案しかできない。 同左 
企業は、価値を提供できず、価値
提案しかできない。 
FP8 
サービス中心の考え方は、顧客志向
であり、関係的である。 
同左 
サービス中心の考え方は、元来、
顧客志向であり、関係的である。 
FP9  
組織は、ミクロで専門化されたコン
ピテンスを市場で需要される複雑な
サービシィーズに統合したり変換し
たりするために存在する。 
すべての社会的及び経済的行為
者が資源統合者である。 
FP10   
価値は、受益者によって、常に、
ユニークに、かつ、現象学的に判
断される。 
注：表中のゴシック体は、それ以前から変更・追加された項目を表す。	 
出典：	 Vargo and Lusch [2004a, 2006, 2008]；田口[2010]	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 価値の概念について、Vargo and Lusch は「交換価値」、「使用価値」、「文脈価値」という 3つのタ
イプを取り上げている[田口 2010]。G-Dロジックは、企業が創ったモノやサービスが市場で対価と
交換されることを通じて実現する「交換価値」（Value-in-exchange）（＝交換の際にどの程度の価値
があるのか）を重視している[藤川・阿久津・小野 2012]。本節の第一項「価値に関する理論的変遷」
で述べられているように、初期のマーケティングでは、供給者である製造業者の製品品質の向上が、
交換価値の向上に直結していたため[石川 2013]、供給者による交換価値創造が、G-Dロジックの重
要な前提の一つとなっている。それに対し、S-D ロジックにおける中心的価値は「文脈価値」
（Value-in-context）である。実際には、Vargo and Luschは本来、「使用価値」（Value-in-use）という
言葉を使用していた。ところが、「使用価値」という表現はグッズの使用を暗示させ、G-D ロジッ
クと混乱しやすいため、2008 年以降は「文脈価値」（Value-in-context）という用語に置換された。
Vargo and Lusch [2008]は、S-DロジックのFP10として、「価値は、受益者によって、常に、ユニー
クに、かつ、現象学的に判断される」を新たに追加し、「価値は、個別的で、経験的で、文脈依存的
で、意味内包的である」と解釈した。S-D ロジックにおける価値は、顧客特有の文脈（ナレッジと
スキル）で知覚・判断される価値を意味しているため、「文脈価値」と名付けられた。	  
	 村松[2017]の研究によれば、文脈価値は、交換価値ときわめて対照的な概念といえる。広義には、
交換価値はリサーチに始まり、市場での販売に至る一連の企業行動において生まれる。それに対し
て、文脈価値は購買後の消費・使用という消費者行動において生まれる。言い換えれば、交換価値
は生産プロセスで企業によって決められ、文脈価値は消費プロセスで消費者によって決められる。
友人たちと 4 人で一緒に映画を見に行ったという簡単な例で考えてみよう。4 人が同じ映画を見た
としても、まったく同じ感想を持つことはまずないであろう。各々の友人たちは自分とは、たとえ
少しでも違うように映画のプロットを理解し、異なる経験をしていたに違いない。G-Dロジックに
基づけば、すでに出来上がった映画は品質が均一であるため、そこからもたらされる価値は変わら
ないはずである。しかし、S-D ロジックに基づいて考えれば、映画の価値は顧客自身によって評価
されるということになる。 
	 上記の論述から、G-D ロジックと S-D ロジックの価値創造の主体の違いが見えてくるのだろう。
G-Dロジックでは、企業は価値を生み出し、グッズやサービシィーズに埋め込むという形で顧客に
提供する。顧客はそのグッズやサービシィーズを、貨幣などを以って交換し、企業が生み出した価
値を消費する。そもそも、「消費者」という用語は、価値を破壊するというネガティブなニュアンス
を持っているかもしれない。それゆえに、G-Dロジックは、企業から顧客への一方向的・分業的な
「価値生産」と「価値消費」を前提とする[藤川・阿久津・小野 2012]。一方、S-D ロジックでは、
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「顧客は、常に、価値の共創者である」（FP6）[Vargo and Lusch 2006, 2008]と見なされる。ここの
「常に」という表現は、サービシィーズのみならず、グッズの販売が行われる状況においても売り
手と買い手によって文脈価値が共創されるということを意味している[井上・村松 2010]。そのため、
S-Dロジックは、企業と顧客との相互作用を通じて価値を創造する、という双方向的・協業的な「価
値共創」を前提とする[藤川・阿久津・小野 2012]。	  
	 さらに、S-Dロジックの基本理論FP8によれば、「企業は、価値を提供できず、価値提案しかでき
ない」という。つまり、S-D ロジックでは、企業はグッズやサービシィーズを通じて顧客に対して
価値の提案を行う、価値創造活動の客体に過ぎない。価値創造活動において中心的な役割を担うの
は、消費者である。結論的に言えば、S-D ロジックでは、価値は、主導者である消費者と補助者で
ある企業によって共創されるものである（表 2-5参照）。	 
 
表2-5	 	 G-DロジックとS-Dロジックにおける価値創造の比較	 
G-Dロジック  S-Dロジック 
生産プロセス 対象領域	 消費プロセス 
交換価値 価値ドライバ 	ー 
使用価値 
文脈価値 
企業 価値創造の主体	 顧客 
企業は、グッズやサービシィーズで価値を
具体化し、価値は属性を高めたり、増加さ
せたりすることによって付加される 
価値創造の	 
プロセス	 
企業は市場オファリングを通じて価値を
提言し、顧客は使用を通じて価値創造プロ
セスを継続する 
価値の生産と流通 企業の役割	 
価値の提案と共創 
サービスの提供 
出典：Vargo et al. [2012] p.148をもとに筆者作成	 
 
第五項 まとめ 
本節では、マーケティング理論の進化に伴い、価値概念がどのように変遷しているのかについて
レビューを行った。製品・サービスのコモディティ化による大量生産の実現の結果、企業は製品志
向から顧客志向へ移行しはじめた。そこで、顧客視点から価値を認識することが重要視され、「顧客
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価値」が誕生した。1999年に、マーケティングの学者たちは、顧客が製品・サービスを利用した経
験によって得られる満足や効用などを、顧客の「経験価値」と定義し、経験価値マーケティングを
提唱した。顧客の経験価値は、消費経験の面から認識された顧客価値であり、顧客の感性や感覚に
訴えかける価値である。また、人によって消費状況が異なるため、経験価値は顧客の消費体験の差
別化に注目した概念である。2000 年代に入ると、世の中で行われる経済活動をすべて「サービス」
として捉え、そのサービス概念を中心的に考えるS-Dロジックが台頭し、顧客特有の文脈（ナレッ
ジとスキル）で知覚・判断される「文脈価値」が提唱されている。文脈価値は、価値が顧客個別の
経験によって決められるという意味で、経験価値の考え方を継承していると言っても良いだろう。
また、文脈価値という概念の提出は、顧客が価値を創造していることを論述するために有力な論拠
を提供し、本研究のキーワードである「価値共創」に密接につながっている。 
	 
 
第二節  インタラクティブ・コミュニケーション 
 
コミュニケーション戦略は、マーケティングの理論家にとっても、実務家にとっても、非常に重
要である。特に、インタラクティブなコミュニケーションが、「価値共創」の実現には必要不可欠な
要素であると考えられている。本節では、コミュニケーションツールとリレーションシップという
2つの視点から、価値共創におけるインタラクティブ・コミュニケーションのあり方に関して、検
討を行いたい。	 
 
第一項 コミュニケーションに関する基本概念 
	 手元の辞書を引くと、コミュニケーション（Communication）とは「人間が互いに意思・感情・思
考を伝達し合うこと。言語・文字その他視覚・聴覚に訴える身振り・表情・声などの手段によって
行う」とある。コミュニケーションの語源はラテン語「Communis」であり、「共に分け合う、共有
化する」を意味している[四元・青木 2011]。武井[1997]によれば、コミュニケーションは、本来、
情報の送り手と受け手のあいだで共通なもの（Commonness）を創造する過程であって、そのプロセ
スと共通経験を重視しなければならない。	 
	 Shannon and Weaver [1949]は、インフォーメーションを数学的概念として捉え、その伝達過程を
関数で規定したコミュニケーション・モデルを検討した（図 2-6参照）。四元・青木[2013]は、その
コミュニケーション・プロセスを以下の 4つのポイントに集約した。①情報発信者はある意図を持
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って情報発信し、②情報は伝達途中で様々な障害（ノイズ）を受けて変質しつつも、なんとか情報
受信者に届き、③受信者は受け取った情報を解釈し、意味するところを理解しようと努め、④最終
的に、発信者の意図と受信者の理解が合致していれば、「意味が共有化」されてコミュニケーション
が成立する。	 
	 
図2-6	 	 Shannon	 and	 Weaverのコミュニケーション・モデル	 
	 
・ Information Source（情報発信者）：元のメッセージを生成する。	 
・ Transmitter（送信器）：メッセージを信号にエンコードする。	 
・ Channel（伝送経路）：信号が伝達経路に乗り、伝わっていく。	 
・ Noise Source（ノイズ）：伝送の間にもたらされる障害的信号で、信号を変質させる。	 
・ Receiver（受信器）：伝送された信号をデコードし、再びメッセージの形に戻す。	 
・ Destination（情報受信者）：メッセージを受け取るが、元のメッセージと同一とは限らない。	 
出典：Shannon and Weaver[1949]；四元・青木[2011]をもとに筆者一部修正	 
 
	 マーケティングの世界では、企業が情報の発信者、顧客が情報の受信者であり、企業から顧客ま
で一方向的なコミュニケーションが起きていると一般的に認識されている。顧客やユーザーを対象
としたコミュニケーションの役割を担っているのは、マーケティング・ミックス（Marketing Mix）
のうちのプロモーション（Promotion：販売促進）活動である。そのプロモーションには、また、広
告（Advertising：各種の有料メディアを用いて行う宣伝活動）、人的販売（Personal Selling：販売員
によるコミュニケーション活動）、パブリシティ（PR: Public Relations、広告によらない広報活動）、
セールス・プロモーション（SP: Sales Promotion、製品やサービスの販売を促進するための短期的イ
ンセンティブ）、ダイレクト・マーケティング（DM: Direct Marketing、中間業者を排除した直接取引）
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が含まれており、それらのプロモーション手段を組み合わせたものは、プロモーション・ミックス
（Promotion Mix）と呼ばれる（図 2-7参照）。	 
	 
図2-7	 マーケティング・ミックスとプロモーション・ミックス	 
 
出典：各種資料をもとに筆者作成	 
 
	 マーケティング・コミュニュケーション（Marketing Communication）は、以前はプロモーション
の同義語として捉えられてきた。しかしながら、コミュニュケーションの機能的理解が拡大される
ことに伴い、マーケティング・コミュニュケーションの領域も拡張されている[亀井 2009]。具体的
に言えば、パッケージといった要素を含む製品特性や製品イメージも、品質の判断材料としての価
格も、陳列や店舗イメージといった流通や販売方法も、消費者の購買意思決定に関わる情報源であ
り、消費者とのコミュニケーション要素として捉えられるようになった[東 2008；畠山 2012]。この
ような理由から、マーケティング・コミュニュケーションは「プロモーションの上位概念であり、
企業のすべてのマーケティング活動に関わるものである」と認識されるようになってきた[東 2008]。 
	 	 
	 
第二項 リレーションシップ・マーケティングと双方向的対話 
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リレーションシップ・マーケティング（Relationship Marketing）には長い歴史がある。古くから伝
わる中東の格言に「商人はどこの街にも友を持つべきである」というものがある	 [Berry 1995; 
Grönroos 1994; 久保田 2012]。リレーションシップ・マーケティングが正式にマーケティング研究領
域に登場したのは 1980 年代であり、日本では関係性マーケティングと訳されることもある。
Parvatiyar and Sheth[2000]の研究によれば、マーケティングにおいて、「リレーションシップ（関係）」
という言葉には 2通りの使い方がある。第 1は、敵対的関係、競合的関係、提携的関係、独立的関
係、従属的関係など、さまざまな関係が含まれる広義の概念としての使い方である。第 2は、企業
とその顧客ないしはマーケティング関係者との間における、友好的で、持続的かつ安定的な結びつ
きとしての使い方である。本項で研究する「リレーションシップ」では、後者の使い方を採用する。
要するに、リレーションシップ・マーケティングの本質は、顧客との良好的な関係を長期的かつ継
続的に維持することである。	 
リレーションシップ・マーケティングが台頭するまえに、マーケティングの世界では、さまざま
な販売手法を駆使して需要を刺激しようとするプロモーション型マーケティングと、市場調査など
を行い、顧客ニーズを製品づくりに反映させようとするマネジリアル・マーケティングが長く存在
していた。特に、そのマネジリアル・マーケティングは、マーケティング・ミックスを中心とし、
現代マーケティング理論の教科書的パラダイムとされている。	 
さて、マネジリアル・マーケティングとリレーションシップ・マーケティングの違いは何だろう。
和田[2002]によれば、両者のもっとも基本的な違いは、消費者の潜在需要に関する認識である。前
者は消費者の潜在需要を前提とし、この潜在需要に適合（Fit）することが需要創造・拡大につなが
るとしているのに対して、後者は新たな潜在需要をもっていない、成熟市場における消費者を前提
としている。そのため、製品・サービス供給者は消費者と共に需要を創っていかなければならない。
換言すれば、製品・サービス供給者と消費者との共創・共有による新たな需要創造が必要となる。
それを実現させるためには、従来のような一方的・説得的なコミュニケーションではなく、双方向
的な対話が必要となる（表 2-6参照）。	 
	 プロモーション型マーケティングとマネジリアル・マーケティングでは、企業がターゲットとす
る顧客は、個別の消費者ではなく、自社が訴求しようとするセグメントに属すると思われる顧客グ
ループである。しかしながら、リレーションシップ・マーケティングでは、関係づくりにおいて、
一人ひとりの顧客の要求やニーズを把握するための個別対応が強く要請される[上原・大友 2014]。
企業と消費者とが双方向的対話のなかで共感・共鳴・共動し、さらにより深いインタラクティブな
コミュニケーションを継続していくことによって双方が融合化し、結果として双方に革新が発生す
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ると考えられている[和田 1998]。	 
	 
表2-6	 	 マネジリアル・マーケティングとリレーションシップ・マーケティングの比較	 
	 マネジリアル・マーケティング リレーションシップ・マーケティング 
基本概念	 適合（Fit）	 交互作用（インタラクト）	 
中心点	 他者（顧客）	 自他（企業と顧客）	 
顧客観	 潜在需要保有者	 相互支援者	 
行動目的	 需要創造・拡大	 需要の共創	 
コミュニケーションの	 
流れの方向性	 
一方向的説得	 双方向的対話	 
タイムフレーム	 一時的・短期的	 長期継続的	 
マーケティング手段	 マーケティング・ミックス	 インタラクティブ・コミュニケーション	 
成果手段	 購買・市場シェア	 信頼・融合・共感	 
出典：和田[2002]をもとに筆者一部修正	 
	 
第三項 統合型マーケティング・コミュニケーション 
	 1980年代に入ると、アメリカでは景気の低迷が続いていた。マーケティング・コミュニュケーシ
ョンの代表的なチャネルとしてのマスメディアに対する消費者の信頼が低減し、製品が売れない時
代となっていた。そうした背景の下で、マーケティング・コミュニュケーションの効果性・効率性
を最大限に確保するためには、「質的な統合ないしは融合」が必要とされてきた[東 2008]。そこで、
統合型マーケティング・コミュニュケーション（IMC: Integrated marketing Communications）（以下、
IMCとする）という新たな概念が登場した。アメリカ広告業協会（AAAA: American Association of 
Advertising Agencies）の 1989 年の定義によれば、IMC とは「広告、DM、PR、SP といったあらゆ
るコミュニュケーション手法の戦略的な役割を活かして組み立てられた包括的なコミュニュケーシ
ョンの付加価値を認め、かつこれらの手法を合体することにより、明晰で一貫性があり、最大効果
のコミュニュケーション効果を創造すること」である。	 
	 IMCはその統合レベルによって 3つの世代に分けられている[小林 2007]（表 2-7参照）。まず第 1
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世代は、戦術レベルでのマーケティング・プロモーション・ツールの統合である。この段階の IMC
は、「広告やPR、SPなどとそれぞれ個別に考えてきたことを、1つの複合体として捉える」という
新たな視点をもち、「消費者の立場からコミュニケーションを再構築する」ことを強調する[Shultz, 
Tannenbaum and Lauterborn 1993]。しかしながら、第 1世代の IMCは、広告会社によって主導され
ているため、企業の能動性を欠いている、また、伝統的なプロモーション・ミックスと大差がない
といった理由から批判されていた。それゆえ、ブランドを抱える企業自らが主体的に動き、広告会
社と協力しながらブランド価値を向上させることが必要とされてきた。それを実現させたのは、第
2 世代の IMC である。第 2 世代の IMC は、戦術的レベルから戦略的レベルに進化し、メディアの
統合をマーケティング戦略の一環として位置づけ、組織全体の統合であると考えられていた[小林
2007]。 
 
表2-7	 IMCのマトリックス	 
 第1次 IMC 第2次 IMC 第3次 IMC 
統合の形態 手段の統合 組織の統合 社会合意形成 
統合の主体 広告会社 
企業主導 
広告会社協働 
消費者・企業主導 
広告会社仲介 
コミュニケーシ
ョン・タイプ 
一方向 一方向 双方向 
統合レベル 戦術的統合 戦略的統合 パブリックウェルフェア 
出典：小林[2007]をもとに筆者作成 
 
	 これまでの第 1・第 2世代の IMCは、情報の送り手である企業から受け手である消費者までの「一
方向コミュニケーション」であった。消費者が購買決定をするのに必要な商品情報の大部分は、生
産者によってコントロールされており、消費者は生産者の一方的な情報ソースから必要な情報を収
集していた[Shultz, Tannenbaum and Lauterborn 1993]。ところが、生産者と消費者の相互関係に主眼
点を置くリレーションシップ・マーケティングの台頭と、データベース時代の発展に伴い、「消費者
と送り手の本格的対話時代」が始まり、第 3世代の IMCが登場してきた。この新たな IMC理論は、
「企業は消費者と絶え間なく対話をするべきだ」という前提に基づき[Shultz, Tannenbaum and 
	   33	  
Lauterborn 1993]、企業と消費者との双方で情報を交換する「双方向コミュニケーション」によって
実現される「消費者ないしは顧客を起点とした統合」	 [畠山 2012] であり、双方向的統合型マーケ
ティング・コミュニケーション（Interactive Integrated Marketing Communication ）とも呼ばれている
[Peltier, Schibrowsly and Schultz 2003]（図 2-8参照）。 
 
図 2-8	 双方向性を組み込んだ社会的コミュニケーション・モデル	 
 
出典：竹内[1990] 
 
図2-8に示されているように、双方向的IMCでは、企業と消費者はどちらも情報の発信者であり、
受信者でもある。双方向メディアを用いることによって、企業はデモグラフィックや購買履歴とい
った基本的情報を収集するだけでなく、顧客のニーズや価値観までのより幅広い情報を獲得するこ
とができる[畠山 2012]。企業＝情報発信者、顧客＝情報受信者である従来の IMC と比べ、双方向
的 IMCは「対話」をキーワードにし、企業と消費者との協働に重点を置いている（図 2-9参照）。 
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図2-9	 従来の IMCと双方向的 IMCの違い 
 
出典：畠山[2012]をもとに筆者作成	 
	 
第四項 ブランド・コミュニケーションとコンタクト・ポイント 
前項では、マーケティング・コミュニケーションおよび統合型マーケティング・コミュニケーシ
ョンについてレビューを行った。近年、企業ではブランド戦略が重要視される潮流から、「ブランド・
コミュニケーション（Brand Communication）」という言葉がよく使用されるようになってきた。さ
て、なぜわざわざブランド・コミュニケーションという用語を用いる必要があるのか、マーケティ
ング・コミュニケーションと何が異なるのか、これらの疑問を抱きながら、ブランド・コミュニケ
ーションについて考察してみたい。 
	 Semenik [2002]によれば、ブランド・コミュニケーションとは「顧客、あるいは、見込み客が企
業のブランド（パッケージング、従業員コンタクト、店内ディスプレイ、カタログ、メディア露出
など）と接触するすべての方法」と定義されている[下村訳 2004]。消費者がブランドと出会ってさ
まざまな経験をする接点、すなわち、コンタクト・ポイントにおけるコミュニケーション活動を通
じて、短期的には、売上の向上に結びつけること、長期的には、ブランドと消費者との間の関係性
を構築・維持していくことが、ブランド・コミュニケーションの目的である[Schultz and Barnes 1999]。	 
 
表2-8	 マーケティング・コミュニケーションとブランド・コミュニケーションの比較 
 マーケティング・コミュニケーション ブランド・コミュニケーション 
ターゲット	 
当該製品の顧客とその製品にかかわる利害
関係者	 
当該ブランドの顧客とそのブランドにかか
わる利害関係者	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活動内容	 
マーケティング戦略に基づく市場（顧客）
に対するコミュニケーション（製品コミュ
ニケーション、価格コミュニケーション、
流通コミュニケーション、プロモーショ
ン・コミュニケーション）の計画・管理・
実行	 
ブランド・アイデンティティに基づくブラン
ド・コンタクト（4P+α）の計画・管理・実
行	 
目的	 
短期的	 
販売・売上に結びつける	 
長期的＋短期的	 
長期的にはブランドの構築・維持やブランド
を通じた関係づくり、短期的には販売・売上
に結びつける	 
出典：下村[2004]をもとに筆者抜粋・修正	 
 
	 上記の表 2-8 は、ターゲット、活動内容、目的という 3 つの視点から、マーケティング・コミュ
ニケーションとブランド・コミュニケーションを比較したものである。まず、ターゲットについて
は、マーケティング・コミュニケーションとブランド・コミュニケーションは両方とも当該製品・
ブランドの顧客とその製品・ブランドにかかわる利害関係者を対象にしてコミュニケーション活動
を行っており、個々の製品レベルでは大差が見られない。次に、活動内容に関しては、マーケティ
ング・コミュニケーションは主にマーケティング・ミックスの管理に着眼しているのに対して、ブ
ランド・コミュニケーションはマーケティング・ミックスを含め、消費者とブランドが接触するす
べてのコンタクト・ポイントをマネジメントする活動である。さらに、両者の目的を考察してみれ
ば、ブランド・コミュニケーションは短期的な売上向上と長期的な関係づくりという 2つの目的を
持っており、より幅が広い。結論的に言えば、ブランド・コミュニケーションが顧客とブランドと
のあらゆる接点におけるマーケティング・コミュニケーションであり、マーケティング・コミュニ
ケーションを包括する上位概念である[下村 2004]。 
	 前述したとおり、ブランド・コミュニケーションは、顧客がブランドに出会うあらゆる接点にお
けるコミュニケーション活動である。ここでの顧客とブランドとの接点は、「コンタクト・ポイント」
と言い、「タッチ・ポイント」や「真実の瞬間（Moments of Truth）」と呼ばれることもある。Iacobucci 
and Calder [2003]によれば、「顧客が気づき、ある製品・サービスと関連付けられる要素は、すべて
ブランド・コンタクト・ポイント」となる。四元・青木[2011]は『価値共創時代のブランド戦略』
において、読者に「あなたに、特定のお気に入りブランドがある」と仮定してもらい、「その存在を
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初めて知ったのは、いつ、どこで？」、「それを購入したのは、いつ、どこで？」、「それを使ってみ
て、その良さ実感したのは、いつ、どこで？」といった一連の質問をし、それらの質問に対する回
答をコンタクト・ポイントと見なしている。また、Davis and Dunn [2002]は、ブランドと顧客の関
係に基づき、コンタクト・ポイントを 4つのカテゴリーに分類している。 
	 
① 購買前コンタクト・ポイント	 
見込み客の購買意思決定を影響する一連のコンタクト・ポイント。たとえば、「広告」「クチコ
ミ」「DM」「インターネット」など。	 
② 購買時コンタクト・ポイント	 
顧客を検討から実際の購入に至らせるすべてのコンタクト・ポイント。たとえば、「商品の陳列
方法」「営業現場」「顧客担当者」など。	 
③ 購買後コンタクト・ポイント	 
消費・利用プロセスにおける購買石決定を補強するすべてのコンタクト・ポイント。たとえば、
「製品保証」「定期メンテナンス」「関連商品・サービスの更新通知」「コミュニティ活動」など。	 
④ 影響コンタクト・ポイント	 
「購買前→購買時→購買後」という流れとは直接に関係しないが、間接的にブランドを印象づ
ける働きを持つすべてのコンタクト・ポイント。たとえば、「採用関連資料」「既存顧客」「アナ
リストレポート」など。	 
 
	 さて、具体例をもってブランド・コンタクト・ポイントについて考察してみよう。あなたは、香
水を購入したいとしよう。ある日の通勤中に、あなたは電車内で流れているあるブランドの香水の
コマーシャルにひかれた（購買前コンタクト・ポイント）。仕事が終わったあと、あなたはデパート
に足を運び、コマーシャルで見た香水ブランドのショップを訪ねた。とてもお洒落な雰囲気の店で
あり、店員もフレンドリーで接客熱心であった。気に入る香水をいくつか試し、その中から一番好
きな香りを選んで購入した（購買時コンタクト・ポイント）。家に帰って、買った香水を化粧台に置
いた。香水瓶のデザインがとても上品に見えるため、部屋全体のイメージも変わったように感じた。
また、一週間後に、会員登録時に入力したメールアドレスに、その香水ブランドのメールマガジン
とオフェィシャル・コミュニティへの招待メールが届いた（購買後コンタクト・ポイント）。しばら
く経ったら、同窓会で大学時代から憧れている素敵な女性先輩と久しぶりに再会した。そして、そ
の先輩も同じ香水を持っていると聞いて嬉しかった（影響コンタクト・ポイント）。 
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上記の事例は、消費者の視点からブランドとのコンタクト・ポイントについて述べられている。
消費者が、自らの体験をブランドと結びつければ、どんな要素もブランド・コンタクト・ポイント
となる[Iacobucci and Calder 2003]。それゆえに、マーケターにとっては、そうした消費者の視点を
もつこと、つまり、消費者から見たブランドの全体像を把握することが非常に重要である。しかし
ながら、実際のところ、マーケターがブランド・コンタクト・ポイントに介入し、さらにコントロ
ールする余地は限られている。なぜならば、何がコンタクト・ポイントなのか、それに対してどの
ように解釈するのかを決めるのは消費者だからである。まったく同じ体験に対しても、消費者の中
から正反対の解釈が出てくるかもしれない。アパレルショップでの簡単な事例で考えてみよう。洋
服のサイズや今年の流行りなどの情報を伝えながら、顧客の後について歩いている店員がいるとし
よう。そうした店員の行動に対して、「丁寧」「接客熱心」とプラスに評価する顧客もいれば、「面倒
くさい」「いらいらする」とマイナスに認識する顧客もいるのだろう。つまり、コンタクト・ポイン
トにおける消費者が体験した価値は、個別的であり、消費者特有の文脈で知覚・判断されるもので
ある。さらに言えば、コンタクト・ポイントにおいて創造された価値が、S-D ロジックでの「文脈
価値」と似ている意味合いをもっているのではないかと考えられる。 
ブランド・コンタクト・ポイントは、企業と顧客との接触・インタラクションの機会を提供して
いるため、価値共創の実現には大きな意味を持っている。それらのコンタクト・ポイントのうちに、
企業と消費者との間、または消費者間のインタラクティブなコミュニケーションのあり方として、
主に人的販売やクチコミの一種であるブランド・コミュニティが挙げられている[王・万 2012；卜
2017]。本節の第五項、第六項では、それらに関してレビューを行いたい。 
	  
第五項 人的販売 
	 本節の第四項「ブランド・コミュニケーションとコンタクト・ポイント」において、購買時コン
タクト・ポイントの代表的な例として、営業現場での顧客担当者が取り挙げられている。顧客担当
者は、来店客と直接に接触し、製品・サービスの説明、購入の説得、値段交渉などを行い、販売を
実現させようとする重要な役割を果たしている。そうした行動は「人的販売（Personal Selling）」と
呼ばれる。	 
人的販売は、歴史が長く、世界でもっとも古い職業形態のひとつだと言っても良い。柏木[1997]
は、人的販売とは「販売員が顧客と直接会うことによって商品の購入を説得し、販売を締結させる
販売活動である」と定義している。本節の第一項「コミュニケーションに関する基本概念」で言及
したとおり、人的販売は、マーケティング・ミックスのうちのプロモーションに属し、プロモーシ
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ョン・ツールの一つとして捉えられている。人的販売にはさまざまなタイプが存在する。東[2007]
は、顧客と接触する場所によって、人的販売を大きく「訪問販売」（販売員が顧客のところへ直接訪
問して行う販売活動）、「店舗販売」（小売店の販売員による販売活動）、「イベント販売」（展示会な
どに出展して、来場客に向けて行う販売活動）という 3つに分けている。	 
競争の激しい現代市場では、販売員の仕事は、製品・サービスを提示し、顧客と交渉し、注文を
受けるといった単純なものではなく、販売活動の遂行以外にも多様な業務や役割が要求されている。
柏木[1997]によれば、「顧客との親密な関係の維持」、「消費者のよい生活相談者としての存在」、「技
術的助言者としての役割」なども販売員が果たしている重要な役割である。具体的には、販売員は
自社製品・サービスに関する専門的知識を用いて、その製品・サービスを消費・使用することによ
って、消費者が抱えている問題がいかに解決されるのかを伝え、消費者の生活向上のための手助け
をしている。上原[1998, 1999]による具体例で考えてみよう。ペンキ売り場の店員は、顧客の欲しが
っている色について聞きながら、パソコン・ディスプレイ上で色を混ぜたり、色度を調整したりす
る。理想的な色が出来上がったあと、その場に、その調合比率に合わせて色を作り、顧客に手渡す。
さらに言えば、店員は、ペンキの実際に使われるところに応じて顧客にアドバイスをしたり、ペン
キの塗り方や使用上の注意点などを伝えたりすることができる。つまり、販売員は自らの専門知識
を利用し、消費者に問題解決のための助言を与えることができる。 
広告のような一方的プロモーション手段と異なり、販売員は「顧客からの質問、反論、動作、表
情などによって、即座に客の反応を知ることができ」、その反応をみながら、顧客のニーズに合わせ
て最適な方法で対応することができる[柏木 1997]。人的販売は、インタラクティブなコミュニケー
ションを通じて、企業と顧客との間で長期継続的な関係を築くことが可能である。また、販売員は
消費者のニーズや生活情報をベースとし、自ら保有している専門知識や情報を利用して最適な価値
提案を行い、消費者と共に価値を創造することになる。そういう意味では、ブランド・コンタクト・
ポイントとしての人的販売を、価値共創を実現するための手段と見なすことができるのではないか
と考えられる。	 
 
第六項 クチコミとブランド・コミュニティ 
テレビ、ラジオ、新聞、雑誌などを用いて、不特定多数の大衆に大量の情報を伝達する「マスコ
ミ（マス・コミュニケーション、Mass Communication）」と対比される形で、口頭によるコミュニケ
ーションを表す「クチコミ」という言葉が使用されている。口頭でのコミュニケーションといえば、
遥かな昔から存在しているはずだが、クチコミという言葉自体は、1960年代に、日本のジャーナリ
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スト・ノンフィクション作家である大宅壮一氏によって作られたのである[河井 2017]。英語では、
Word of Mouth（WOM、口頭の言葉）がクチコミに当たり、2004年に設立された米国のクチコミ・
マーケティング協会WOMMA（Word of Mouth Marketing Association）は、WOM とは「だれかが、
興味のある何かを、ほかのだれかとシェアする行動」と定義している。濱岡[1994]の研究では、ク
チコミの定義について、以下の 4点が挙げられている。①「話し手と受け手との対人コミュニケー
ション」、②「ブランド・商品・サービス・店に関する話題」、③「受け手が非商業的な目的である
と知覚している」、④「話し手と受け手が社会的な関係に規定されている」である。濱岡による定義
は、クチコミが対人的なコミュニケーションだと指摘しているが、話し手と受け手がどのような関
係にあるのかに言及していない。日経広告研究所編『広告用語辞典』[2005]を引くと、クチコミと
は「製品やブランドあるいは広告の内容について、友人、知人、家族、同僚などの親しい間柄で行
われる口頭によるコミュニケーションのこと」と定義されている。そこから、クチコミの参加者た
ちは横の関係にあることが理解されよう。それは、話し手と受け手が縦の関係にあるマスコミとの
大きな相違点であろう。	 
日経広告研究所編『広告用語辞典』によれば、クチコミは常に、「友人、知人、家族、同僚などの
親しい間柄で行われる」のである。ところが、近年、インターネットを介したソーシャルメディア
の発達と普及に伴い、ネットを通じたクチコミが主役となってきており、従来の小規模なリアル型
クチコミとは比べものにならないほどの強い伝達力と影響力を持っている。インターネットの利用
により、クチコミが見知らぬ人の間でも頻繁に行われるようになってきた。本研究では、「クチコミ」
を「インターネット上のクチコミ」を指すこととする。一言で「クチコミ」と呼んでいるが、クチ
コミはかなり広い概念であり、さまざまな形態を有している。前述した米国のクチコミ・マーケテ
ィング協会であるWOMMA は、クチコミを「自然発生的なクチコミ（Organic WOM）」と「喚起さ
れたクチコミ（Amplified WOM）」という 2種類に大別している。「自然発生的なクチコミ」とは、
文字通り自然に発生するクチコミである。河井[2017]は、「自然発生的なクチコミ」について、顧客
が製品やサービスに満足し、その愉快な気持ちと企業やブランドを支持したい熱意を、他の消費者
と共有したいときに自然に発生すると述べている。「自然発生的なクチコミ」の代表例としては、ク
チコミサイトが挙げられる。澁谷[2007]によれば、クチコミサイトは、一般消費者が発信した特定の
製品やサービスに関する使用体験や感想などの情報が大量に蓄積されているウィブサイトであり、
圧倒的に多くの消費者が閲覧できるというマスメディア的な特性と、サイトのコンテンツ自体が
個々の消費者によって発信されるというパーソナルメディア的な特性を持っている。	 
日本最大のコスメ・美容の総合サイト「アットコスメ（＠COSME）」が、クチコミサイトの代表 
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図2-10	 日本最大のコスメ・美容の総合サイト「アットコスメ（＠COSME）」	 
 
 
出典：@COSMEホームページ	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例だと考えられている[ベクトルグループ 2007]。「アットコスメ」は株式会社アイスタイルによって
企画・運営され、「クチコミ一覧」と「クチコミランキング」といったクチコミの関連サービスをメ
インに提供している（図 2-10 参照）。2018 年 5 月 30 日の日経 MJ（流通新聞）によれば、「アット
コスメ」の月間利用者数が 1600万人であり、20代〜30代女性の 3人に 2人が利用している。1999
年 12月にサービス開始してから現在まで、合計で 1400万件以上の美容・化粧品に関するクチコミ
が投稿されている。クチコミサイトでは、だれでも商品・サービスに関する自らの使用体験や感想
について気軽に投稿することができ、また、他人が投稿したクチコミを自由に閲覧することができ
る。クチコミサイトに投稿するときに、発信者の権利（表現・言論の自由）が保護されているため、
クチコミには、消費者の商品・サービスに関するプラスの評価もあれば、クレームや批判もあるは
ずである。しかしながら、企業が一般消費者の振りをして自社の商品を高く評価したり、競合会社
を中傷したりするようなクチコミが必ずないとは限らない[ベクトルグループ2007]。 
一方、「喚起されたクチコミ」とは、企業が消費者間のコミュニケーションを発生させ、または促
進するために行ったキャンペーンなどによって作り出されたクチコミを指している[河井 2017]。一
般消費者の個人意志による「自然発生的なクチコミ」と比べ、「喚起されたクチコミ」では、企業が
積極的な姿勢を示している。WOMMA は、「喚起されたクチコミ」を作り出すために、企業が行う
具体的な活動を次のように例示している[河井訳 2017]。 
 
・ 「コミュニティを作る」 
・ 「そのコミュニティにいる人たちが自分の意見を共有しやすくするツールを開発する」 
・ 「支持者とエバンジェリスト（伝道者）に対して、積極的に製品を宣伝してもらえるようにや
る気になってもらう」 
・ 「支持者が共有できるように情報を与える」 
	  
	 上記の例示から、「コミュニティ」を作ることが、「喚起されたクチコミ」を作り出す主な手段で
あることが理解されよう。「コミュニティ（Community）」とは、簡単に言えば、日本語の「共同体」
に当たる。McAlexander et al. [2002]	 によれば、コミュニティは、個々のメンバーおよびそれらの間
の関係から構成されており、地域、職業、レジャーに対する追求、ブランドへの貢献度といったメ
ンバー間の共通性に基づいて識別されることが可能である。コミュニティを通じて、人々は認知的、
感情的、または物質的な資源を共有している。マーケティングの世界では、ブランドが中心に位置
づけられ、そのブランドのファン（ブランド愛好者）が集まるコミュニティが存在する。すなわち、
	   42	  
ブランド・コミュニティ（Brand Community）である。Muniz et.al. [2001]によれば、ブランド・コミ
ュニティは、社会的関係の構造化されたものに基づき、地理的に特化していない特殊なコミュニテ
ィである。小西[2013]は、ブランド・コミュニティの参加者のモチベーションを、①自己達成、②
個別化、③帰属/承認、④他者貢献という 4種類に分類し（図 2-11参照）、それらの要素が複合的に
参加者のモチベーションを生み出していると指摘する。そして、参加者は自己便益を得るためだけ
でなく、他者との結びつきや貢献といった関係性がもたらす価値に対する欲求も高まっていると述
べている。 
	 
図2-11	 ブランド・コミュニティ参加者のモチベーションの構成要素	 
 
出典：小西[2013]	 
	 
	 ブランド・コミュニティには、リアルなコミュニティとオンラインのコミュニティが両方とも存
在しているが、インターネットとソーシャルメディアの発達に伴い、オンライン・ブランド・コミ
ュニティの影響力が圧倒的に強くなっている。オンライン・ブランド・コミュニティの成功例とし
ては、資生堂のオフェィシャル・コミュニティの「SHISEIDO おめかし会議」が挙げられる（図 2-12
参照）。「SHISEIDO おめかし会議」では、資生堂の商品や美容情報に関するいろいろなテーマによ	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図2-12	 資生堂のオフェィシャル・コミュニティ「SHISEIDO	 おめかし会議」
	 
	 
出典：資生堂のオフィシャルコミュニティホームページ	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って、それぞれのオンラインのおしゃべりルームが用意されている。コミュニティのメンバーは好
きなルームに入り、質問に答えたり、自分の体験や感想などについてコメントを書いたりすること
ができる。一見してクチコミサイトと似ているようであるが、ブランド・コミュニティでは、企業
が積極的にポイントアップの投稿キャンペーンやプレゼントが当たる特典などを行い、メンバーの
参加意欲を高めようと工夫している。たとえば、「SHISEIDO おめかし会議」が 2018 年 5 月 24 日
に開始した「【メイク】の話題でポイントUP中！」という投稿キャンペーンでは、コミュニティメ
ンバーが夏のメイクをテーマに聞いてみたいことや悩んでいることなどについて、トピックを立て
たりコメント返信したりすれば、通常より多いポイントを獲得できる。このように、企業がコミュ
ニティに積極的に関与することで、クチコミを喚起させたり増幅させたりすることができる。クチ
コミの発生を待つ「自然発生的なクチコミ」とは異なり、「喚起されたクチコミ」はクチコミの発生
を積極的・能動的に促進し、消費者対消費者のコミュニケーションに注目したマーケティング手法
といえよう[河井 2017]（図 2-13参照）。 
	  
図2-13	 クチコミの分類	 
  
出典：河井[2017] をもとに筆者作成 
 
	 2000年代に入ると、ユビキタスネットワーク、特にソーシャル・ネットワーク・サービス（（Social 
Networking Service）（以下、SNS とする）が急速に普及し、ブランド・コミュニティの様相がまた
大きく変化している。SNSの主目的は、個人間のコミュニケーションにあり、Facebook、Line、Twitter、
WeChat、Instagram などがその代表例である。マーケターはそれらのSNS を活用し、SNS 上のブラ
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ンド・コミュニティ、すなわち、顧客クラブの形でマーケティングを展開している。顧客クラブの
参加者の投稿やSNSブログを外部に公開することによって、企業がより多くの消費者目線を引くこ
とができ、低いコストで企画広告と同様の価値を獲得することが可能になる[山崎・村井 2006]。	 
小西[2013]によれば、消費者間のコミュニケーション・プラットフォームとしてのブランド・コ
ミュニティは、企業と顧客双方にとっての便益を生み出す構造である。顧客にとっては、ブランド・
コミュニティに参加することで、興味・関心のあるブランドや商品に関する有益な情報を得られる
と同時に、自らの経験や知識を共有することによって、人に貢献する喜びを感じることができる。
一方、企業にとっては、ブランド・コミュニティを通じて、顧客のコメントや質問から消費者の本
当のニーズを把握することができ、製品の開発や改良に重要な意味を持っている。また、企業が顧
客に有用性の高いブランド情報を提供しつづけることによって、顧客ロイヤルティの形成とリピー
トオーダーの取得が期待でき、安定的な売り上げを維持することができる[山崎・村井 2006；小西
2013]。結論的に言えば、ブランド・コミュニティは、企業と顧客とのコラボレーションを通じて価
値を創造している[小西 2013]。	 	 
	 
第七項 まとめ 
前述したとおり、コミュニケーション戦略は、マーケティングの理論家にとっても、実務家にと
っても、非常に重要である。本節では、まず、コミュニケーションに関する基本概念を振り返り、
企業と消費者との協働と長期継続的な関係づくりは、インタラクティブ・コミュニケーション（双
方向的コミュニケーション）によって実現されるということを論述した。次に、顧客とブランドと
のコンタクト・ポイントにおけるコミュニケーション、すなわち、マーケティング・コミュニケー
ションの上位概念であるブランド・コミュニケーションに関して調査し、ブランド・コンタクト・
ポイントの種類とそれぞれの特徴を、事例をもって説明した。ブランド・コンタクト・ポイントは、
企業と顧客との接触・インタラクションの機会を提供しているため、価値共創の実現には大きな意
味を持つと考えられている。それらのコンタクト・ポイントのうちで、企業と消費者との間の価値
共創の実現に有効なコミュニケーションツールは、営業現場で発生する人的販売とクチコミの一種
としてのブランド・コミュニティが挙げられる。それらについては、本節の第五項と第六項で先行
研究のレビューを行った。	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第三節 	 価値共創	 
	 
従来のマーケティング理論では、生産と消費が対立概念であった。生産は価値を生み出す行為で
あり、消費は価値に対する破壊だと考えられていた。ところが、近年、マーケティングにおいては、
価値共創という言葉がよく使用されるようになってきており、価値は企業と顧客との協働によって
創造されるという新たな考え方が提唱されている。価値共創は、通常、企業と消費者との間、また
は消費者間のインタラクションによって実現されると認識されている[王・万 2012]。そのインタラ
クションの実現には、インタラクティブなコミュニケーション活動が必要不可欠である。本章の第
一節「マーケティングの進化と価値創造」と第二節「インタラクティブ・コミュニケーション」で
は、価値共創の主要概念である「価値」の定義と、価値共創を実現する手段としてのコミュニケー
ション戦略について、先行研究のレビューを行った。さて、今まで価値共創をめぐってどのような
研究が行われてきたのか、価値共創活動をどのように分類すれば良いのか、それぞれのタイプの価
値共創活動がどのような特徴を持っており、実務の世界ではどのように実践されているのか、それ
らの疑問に回答するのが本節の趣旨である。	 
	 
第一項 価値共創に関する研究系譜	 
「価値共創」という言葉を、既に何度も使用してきたが、それに関する体系的な研究をまだ踏ま
えていない。今日、「価値共創（Value Co-operation）」は、マーケティングの研究者のみならず、実
務家にとっても興味深い研究テーマとなっている[蒲生 2017]。ところが、顧客を価値創造の主体と
して認識するという発想は、それほど新しいものではない。たとえば、アメリカの作家、未来学者
である Alvin Toffler は 1980 年に発表した著書『第三の波』の中で、生産者（Producer）と消費者
（Consumer）とを組み合わせた造語であるプロシューマー（生産消費者、Prosumer）を使って、自
ら生産活動を行う消費者の存在を指摘していた。また、企業が顧客と共に価値を創造するという現
象は、伝統（古典）的マネジメント理論の観点から「協働（Cooperation）」概念の一種と捉えること
ができる[蒲生 2017]。	 
マーケティングの領域において、「価値共創」に関する理論的研究は、Normann and Ramirezによ
って提出された「価値の共同生産」という概念から始まる[袁・斎 2015]。その後、Prahalad and 
Ramaswamy [2004a]は、「企業が一方的に価値を創造できる」という「価値提供」に異議を持ち、顧
客の消費経験や消費プロセスに注目し、「価値は企業と消費者がさまざまな接点で共創する経験の中
から生まれる」という「価値共創」を提唱した[河内 2013；劉 2014]。彼らは、顧客と企業との関わ
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り合いが、受け手としてのパートナーから共創パートナーへと変化していると主張している[庄司
2011]。	 
福田[2013]の指摘によれば、価値共創に関する体系的な研究の系譜として、主に 2つの流れを見
いだすことができる。一つは、リレーションシップ・マーケティング研究をベースに展開された研
究系譜である。前述したとおり、1980年代以降、企業と顧客との関係性に主眼点を置いたリレーシ
ョンシップ・マーケティングが台頭し、多くの研究者の注目を集めてきた。リレーションシップ・
マーケティングでは、企業がマーケティング成果を高めるために、双方向的なインタラクションを
通して、顧客と長期継続的パートナーシップ関係を構築しようとし、企業活動への顧客の内部化と
いう形で現れる企業と顧客の協力関係として価値共創が論じられている[福田 2013]。	 
価値共創に関するもう一つの研究系譜は、S-Dロジックをベースに展開されたものであると言わ
れる[福田 2013]。Vargo and Lusch [2006, 2008]によれば、価値共創は「共同生産（Co-production）」
と「価値の共創（Co-creation of Value）」という 2つの構成要素からなる。そして、それらをG-Dロ
ジックでの生産という概念の上位概念として捉えている[Lusch et al. 2007]（図 2-14参照）。ここで
の「共同生産」とは、グッズに組み込まれる機能および便益を創造することへの顧客参画を表して
おり[田口 2009, 2010]、顧客による生産者との共同立案、共同デザイン、または顧客がグッズの一
部の生産を担うことなどが含まれる。この事例としては、顧客が IKEA の家具を購入して家で組み
立てること、美容室でヘア・スタイルについてスタイリストに助言することなどが挙げられる[Lusch 
et al. 2007]。顧客にとって、共同生産は選択的である[Vargo and Lusch 2008]。つまり、生産活動に
参画するかどうかは顧客の意思によって決まる。	 
一方、「価値の共創」とは、売り手と買い手の相互作用の中で、ユーザーが直接的あるいは（グ
ッズを通じて）間接的に彼自身のオペラント資源（ナレッジとスキル）を応用することであり[田口
2009, 2010]、価値共創のもっとも包括的な概念である。河内[2013]の例によれば、自動車の価値と
は、移動手段として顧客が利用するときに発生する。もし顧客が運転の仕方を知らなければ、自動
車の価値が発生することはない。言い換えれば、企業によって提供される製品やサービシィーズそ
れ自体が価値の提案（Value Proposition）であり、顧客に使用されてはじめて価値が実現する[武山
2015]。つまり、「価値の共創」という考え方の下で、顧客は企業から提案された価値を発生させる
価値創造の主体であり、企業は有形や無形の財の提供を媒介として顧客の価値創造を支援する価値
創造の客体である。 
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図2-14	 S-Dロジックにおける価値共創とG-Dロジックとの間の包含関係	 
	 
出典：Vargo and Lusch [2006]；Lusch et al. [2007]；田口[2010]	 
	 
価値共創に対する定義と理解は学者によって異なるが、全体的に見れば、①価値共創は 2つまた
は 2つ以上の当事者間のコラボレーションによる結果である、②価値共創の実質は資源統合のプロ
セスである、③価値共創は有効的な相互作用によって実現される、④価値共創において、顧客が重
要な主体である、という 4つの認識が共通している[卜 2017]。マーケティング理論としての斬新さ
と影響力、また、消費者が価値共創活動における重要度といった基準に基づき、本研究では、S-D
ロジックの視点から価値共創を捉えることとする。	 
	 
第二項 価値共創とインタラクション	 
	 S-Dロジックのノルディック学派の代表人物であるChristian Grönroos [2013]の研究では、価値の
創造過程が、プロバイダーの領域（Provider Sphere）、接触の領域（Joint Sphere）、顧客の領域（Customer 
Sphere）という 3つの領域に分けられている（図 2-15参照）。 
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図2-15	 価値創造の領域	 
生産活動の視点から	 
企業の役割	 
生産者：企業が生産者として
顧客の価値創造に使用される
資源を生産する	 
共同生産の主導者	 －	 
顧客の役割	 －	 共同生産者	 －	 
	 
 
 
 
 
 
 
 
顧客の役割	 －	 
価値の共創者：対話的なプロ
セスを通じて企業と共に価値
を創造する	 
企業から独立した	 
価値の創造者	 
企業の役割	 価値の促進者	 
価値の共創者：企業が価値共
創者として、顧客の価値創造過
程に参与する	 
価値の促進者	 
価値創造の視点から	 
出典：Grönroos [2013]をもとに筆者翻訳、修正	 
	 
	 まず、プロバイダーの領域においては、プロバイダーである企業が、製品の設計、開発、製造、
配送といったさまざまな生産活動を行い、顧客の価値創造に使用される資源を生産している。生産
活動の視点からみれば、プロバイダーの領域における企業が、生産者（Producer）として顧客に提
供する潜在的な価値を生み出している。一方、価値創造の視点からみれば、この領域で企業が行っ 
プロバイダーの領域	 
生産活動	 
（潜在的な価値）	 
顧客の領域	 
独立した価値創造	 
（本質的な価値）	 
接触の領域	 
インタラクションによる価値創造	 
（本質的な価値）	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た活動は、顧客の価値共創を促進している。それゆえに、生産者である企業が、価値の促進者（Value 
Facilitator）としても捉えられている	 [Grönroos 2011]。	 
次に、プロバイダーと顧客との接触の領域について見てみよう。図 2-15における 2つの楕円の交
差部分が、接触の領域を表すことになる。その接触の領域では、企業と顧客との間に、双方向的な
コミュニケーションが発生しており、価値が、両者の相互作用によって実現する。その中に、顧客
が共同生産者（Co-producer）としてプロバイダーの生産プロセスに参画する場合もあれば、企業が
価値創造の支援者として顧客の消費プロセスに参与する場合もある。後者の場合、企業も顧客も価
値の共創者（Co-creator）だと名付けられる。また、Grönroos [2013]の指摘によれば、企業が、顧客
とのインタラクションを促進することで、接触の領域を拡大することができる。たとえば、企業が、
積極的に顧客を生産現場に巻き込み、製品の開発や改良に助言してもらったり、コールセンターを
開設し、顧客に企業との接触の場をより容易に提供したりして、顧客との相互作用を能動的に促進
する。	 
最後に、顧客の領域が、通常、顧客の経験的な領域だと認識されている。この段階での価値創造
は、プロバイダーから独立しており、顧客の家族や友人などのような企業のコントロールを超えた、
より幅の広い顧客ネットワークから影響を受ける場合が多い[Voima et al. 2011b]。顧客の領域にお
いては、顧客が、独立した価値の創造者（Independent Value Creator）であり、有形財としての製品
やサービシィーズと、そこから得られた無形財としての経験との「対話」を通じて、顧客独自の文
脈で価値を知覚・判断する。プロバイダーである企業が、顧客の領域に直接的に関与していないが、
顧客の価値創造に必要な資源を提供しているため、価値の促進者（Value Facilitator）だと考えられ
る。	 
図 2-15に示されているように、接触の領域（Joint Sphere）においては、顧客が企業の生産プロセ
スに参画したり、企業が顧客の消費プロセスに参与したりするようなインタラクションを通じて、
価値が、企業と消費者との両方によって共同で創出される。インタラクションが、接触の領域にお
ける価値共創活動の最重要な一環であると理解されよう。マーケティングでは、インタラクション
という言葉は、主に生産者と消費者とのリレーションシップの研究分野で取り上げられており、マ
ーケティングの理論家と実務家の両方からの注目が高まっているが、明確な定義が未だに存在しな
い。Grönroos [2013]は、インタラクションについて、次のように述べている。	 
 
	 	 Interactions are situations in which the interacting parties are involved in each other’s practices. The core  
of interaction is a physical, virtual, or mental contact, such that the provider creates opportunities to engage 	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with its customers’ experiences and practices and thereby influences their flow and outcomes (pp.140). 
インタラクションは、相互に作用する当事者たちがお互いの行為に関与するという状況であ 
る。インタラクションの核心は、物理的、仮想的、または心理的な接触である。プロバイダ  ー
は、顧客の経験や実践に関わらせることで、双方のプロセスと結果に影響を与える（筆者訳）。 
 
価値共創は、関係者間で発生する一種のインタラクションだと一般的に認識されている。たとえ
ば、Kijima et al.[2014]による価値共創の戦略モデルは、Co-experience（共同での経験）、Co-definition
（共同での定義）、Co-elevation（共同での向上）、Co-development（共同での発展）という 4 つの階
層からなっており、プロバイダーと顧客とのインタラクションを通じて実現する（図 2-16 参照）。
彼らによれば、価値共創とは、プロバイダーと顧客とのインタラクションに基づく積極的で、創造
的かつ社会的なプロセスである。	 
 
図2-16	 価値共創の4階層モデル	 
	 
出典：Kijima et al.[2014]をもとに筆者翻訳、修正	 
 
インタラクションの実現には、プロバイダーと顧客との双方向的なコミュニケーションが必要不
可欠である。Ballantyne and Varey [2006]は、インタラクションを、対話的なプロセス（Dialogical 
Process）として捉えている。Grönroos [2013]の研究では、インタラクションは、直接的なインタラ
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クション（Direct Interaction）と間接的なインタラクション（Indirect Interaction）という 2つに分類さ
れている。表 2-9 は、その 2 種類のインタラクションと価値創造の領域との関係、そして、それぞ
れのインタラクションにおける企業と顧客の役割を示している。 
	  
表2-9	 インタラクションと価値創造の領域	 
価値創造
の領域 
プロバイダーの領域 接触の領域 顧客の領域 
価値創造
の主役 
企業 企業と顧客 顧客（個人） 顧客（集団） 
インタラ
クション
のタイプ 
間接的な 
インタラクション 
直接的な 
インタラクション 
間接的な 
インタラクション 
価値創造
の過程 
顧客の価値創造に使
用される資源を生産
する 
企業が積極的に顧客
に近づいてインタラ
クションを行う 
顧客が自発的に企
業とのインタラク
ションを求める 
顧客が企業によ
って提供された
資源と「対話」
する 
顧客が他の消費
者とインタラク
ションを行う 
事例 
生産プロセス 
旅行会社のスタッフ
が、顧客のために新し
い旅行ハンドブック
を作成する；顧客にフ
ライトスケジュール
を知らせる 
生産プロセス 
顧客を生産現場に巻
き込み、デザインの
立案や製品開発の助
言をしてもらう  
 
消費プロセス 
セールスマンが消費
者宅に訪問し、商品
の販売活動を行う訪
問販売 
消費プロセス 
消費者が百貨店や
ショッピングセン
ターに足を運び、
自分のニーズを満
たせる商品を販売
員に勧めてもらう 
消費プロセス 
顧客が、新しく
購入した洋服を
自分にとても似
合っていると思
い、気持ちが良
くなる 
消費プロセス 
旅行を計画して
いる消費者が、
Web サイトから
旅行目的地のホ
テルに関するク
チコミを閲覧し
たり、家族や友
達と相談したり
する 
出典：Grönroos [2013]をもとに筆者翻訳、修正	 
	   53	  
	 直接的なインタラクションとは、顧客と企業のそれぞれ持っている資源（人的資源、システム、
物理的な環境など）が、積極的かつ継続的な対話プロセスを通じて相互に作用するプロセスである。
図 2-15の価値創造の領域からみれば、真ん中の接触の領域に該当する。直接的なインタラクション 
は、通常は、顧客の消費・使用プロセスで発生しているが、製品の設計・開発プロセスでも見かけ
られる。顧客の消費・使用プロセスにおける直接的なインタラクションには、さらに、企業が積極
的に顧客に近づいてインタラクションを行う場合と、顧客が自発的に企業との対話を求める場合と
いう 2つのタイプが存在することである。たとえば、セールスマンが消費者宅に訪問し、商品の販
売活動を行う訪問販売が、前者に属する。それに対し、消費者が百貨店やショッピングセンターに
足を運び、自分のニーズを満たせる商品を販売員に勧めてもらうことが、後者に該当するのだろう。
また、製品の設計・開発プロセスにおいては、企業が顧客を生産現場に巻き込み、デザインの立案
や製品開発の助言をしてもらう形で、顧客との直接的なインタラクションを積極的に起こしている。	 
	 一方、間接的なインタラクションは、通常、消費・使用プロセスにおいて、顧客が企業によって
提供される製品やサービシィーズとの相互作用を指す。たとえば、顧客が、新しく購入した洋服を
自分にとても似合っていると思い、気持ちが良くなること、また、旅行を計画している消費者が、
Webサイトから旅行目的地のホテルに関するクチコミを閲覧したり、家族や友達と相談したりする
ような消費者間のコミュニケーションも、一種の間接的なインタラクションだと見なされる。そう
した間接的なインタラクションは、図 2-15の顧客の領域で発生する。顧客の領域のみならず、間接
的なインタラクションは、プロバイダーの領域においても見かけられる。Grönroos [2013]によれば、
旅行会社のスタッフが、顧客のために新しい旅行ハンドブックを作成したり、顧客にフライトスケ
ジュールを知らせしたりするということが、そのプロバイダーの領域における間接的なインタラク
ションの事例である。 
	 結論的にいえば、価値共創は、対話的なプロセスを通じたインタラクションによって実現する。
そのインタラクションは、顧客が企業と接触する際に発生する直接的なインタラクション（図 2-15
と表 2-9 の接触の領域）と、顧客が企業によって提供された資源（製品・サービシィーズ）および
企業と関連する資源（他の消費者によるクチコミや情報）と接触する際に発生する間接的なインタ
ラクション（図 2-15と表 2-9の顧客の領域）の両方を指す。プロバイダーの領域においても間接的
なインタラクションが存在するが、顧客の価値創造のための資源を生産しているため、企業は潜在
的な価値しか提供していない。ところが、S-D ロジックの考え方によれば、顧客独自で知覚・判断
する文脈価値こそが、本質的な価値である。その本質的な価値は、プロバイダーの領域ではなく、
接触の領域と顧客の領域において創出されるため、接触の領域と顧客の領域における価値創造が、
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本当の価値共創であると考えられる。 
	 
第三項 価値共創と顧客の経験価値	 
	 S-D ロジックの基本理論FP10によれば、「価値は、受益者によって、常に、ユニークに、かつ、
現象学的に判断される」という（表 2-4参照、p.24）。本章の第一節第四項「サービス・ドミナント・
ロジックと文脈価値」で述べたように、S-D ロジックにおける「価値」は、「交換価値
（Value-in-exchange）」ではなく、「文脈価値（Value-in-context）」（2008 年以前は、「使用価値
（Value-in-use）」という言葉が使用されていた）を指す。Grönroos [2008]は、価値について、次の
ように定義している。	 
	 
Value for customers means that after they have been assisted by a self-service process (cooking a meal or  
withdrawing cash from an ATM) or a full-service process (eating out at a restaurant or withdrawing cash  
over the counter in a bank) they are or feel better off than before.  
	 	 顧客にとっての価値とは、セルフサービス（食事の調理、ATM からの出金など）やフルサ 	ー 
	 	 ビス（レストランでの食事、銀行カウンターでの出金など）によって、以前より良くなったと	 
	 	 感じること（筆者訳）。	 
	 
	 また、Vargo and Akaka[2009]は、「もし、顧客が企業の提供物を自らの人生に組み込むことがなけ
れば、何の価値も発生しない」と述べている。上記の内容から、S-D ロジックにおいて、価値はい
つも顧客の視点から捉えられていることが理解されよう。 
	 本節の第二項「価値共創とインタラクション」で述べたように、価値創造は、プロバイダーの領
域、プロバイダーと顧客との接触の領域、顧客の領域からなっている（図 2-15 参照）。プロバイダ
ーの領域では、プロバイダーである企業が、製品の設計、開発、製造、交付（つまり、販売活動）
などを行い、顧客に提供する潜在的な価値を創り出す。それから、顧客の領域において、その潜在
的な価値が、顧客によって本質的な価値に変換される。Voima et al. [2011a]	 によれば、価値とは、
縦方向に発展・蓄積される動的な概念である。したがって、価値創造は、プロバイダーの領域と顧
客の領域のすべてを含む、一種の包括的なプロセスであり[Grönroos 2011]、最終的に、どのような
価値が創出されるのかは、顧客独自の文脈によって決定される[Vargo and Lusch	 2004]（図 2-17参
照）。	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図2-17	 価値創造過程と文脈価値	 
	 
出典：Grönroos [2011]をもとに筆者翻訳、修正	 
 
	 S-Dロジックの提唱者であるVargo and Luschは、「価値は、受益者によって、常に、ユニークに、
かつ、現象学的に判断される」（FP10）という考え方から、その受益者によって判断される価値を
「文脈価値」と名付けている。ところが、文脈価値とは、非常に抽象的な概念であり、それに対す
る理解が十人十色だと言っても過言ではないだろう。S-D ロジックに関連する数多くの既存文献や
資料においては、文脈価値が、顧客の経験価値として捉えられている。たとえば、Helkkula and Kelleher 
[2010]は、顧客は価値を決定するだけでなく、価値の創造を全体的に経験すると主張している。
Holbrook[1994]の研究では、価値とは、「相互作用的かつ相対主義的な選好経験（An Interactive 
Relativistic Preference Experience）である」と定義されている。ここでの「相対主義的」とは、価値が
製品・サービス間で比較されることができ、そして、実際の消費・使用状況に依存することを示し、
「選好」とは、製品・サービスに対する評価的な判断である[近藤 2013]。そして、近藤[2013]は、
Holbrook[1994]の定義について、価値は主体と対象との間の相互作用のなかで生じ、主体の相対的	 
かつ主観的な経験として認識されると解釈し、価値が経験そのものに内在することを示唆している。 
	 S-Dロジックは、「顧客は、常に、価値の共創者である」（FP6）と主張し、価値は、顧客と企業に
よって共創されると提唱している。その価値共創の理論に基づき、Prahalad and Ramaswamy [2004b]
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は、「共創経験（Co-creation Experience）」という概念を提示し、価値創造の新たな基準枠を構築した
（図 2-18参照）。彼らによれば、共創経験は価値の根幹（The Basis of Value）であり、一人ひとりの
消費者が共創経験の中心となる。つまり、企業と消費者との間の価値創造的な相互作用のなかで、
共創経験が演出されており、そして、その共創経験を演出する主体は、企業から消費者に移りつつ
ある	 [近藤 2013]。	 
	 
図2-18	 価値創造の新たな基準枠	 
	 
出典：Prahalad and Ramaswamy [2004b]をもとに筆者翻訳、修正	 
	 
第四項 価値共創における顧客プロセス	 
価値共創プロセスに関する理解を深めるために、顧客が、いつ（When）、なぜ（Why）価値共創
に参加し、その過程の中で何をどのように思い、感じ、行動するのか（What and Why）、という一
連の質問の答えを明確化することが必要である[藤川・阿久津・小野 2012]。それらの質問に答える
先行研究は、既に複数存在している。たとえば、Hoyer et al. [2010]は、消費者が価値共創プロセス
に参加する動機を、①経済的動機（Financial Factors）、②社会的動機（Social Factors）、③技術的動機
（Technological Factors）、④心理的動機（Psychological Factors）という 4つに分類し、価値共創活動
	   57	  
は最終的に企業効率化の実現や顧客満足度の向上などにポジティブに影響すると論じている。また、
Nambisan and Baron	 [2009]の研究では、顧客が仮想環境（Virtual Environment）における価値共創活
動に参加しようとする動機（Perceived Customer Benefit）として、①学習ベネフィット（Learning）、
②社会統合的ベネフィット（Social Integrative）、③個人統合的ベネフィット（Personal Integrative）、
④快楽的ベネフィット（Hedonic）という 4つが挙げられている。	 
ここにて、Etgar [2007]がまとめた「顧客共創プロセス」を詳しく紹介したい。Etgarは、顧客プ
ロセスを「顧客が合理的、明示的に、意思決定を行った上で参加するプロセス」として捉え、①前
提条件（Antecedent Conditions）、②動機付け（Motivations）、③コスト・ベネフィット分析（Cost-benefit 
Analysis）、④実行（Activation）、⑤結果の評価（Evaluation）という 5 つの段階を含む価値共創に関
わるプロセスを記述した（図 2-19参照）。	 
 
図2-19	 Etgarによる顧客プロセスの記述	 
	 
出典：Etgar [2007]；藤川[2010]	 
	 
図 2-19に示されているように、価値共創が行われやすい環境であるかどうかは、マクロ環境、製
品やサービスの特徴、顧客と企業の関係性などの前提条件によって規定される。マクロ環境につい
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ては、市場の経済発展の度合い、文化的な特徴、技術的な背景などが挙げられている。また、どの
程度にカスタマイズ可能な製品属性が備わっているかを表す製品・サービスの特徴、顧客と企業と
の間にどの程度の信頼関係があるかを表す顧客と企業の関係性などが、価値共創につながる前提条
件として指摘されている[藤川 2012]。 
顧客が価値共創に参加する動機として、Etgarは、経済的動機、心理的動機、社会的動機という 3
つを挙げている。経済的動機には、主にコスト削減とリスク低減がある。たとえば、より安い航空
チケットを購入するために、顧客は旅行代理店に頼らず自らオンライン手続きを行うこと、アレル
ギーを防ぐために、アレルギー患者は自らメニューの内容や食材を確認すること、などは経済的動
機を説明する具体例である[Etgar 2007；藤川 2012]。次に、心理的動機には、遊びや楽しさ、美し
さの追求、倫理や信仰、興奮や現実逃避といった内発的なものと、自己表現の機会、自己能力の向
上、選択肢の拡大といった外発的なものがある[Etgar 2007；青木 2013]。また、ステータスの確立
や自尊心の維持、他者とのつながりやコミュニティの拡大を目指すために、価値共創に従事する場
合があり、Etgarはそうした動機を社会的動機と呼んでいる。 
動機づけられた顧客は、その次のステージとして、価値共創を通じて得られるベネフィットを、
そのためにかかるコストと比較し、価値共創に従事するかどうかという意思決定を行う。その際、
顧客が投じる資源や時間を表す「経済的コスト」と、それによってもたらされるストレスやリスク
などを表す「非経済的コスト」の両方を検討する必要がある。コスト・ベネフィット分析の結果、
ベネフィットがコストを上回ると判断した場合、顧客は価値共創を実行し、最後に、価値共創プロ
セスの結果を評価する。	 
 
第五項 生産プロセスにおける価値共創	 
	 	 --日本マクドナルドと積水ハウスの事例を含めて--	 
価値共創は比較的新しい研究分野であるが、日本国内外の多くの学者たちに注目され、一定の数
の既存文献が蓄積されている。それらの既存文献の研究成果をまとめてみれば、価値共創が、生産
プロセスにおける価値共創と消費プロセスにおける価値共創という 2種類に大別されていることが
分かる[武・陳 2012]。Ramaswamy and Gouillart [2010]は、その 2種類の価値共創をそれぞれ、顧客
を企業内の生産プロセスに巻き込むような「外から内へ」の方式と、企業が顧客の消費プロセスに
入り込んでいくような「内から外へ」の方式だと解釈している。	 
生産プロセスにおける価値共創は、顧客を企業によって主導される生産活動に取り込むというこ
とを指す。本節の第二項「価値共創とインタラクション」で述べたように、生産プロセスにおける
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価値共創は、具体的に、顧客が共同生産者としてデザインの立案や製品の開発・改良に参画し、企
業の価値創造を援助するという形で現れ、企業と顧客との間で直接的なインタラクションが発生す
る（図 2-15 参照、p.49；表 2-9 参照、p.52）。生産プロセスにおける価値共創に関する既存研究は、
主に製造業とサービス業に集中している。それぞれの先行研究について、以下の表 2-10 と表 2-11
にまとめている。	 
	 
表2-10	 製造業の生産プロセスにおける価値共創に関する既存研究	 
研究テーマ	 主な研究内容	 出典	 
イノベーターとしての顧客
による価値創造	 
顧客を生産現場に取り込み、デザインの立案や製品開発に取り組
むというような形を通じて、コストの削減や効率の向上などを実
現させることができる。また、顧客をより満足させる製品を生産
することが可能になる。	 
Thomke & 
Hippel 
[2002]	 
道徳的な視点からの生産プ
ロセスにおける価値共創活
動に関する考察	 
消費者を原材料から製品完成までの生産活動に参加させること
が、消費者の監督機能を発揮し、不良品の生産や公害問題の発生
などを防止できる。	 
Lindfelt & 
Törnroos 
[2006]	 
顧客を新製品開発に参画さ
せる価値共創	 
顧客を新製品開発プログラムに参画させることによって、情報共
有の促進、消費者と生産者との間の協働関係の強化が実現でき
る。	 
Fang et al. 
[2008]	 
企業視点からの生産プロセ
スにおける価値共創活動に
関する考察	 
企業視点から、生産プロセスにおける価値共創活動が企業の製品
力とカスタマイズ能力に影響を及ぼすことを実証した。また、企
業は、顧客を生産活動に参加させることで競争優位性を得られる
ことを表明した。	 
張・陳	 
[2009]	 
顧客が生産プロセスにおけ
る価値共創に参加するモチ
ベーション	 
企業がいくら良い製品を用意しても、それだけでは不十分であ
り、顧客自身の能動的な活動が必要となる。自ら創意工夫や試行
錯誤をしながらものを作ることによって、顧客が目標の達成感と
自己効力感を感じられ、結果として、企業や製品に対する好感度
が高まる。	 
小野
[2012]	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B to C領域での消費者が新商
品開発に参加する価値共創
理論モデル 
価値共創活動は企業の効率を向上させ、顧客のカスタマイズニー
ズを満足させ、顧客と長期的な関係を構築することができる。	 
Hoyer et al. 
[2013] 
生産プロセスにおける顧客
と企業の接点	 
企業にとっては、消費者の知識や経験を上手に活用し、消費者の
目線を企業の生産活動に取り込みながら、マーケティング戦略を
構築していく必要がある。	 
井上
[2014]	 
出典：各種資料をもとに筆者作成	 
	 
表2-11	 サービス業の生産プロセスにおける価値共創に関する既存研究 
研究テーマ	 主な研究内容	 出典	 
顧客がサービス業の価値共創
活動に参与するタイプ	 
サービスの内容によって、顧客の価値共創への参与は 3 つ
のタイプに大別されている：①顧客がサービスの現場にい
れば良い；②サービスを成立させるために、顧客が何らか
の資源を投下することが要求される；③顧客が生産者でな
ければならない、たとえば、結婚相談。	 
Hubbert 
[1995]	 
サービス業の価値共創活動に
おいて、品質向上に対する顧客
の貢献	 
企業は、顧客をパートタイムの従業員と見なすことで、顧
客とのWin-Win関係を築くことができる。	 
Lengnick-Hall 
[1996]	 
金融サービスにおける共同生
産と顧客ロイヤルティ	 
金融サービスにおける共同生産と顧客ロイヤルティのモデ
ルを構築して、共同生産がスタッフと顧客とのコミュニケ
ーションと顧客の専門知識によってポジティブに影響さ
れ、また、顧客の心理的なロイヤルティにポジティブに影
響するということを実証した。	 
Auh et al.	 
[2007]	 
サービスイノベーションに関
する価値共創	 
顧客が、新しいサービス開発プロジェクトに参加するよう
に招待されたときに、通常、複雑な感情を持つ。その理由
としては、企業のサービスイノベーションに協力したい気
持ちもあれば、多くの作業を要求されるだろうという恐れ
もあるからである。	 
Sjödin & 
Kristensson	 
[2012]	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中国の観光と宿泊飲食サービ
スにおいて、価値共創のレベル
と顧客満足度の関係	 
中国の観光と宿泊飲食サービスにおいて、顧客を新しいサ
ービスの開発に参与させるレベルが、その新しいサービス
に対する顧客満足度にポジティブに影響を与える。	 
Xu et al.	 
[2018]	 
出典：各種資料をもとに筆者作成	 
	 
	 前述したとおり、生産プロセスにおける価値共創活動は、主に製造業とサービス業で発生してい
る。顧客を新しい製品・サービスの開発プロジェクトに参加させるのが、生産プロセスにおける価
値共創活動のもっとも一般的な手段である。顧客を企業の生産現場に取り込み、デザインの立案、
製品・サービスの改良、生産活動の監督などに参画させることによって、生産コストの削減、生産
効率の向上、製品・サービスのカスタマイゼーション、顧客との長期的・友好的関係の構築などが
期待される。生産プロセスにおける価値共創活動においては、企業が生産している現場にいかに消
費者を関わらせるか、またはいかにかかわってもらうかという発想が大切である[井上 2014]。今日、
多くの企業が、生産プロセスにおける価値共創を実践している。日本マクドナルドと積水ハウスの
事例をもって、さらに考察を進めていきたい。	 
	 
（１） 日本マクドナルドの事例	 
	 2014年に、日本マクドナルド株式会社は、史上初の、消費者と「共に創る」新メニューの開発プ
ロジェクト「みんなのとんかつソース開発プロジェクト」を開催した(図 2-20参照)。	 
	 
図2-20	 日本マクドナルド「みんなのとんかつソース開発プロジェクト」	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出典：マクドナルド・ニュースリリース[2014.06.02; 2014.10.22]	 
	 
	 2014 年 5 月 7 日に発売された「とんかつマックバーガー」には、本来、すりおろしたたまねぎ、
人参、トマト、リンゴをブレンドした「野菜すりおろしソース」が使用されていた。近年の消費者
の変化する要望に応え、消費者の生の声をメニューに反映させるため、2014年 6月に、日本マクド
ナルドはプロジェクトに応募した全国 3000人以上の一般消費者の内から、20代から 50代までの 15
名を選び、ソース製造業者や各界の専門家からなる開発チームに加えた。第 1回の会議では、お客
様メンバーは、まず、事前のお客様アンケートに基づいて作られた10種類の候補ソースを試食した。
それから、「①幅広いお客さまに、②長い間何度も食べたくなる、③マクドナルドらしい独自性のあ
るソース」といった基準に基づいてディスカッションを行い、「ねぎ塩ソース」と「ごまかつソース」
を提案した。第 2回の会議では、前回の会議で選出された「もみじおろしソース」、「まろやかジン
ジャーソース」、「焦がし醤油ソース」、「ローストオニオンデミグラスソース」という 4種類の試作
ソースと、お客様メンバーによって提案された「ねぎ塩ソース」と「ごまかつソース」を改めて試
食し、「とんかつマックバーガーに合うソースはどれか」というテーマで議論を交わした。2回の会
議を経て、「ごまかつソース」と「まろやかジンジャーソース」が最終候補ソースとして選出され、
「すりおろし野菜ソース」と一緒に全国の消費者に投票してもらうことになった。2014年 8月 4日
から 8日まで、「とんかつソース全国大品評会」が日本全国のマクドナルド店舗 60店で開催され、
もっとも多くの人気投票を得た「ごまかつソース」が商品として正式採用され、市場で大ヒットし
た。	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（２） 積水ハウスの事例	 
生産プロセスにおける価値共創に関する代表的な実践例として、積水ハウスの事例も挙げられる。
大阪に本社を置く積水ハウス株式会社は、高級注文住宅をサポートする住宅メーカーとしてよく知
られている。積水ハウスは 1960年に創業して以来、顧客一人ひとりの思いを受け止める「邸別自由
設計」の住まいづくりに一貫して取り組んでいる。限られたプランから選ぶという一般的やり方と
異なり、積水ハウスは、フェースツーフェースの「コンサルティング・ハウジング」を通じて、住
宅の設計、生産、施工、アフターサポートといった各プロセスにおいて、顧客ごとにカスタマイズ
された提案を行っている。また、積水ハウス株式会社は、「納得工房」という住まいに関する体験施
設を広く一般に無料開放している(図 2-21参照)。「納得工房」は「わが家の打ち合わせフロア」、「生
活提案とコミュニケーションのフロア」、「暮らしを支える機能のフロア」、「社会や環境への取り組
みと性能のフロア」という 4つのフロアからなっており、建物の構造や防犯・防災措置からキッチ
ン、照明、収納といった住宅の細かい機能までを立体的に紹介し、展示している。来館者は、実際
に操作、比較することによって、自分にふさわしい住まいを知ることができる。「納得工房」は年間
3 万 5 千人の来館者、そして、ウェブサイトの訪問者から受信した声を収集、分析し、積水ハウス
の技術を通じて、生活者が実際に求めている住まいのあり方を実現させている。要するに、生活者
の意見やアイディアが、積水ハウスの住まいづくりに生かされている。 
 
図2-21	 積水ハウス「納得工房」	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出典：Web納得工房｜積水ハウスホームページ 
 
	 上記の 2 つの事例は、どちらも消費者を生産・開発プロセスに関わらせる生産プロセスにおける
価値共創活動に分類されている。日本マクドナルドは、顧客を新ソースの開発プロジェクトに参加
させることによって、顧客をより満足させる商品を提供することができた。同様に、積水ハウスは、
生活者の実際の声に耳を傾け、カスタマイズされた高品質の住まいづくりを生活者に提案し、大き
く成功している。マクドナルドと積水ハウスは、異なる領域において、顧客と共に価値を創造する
ことを実現させている。しかしながら、生産プロセスにおける価値共創は、図 2-14「S-D ロジック
における価値共創と G-D ロジックとの間の包含関係」（p.48）に示されている「共同生産
(Co-production)」（共同でのデザイン、共同での生産）に過ぎず、本当の意味での価値共創とは言え
ない[Lanier and Hampton 2008]。たとえば、マクドナルドの新ソース開発プロジェクトは、企業内部
の開発チームが担当する生産活動を外部の消費者にやってもらったと言っても過言ではないだろう。
また、積水ハウスの「邸別自由設計」と「納得工房」の事例では、顧客がアイディアとアドバイス
を提供しているものの、価値を創出する主体は依然として企業であり、顧客は生産活動を支援する
価値共創者として位置づけられるのだろう。Prahalad and Ramaswamy [2004c]によれば、本当の価値
共創は、企業によるアウトソーシングや狭義のカスタマイゼーションでもないし、企業の脚本に従
う消費者のイベントでもない。それゆえに、生産プロセスにおける価値共創は、企業が消費者のた
めに価値を創造するというG-Dロジックの考え方から完全に抜け出しておらず、本質的な価値共創
ではないと認識されている[Vargo and Lusch 2004]。	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第六項 まとめ	 
本節では、価値共創に関する研究系譜から始め、リレーションシップ・マーケティング研究とS-D
ロジックをベースに展開された価値共創が、それぞれ、どのような特徴を持っているのかを考察し、
本研究は、S-D ロジックの視点から価値共創を捉えることを決定した。それから、第二項と第三項
では、既存研究の整理を通じて、価値共創の本質がインタラクションであること、そして、価値共
創によって生み出される価値が、顧客の経験価値であることを明確にした。第四項では、顧客が、
いつ、なぜ価値共創に参加し、その過程の中で何をどのように思い、感じ、行動するのか、価値共
創プロセスを顧客の視点から捉えた。最後に、価値共創の 2つのタイプ、すなわち、生産プロセス
における価値共創と消費プロセスにおける価値共創を提示し、生産プロセスにおける価値共創につ
いて、先行研究のレビューを行い、いくつかの典型的な事例をもって考察した。一方、消費プロセ
スにおける価値共創が本研究の中心テーマであるため、独立した第四節で考察したい。	 
	 
	 
第四節  消費プロセスにおける価値共創 
 
第三節の第五項「生産プロセスにおける価値共創」の冒頭で述べたように、価値共創は、生産プ
ロセスにおける価値共創と消費プロセスにおける価値共創という 2 種類に大別されている[武・陳
2012]。生産プロセスにおける価値共創は、顧客が共同生産者としてデザインの立案や製品の開発・
改良に参画するという形で行われており、その事例は製造業とサービス業でよく見かけられる（表
2-10参照、p.59；表 2-11参照、p.60）。ところが、前述したとおり、生産プロセスにおける価値共創
は企業によって主導されるため、本質的な価値共創ではない。消費者が主導者となる価値共創は、
消費プロセスにおいて実現すると考えられている[王・万 2010]。本節では、その消費プロセスにお
ける価値共創に焦点を当て、事例をもって詳しく考察したい。	 
	 
第一項 消費プロセスにおける価値共創に関する先行研究	 
近年、消費プロセスにおける価値共創への注目がますます高まっている。S-D ロジックでは、企
業と顧客によって共創された価値は、交換価値ではなく、消費プロセスで顧客によって実現される
文脈価値だと認識されている[Vargo and Lusch 2008]。企業は価値の提案を持っているが、価値の実
現は、消費者の使用と消費プロセスにおいて行われる[Gummesson 2007]。既存文献を振り返ってみ
れば、消費プロセスにおける価値共創には、企業と消費者との間のインタラクションによるタイプ
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と、消費者間のインタラクションによるタイプの 2つが存在することが分かる[王・万 2012]。ここ
での企業とは、消費者と直接に接触できる従業員を指す場合が多い。したがって、企業と消費者と
の間のインタラクションは、従業員と消費者の間のインタラクションだと理解しても良い。以下の
表 2-12は、企業と消費者との間のインタラクションによる価値共創に関する主要な先行研究をまと
めたものである。	 
	 
表2-12	 企業と消費者との間のインタラクションによる価値共創に関する既存研究	 
研究テーマ	 主な研究内容	 出典	 
対話を通じた使いこなし方
提案の重要性	 
顧客の使いこなし方に合わせてどのようなスペックが重要なの
かを説明するカウンセリング、商品やサービスを実際に購入・
使用するときを含めて想定できるシミュレーション、実際に使
っているユーザーの事例紹介などによって、顧客一人ひとりが
自分にあった商品やサービスを選びやすい環境を作ることが重
要である。	 
平林[2002]	 
企業と消費者との間のイン
タラクションが良好な顧客
経験をもたらす	 
消費者と常に接触している従業員（たとえば、訪問販売員、自
宅訪問の修理工や介護者など）は、消費者に満足させる製品・
サービスを提供できるだけでなく、インタラクションによって
消費者に良い経験と信頼感を与えられる。	 
Prahalad & 
Ramaswamy 
[2004abc]	 
消費者とのインタラクショ
ンの重要性	 
自動車ディーラーを研究の対象にし、面と向かってコミュニケ
ーションを行うことによって、顧客とより強い信頼関係を構築
することができる。	 
Jacobson 
[2006]	 
小売業者と消費との価値共
創のフレームワーク	 
スペインの家具マーケットをベースにし、小売業者視点からの
分析と消費者視点からのインタビューを通じて、複数のケース
スタディーを実施し、家具マーケットに適合する価値共創のフ
レームワークを構築した。著者たちによれば、そのフレームワ
ークが、価値創造の各段階で各参加者の利益を高めるのに役立
つと示唆されている。	 
Andreu et al. 
[2010] 
	   67	  
消費プロセスにおける顧客
と企業の接点	 
東京都青梅市にある、高齢者医療を対象とした「青梅慶友病院」
が病院というイメージから抜け出し、患者の生活をより日常に
近づける環境を提供することで好評されたという事例をもっ
て、「顧客が利用してくれている現場が、価値実現の現場である」
と提唱し、企業が消費者に好まれる環境を構築することが、価
値共創の実現にとって重要だと力説している。	 
井上[2010] 
出典：各種資料をもとに筆者作成	 
	 
上記の表 2-12から、企業と消費者との間のインタラクションによる価値共創の実現は、従業員と
消費者との直接的な接触と双方向的なコミュニケーション（すなわち、対話）から離れてはいけな
いと理解されよう。その企業と消費者との間のインタラクションによる価値共創は、具体的に、い
つ、どこで、だれによって、どのように発生しているのかについて、本節の第二項「企業と消費者
との間のインタラクションによる価値共創」において詳述したい。企業と消費者との間のインタラ
クションのほか、消費者間のインタラクションも消費プロセスにおける価値共創の重要な実現手段
である。それに関する先行研究を、次の表 2-13に整理した。 
 
表2-13	 消費者間のインタラクションによる価値共創に関する既存研究	 
研究テーマ	 主な研究内容	 出典	 
消費者と主催者、またはそ
の他の消費者とのインタ
ラクションによる経験マ
ーケティング	 
消費者が、イベントの主催者またはその他の消費者とのイ
ースター（複活祭）のイベント（たとえば、映画、ビデオ
ゲームなど）におけるさまざまなインタラクションを通じ
て、ファンタジックな消費経験（Fantastic Consumption 
Experiences）を創出することができる。それこそが、本当
の意味での価値共創である。 
Lanier & Hampton 
[2008]	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消費者同士のインタラク
ションが共創経験を生み
出す	 
マーケティング担当者、消費者、ブランド・コミュニティ
の間での価値共創プロセスについて研究を行い、バーチャ
ルなブランド・コミュニティにおいて、消費者たちが、ナ
ラティブ型コミュニケーションを通じて、ライフスタイル
の消費を行い、そこからファンタジックな経験価値を得る
ことができると示唆している。	 
Tumbat & Horowitz 
[2008]	 
消費者間の価値共創	 
S-D ロジックの視点から、コミュニティにおける価値創造
プロセスを考察し、ブランド・コミュニティが、消費者間
の価値共創のプラットフォームであると示している。 
Pongsakornrungsilp 
& Schroeder	 [2011]	 
消費者間の価値共創の概
念モデル	 
価値共創の概念モデルを構築し、価値が経験から生まれ、
経験が共創プロセスに参加するための努力から生まれると
提唱している。	 
Chen et al.	 
[2012] 
出典：各種資料をもとに筆者作成	 
	 
表 2-13に示されているように、消費者間のインタラクションが、主に、ブランド・コミュニティ
というプラットフォームにおいて行われている。本章の第二節第六項「クチコミとブランド・コミ
ュニティ」で述べたとおり、ブランド・コミュニティには、従来のリアルなコミュニティとオンラ
インのコミュニティという 2つのタイプが存在しているが、インターネットとソーシャルメディア
の発達に伴い、オンライン・ブランド・コミュニティの影響力が圧倒的に強くなっている。それゆ
えに、本研究でのブランド・コミュニティは、ネット上のバーチャルなコミュニティに限定するこ
とにする。宮澤・青木[2011]によれば、消費者にとって、ブランド・コミュニティは、「重要な情報
源」、「感情的なつながり」、「ブランドへの確信の強化」といったような効果をもたらすことができ
る。また、企業にとって、「ブランド・ロイヤルティの向上」、「製品開発・改良への活用」、「プロモ
ーション」などの役割を果たしている。さて、消費者間のインタラクションの最重要な手段として、
ブランド・コミュニティが、消費プロセスの価値共創活動においてどのように活用されているのか、
企業と消費者が、それぞれどのような役割を果たしているのか、成功したブランド・コミュニティ
の根底には、どのような特徴と強みがあるのか、などの疑問について、本節の第三項「消費者間の
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インタラクションによる価値共創」において詳しく検討したい。 
 
第二項 企業と消費者との間のインタラクションによる価値共創	 
	 	 	 	 --SK-Ⅱの事例を含めて--	 
	 S-D ロジックの基本的前提 FP6「顧客は、常に、価値の共創者である」と FP7「企業は、価値を
提供できず、価値提案しかできない」（表 2-4参照、p.24）によれば、価値共創のプロセスでは、消
費者が積極的に価値を創り出す主体として位置づけられる[Vargo and Lusch 2004]。言い換えれば、
従来、バリュー・チェーン（Value Chain）の末端に置かれていた消費者は、価値の一方的な受容者
でなくなり、価値創造の中心的な役割を果たすようになった[Pongsakornrungsilp and Schroeder 2011]。
近藤[2013]によれば、消費者と価値を共創するもう一方の主体は、製造業者と小売業者である。製
造業者は、製品の生産に関する技術的な知識と、その製品がどのような生活場面で消費・使用され
るのかに関する消費的な知識を持っているため[小川 2006]、消費者のアイディアやアドバイスを提
供物に埋め込む形で実現させ、消費者に価値を提案する。それゆえに、製造業者と消費者との価値
共創が、生産プロセスにおいてよく見かけられる（表 2-10 参照、p.59）。たとえば、本章の第三節
第五項「生産プロセスにおける価値共創」で取り上げているマクドナルドの新ソース開発プロジェ
クトと積水ハウスの注文住宅が、それに該当する事例である。	 
一方、小川[2006]によれば、小売業者は、消費者の欲求と要求に応じる「適切な商品」を「適切
なタイミング」に「適正な場所」、「適正な数量」、「適正な価格」で提供するマーチャンダイジング
（Merchandising）の知識を持っているのに加え、POSシステムやメンバーズカードなどによる販売
時点の情報から、消費者に関わる知識を入手することができる。そのため、小売業者は、消費者と
直接に接触する小売店舗で価値を共創することが一般的である[近藤 2013]。Spena et al. [2012]	 の研
究では、小売店舗が販売地時点（Point of Sale）として捉えられ、「企業と消費者との間で相互作用
が行われ、両者が関係を構築し、取引が遂行される認知的・情緒的な空間」だと定義されている。
Pine and Gilmore [1999]は、さらに、小売業者と消費者の価値共創プラットフォームとしての小売店
舗の特質を、次の 2点に集約した。第一に、顧客にとって、小売店舗は、商品の販売場所のみなら
ず、ショッピング経験の場所でもあること、第二に、小売店舗の販売員は、サービス提供者のみな
らず、消費者と共にショッピング経験を創出する当事者でもあることである。	 
	 ショッピング経験とは、簡単に説明すれば、消費者のシッピングに関わるすべての経験であり、
小売経験（Retail Experience）や顧客シッピング経験（Shopping Experience）とも呼ばれる[近藤 2013]。
Grewal et al. [2009]	 は、ショッピング経験を規定する要因について、企業によるコントロール要因
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（プロモーション、価格、商品、サプライ・チェーン、立地など）とマクロ要因（さまざまな経済
的要因、政治的要因など）という 2種類に大別している（図 2-22参照）。	 
	 
図2-22	 小売業における顧客ショッピング経験のフレームワーク	 
	 
出典：Grewal et al. [2009]をもとに筆者翻訳、修正	 
	 
	 また、Burns and Neisner	 [2006]と近藤[2013]の研究では、店舗満足の要因が、品揃え、品質、価
格、サービス、立地といった客観的に評価可能な要素からなるハード次元と、レイアウト、販売員、
照明、音楽、雰囲気といった情緒的な側面に訴求する要素からなるソフト次元と分けて検討されて
いる（図 2-23 参照）。そして、近藤[2013]によれば、小売店舗のデザインや照明などの要素が、外
部の専門業者に関わっており、小売業者の能力外にあるかもしれないと指摘されている。	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図2-23	 ショッピング経験価値共創マネジメントのフレームワーク	 
	 
出典：近藤[2013]をもとに筆者抜粋	 
	 
ショッピング経験の規定要因として、商品の品質や価格、店舗の立地やレイアウトなどが重要で
あるが、価値共創のプロセスにおいてもっとも重要な役割を担うのが店舗販売員である[近藤 2013]。
本章の第二節第五項「人的販売」で述べたように、販売員は「顧客からの質問、反論、動作、表情
などによって、即座に客の反応を知ることができ」[柏木 1997]、消費者のニーズや生活情報をベー
スとし、自ら保有している専門知識や情報を利用して最適な価値提案を行い、消費者と共に価値を
創造することができる。小売業における価値共創は、主に、店舗販売員と顧客との間のインタラク
ション（相互作用）によって実現される。そのインタラクションを実現するには、インタラクティ
ブなコミュニケーション、すなわち、対話が必要不可欠である。平林[2002]によれば、顧客をどの
ように囲い込み、自社商品のメリットを伝えるのかということが、これまでの人的販売の中心テー
マであった。しかしながら、顧客がインターネットで商品やブランドの情報を自由に検索できる今
日、「顧客囲い込み型アプローチ」には限界が来ており、対話を通じた「使いこなし方提案アプロー
チ」で、顧客一人ひとりに合った判断基準を明確化するサポートを行うことが必要となっている[平
林 2002]。	 
化粧品店舗でのカウンセリングサービスを事例にして、「顧客囲い込み型アプローチ」と「使いこ
なし方提案型アプローチ」の比較を行いたい。今日の百貨店やショッピングセンターの化粧品売り
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場では、化粧品ブランドの美容部員が、顧客の好みや肌質などについて確認しながら、商品を販売
することが一般的であるが、顧客の実際のニーズを聞かず、自社商品のメリットだけを強烈にサー
ルスする行為が、「顧客囲い込み型アプローチ」に該当するのだろう。それに対して、顧客は現在ど
のような肌トラブルが起きているのか、どこを改善したいのか、何のために、どのような化粧品を
欲しがっているのかといったような一連の質問を把握したうえ、適切な商品と正しい手入れ方法を
提案することが、「使いこなし方提案型アプローチ」に従う行動である。	 
近年、化粧品ブランドの店頭でのカウンセリングサービスは、単に口頭で質問したり分析したり
することだけでなく、肌診断器のような高性能なマシンを使用して、複数の項目から肌の状態を解
明することも頻繁に行うようになっている。たとえば、ハイエンドな化粧品ブランドとして知られ
ているSK-Ⅱ（エスケーツー）は、「マジックリング（Magic Ring）」という独自の肌シュミレーショ
ンマシンを使い、キメ、ハリ、シワ、シミ、くすみ、ツヤという 5つの要素から、受診者の頬の肌
の状態をチェックする。測定された肌の状態が自動的に数値化され、肌スコアと肌年齢の形で提示
される。また、同年齢の女性の肌との比較、肌の変化のシミュレーションなども見ることができる。
SK-Ⅱのスタッフは、肌テストの分析結果をもとに、顧客のニーズにぴったり合う商品を勧め、顧客
の肌問題の解決策を提案する（図 2-24参照）。 
	 
図2-24	 	 SK-Ⅱの肌診断	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出典：	 SK-Ⅱホームページ	 
	 
上記の SK-Ⅱ 肌診断の事例は、企業（特に従業員）と消費者との間に発生する一種のインタラク
ションである。図 2-23に示されているように、ショッピング経験価値の規定要因として、対面販売
を担う従業員のほかに、商品の品質や価格、店舗の照明や音楽など、たくさん挙げられる。また、
企業と消費者とのコンタクト・ポイントは、単なる購買時だけでなく、購買前後にも存在し得る。
たとえば、消費者が、事前にメールや電話で従業員から商品・サービスの情報を尋ねたり、購買し
た後に従業員にアフターサービスを請求したりすることである。本稿では、対話的なプロセスを通
じたインタラクションによる価値共創に特定して研究するため、販売員による人的販売を、企業と
消費者との間のインタラクションによる消費プロセスにおける価値共創の主要手段として捉えるこ
とにする。	 
	 
第三項 消費者間のインタラクションによる価値共創	 
	 	 	 	 --シャオミの事例を含めて--	 
企業と消費者との間のインタラクションのほかに、消費者間のインタラクションも消費プロセス
における価値共創を実現するための重要な手段である。消費者間のインタラクションは、消費者に
より良好なサービス経験をもたらし、企業に対する満足度やロイヤルティを向上させることができ
る[Langeard et al. 1981; Prahalad and Ramaswamy 2000]。消費者間の価値共創に関する研究は、ほとん
ど、ブランド・コミュニティに焦点を当てている[Muniz and Schau 2005; Schau et al. 2009]。ブランド・
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コミュニティは、消費者間の価値共創のプラットフォームとして捉えられ、そのプラットフォーム
において、消費者は価値の提供者でもあり受益者でもある[Pongsakornrungsilp and Schroeder 2011]。	 
ブランド・コミュニティとは、簡単に説明すれば、ブランドのファンの集まりである。ブランド・
コミュニティが、単なる「消費者の集合」ではなく、「ブランド・コミュニティ」と呼ばれる理由は、
次の 3つの中核要素が備わっているからである。①「同類意識（Consciousness of Kind）」、②「儀式
と伝統（Rituals and Traditions）」、③「道徳的責任の感覚（A Sense of Moral Responsibility）」である[Muniz 
and O’ Guinn	 2001]。それぞれの要素の定義について、以下の表 2-14にまとめてみた。	 
	 
表2-14	 ブランド・コミュニティの中核要素	 
要素	 内容	 
同類意識	 
Consciousness of Kind	 
ある特定のブランドが好きであるという意識を持ったメンバーが、ブラン
ドに対する結びつきだけでなく、互いに強い結びつきを感じることである。
同類意識は、競合相手のブランドを意識することによってより強くなる。	 
儀式と伝統	 
Rituals and Traditions	 
メンバーがそのブランドの歴史の賞賛やブランド・ストーリー、またコミ
ュニティのしきたりなどを共有するすることである。儀式と文化は、メン
バー間で共有したり他のメンバーに伝達したりすることによって、ブラン
ド・コミュニティの文化を維持していく。	 
道徳的責任の感覚	 
A Sense of Moral Responsibility	 
各々のメンバーがコミュニティ全体と他のメンバーに対して抱く義務と責
務の意識のことである。具体的には、メンバーの統合と維持に貢献するこ
と、ブランドの使用を助けることなどが挙げられる。	 
出典：Muniz and O’ Guinn	 [2001]；宮澤・青木[2011]をもとに筆者作成	 
	 
	 本節の第一項「消費プロセスにおける価値共創に関する先行研究」で述べたように、消費者にと
って、ブランド・コミュニティは、「重要な情報源」、「感情的なつながり」、「ブランドへの確信の強
化」といったような効果をもたらすことができる[宮澤・青木 2011]。ブランド・コミュニティでは、
ある特定のブランドの愛好者たちが、ブランドや当該ブランドの商品に関する情報を他のメンバー
と共有したり、助言を求めたりすることによって、コミュニティへの愛着や所属関係が高まり、ブ
ランド・ロイヤルティが形成される。一見すれば、ブランド・コミュニティにおける価値共創は、
消費者による一方的な行動であり、企業とは関係ないように見えるかもしれないが、実はそうでは
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ない。Muniz and O’ Guinn	 [2001]は、ブランド・コミュニティを「顧客と顧客」、「顧客とブランド」
の結びつきとして捉えているのに対して、McAlexander et al. [2002]は、「顧客と顧客」、「顧客とブラ
ンド」という結びつきだけでなく、「顧客と製品」、「顧客とマーケター」という結びつきもブランド・
コミュニティにとって重要な要素であると指摘し、「顧客中心型ブランド・コミュニティ」という概
念を提唱している（図 2-25参照）。 
	 
図2-25	 顧客中心型ブランド・コミュニティ	 
	 
出典：McAlexander et al. [2002]；宮澤・青木[2011]	 
	 
図 2-25 に示されているとおり、ブランド・コミュニティにおいて、「顧客と顧客」、「顧客とブラ
ンド」、「顧客と製品」、「顧客とマーケター」との間でインタラクションが行われている。その 4つ
の関係がそれぞれ独立したものではなく、相互に補強し合いながらブランドへのロイヤルティを高
める[宮澤・青木 2011]。実際には、ほとんどのコミュニティは、そのブランドの企業によって提供
されたものである。本章の第二節第六項「クチコミとブランド・コミュニティ」でも述べたように、
クチコミには「自然発生的なクチコミ」と「喚起されたクチコミ」という 2種類が存在する。一般
消費者の個人意志による「自然発生的なクチコミ」と比べ、「喚起されたクチコミ」を作り出すため
には、企業が積極的に消費者間のコミュニケーションを発生させ、または促進する必要がある。企
業にとって、「コミュニティ」を作ることが、「喚起されたクチコミ」を作り出す主要な手段である。
したがって、企業は、消費者間のインタラクションが行われるプラットフォームを提供することで、
価値共創に参加している。さて、消費者間のインタラクションによる価値共創についてより理解を
深めるために、中国の総合家電メーカーである「シャオミ（小米科技）」が運営しているコミュニテ
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ィの事例を見てみよう。	  
中国北京に本社を置く小米科技有限会社（以下、シャオミとする）は、2010年 4月 6日に成立さ
れ、スマートフォン事業を中心に据える総合家電メーカーである。2011 年 8 月 16 日に、シャオミ
は、AndroidベースのスマートフォンMI-One（初代のシャオミスマートフォン）を発売した。アッ
プル社の iPhoneと同等の性能をアピールしながら、iPhoneよりかなり安い値段で提供していたこと
に加え、ネット上のクチコミをうまく活用したため、中国の若者を中心に大きな支持を得ることが
できた。中国国内のマーケットを開拓すると同時に、シャオミは、インドや東南アジアにも積極的
に進出している。創業から 4年後の 2014年に、シャオミは、レノボとLGを超え、サムソンとアッ
プルに次ぐ世界シェア 3位の大手スマホメーカーとなった。スマートフォン事業からスタートした
シャオミは、タブレット、ノートPC、スマートテレビ、スマートフォンと連携する空気清浄機や炊
飯器といったさまざまな製品分野に参入し、総合家電メーカーとしての色が濃くなっている。2017
年 11月 11日に、アリババが運営するオンラインショッピングサイトT-MALL（中国語では、天猫
商城という）の値引きセールにおいて、シャオミはたったの一日で 24.64 億元（約 421.49 億円）の
売上高を実現し、五年連続で売上トップのブランドであった。中国のマーケティング業界では、シ
ャオミの成功が、多大な注目を浴びている人気の話題であり、事例研究によく取り上げられている。 
	 
表2-15	 シャオミの基本戦略	 
エンジン	 製品	 機能を極限まで洗練させることで、消費者から高い評価を得る。	 
加速器	 コミュニティ	 より多くの消費者がファンとなる仕組みを構築し活用する。	 
関連性連鎖	 情報コンテンツ	 話題性を創出し情報をより広範に浸透させる。	 
出典：黎万強氏[2014]；安暁陽訳[2018]	 
	 
シャオミの根底にある強みとは何だろう。当社創業者の一人である黎万強氏は『参与感』におい
て、シャオミの強みを構成する要素を 3つのポイントに集約した（表 2-15参照）。表 2-15に示され
ているように、コミュニティの活用が、シャオミの基本戦略の重要な構成要素の一つだと位置付け
られている。また、陳[2016]によれば、シャオミは、「ハードウェア＋ソフトウェア＋サービス」と
いうビジネスモデルに ITのロジックを導入し、ソーシャル・ネットワーク・マーケティングを通じ
て、積極的にユーザーとインタラクションを行い、ユーザーのロイヤルティを向上させようとして
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いる。そのユーザーとインタラクションを行うプラットフォームが、シャオミのオフィシャルコミ
ュニティ（中国語では、小米社区という）（以下、シャオミコミュニティとする）である。	 
シャオミコミュニティは、2011年 8月 1日に設立され、「シャオミフォーラム」（コミュニティの
メンバーが商品情報を検索したり共有したりするブロック）、「撮影館」（シャオミのスマートフォン
で撮影した写真を投稿するブロック）、「酷玩幇」（新製品のお試しキャンペーン）、「シャオミ商城」
（シャオミのオンラインショッピングサイト）など、複数のブロックが設置されている。2015年 8
月まで、シャオミコミュニティに登録しているユーザー数が 4800 万人を超え、約 2.58 億件の投稿
が集まっている[陳 2016]。そして、シャオミの国際版フォーラムは、2018年現在、世界各国からの
約 1千万人のメンバーに使用されている（図 2-26参照）。 
	 
図2-26	 シャオミの国際版フォーラム	 
	 
出典：シャオミフォーラム（国際版）ホームページ	 
	 
	 徐[2014]によれば、シャオミコミュニティのもっとも大きな特徴は、コミュニティの管理者また
は技術スタッフがオピニオンリーダー（Opinion Leader）として、コミュニティメンバーの好みや欲
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求に合ったサークルやブロックを作ることである。各サークルやブロックは、明確なターゲットと
テーマを設定することで、同じ目的や趣味を持った顧客を集め、ブランドに関連するすべての内容
に関して、顧客間のコミュニケーションを促進する（図 2-27 参照）。SNS の急速な普及に伴い、シ
ャオミは、QQ（中国版スカイプ）、Weibo（中国版ツイッター）、WeChat（中国版ライン）といった
ソーシャルメディアのプラットフォームでもコミュニティを立ち上げ、消費者間のインタラクショ
ンがより行われやすい環境を提供することができた。 
	 
図2-27	 シャオミコミュニティの特徴
	 	 
出典：徐[2014]をもとに筆者修正	 
	 
シャオミコミュニティのもう一つの特徴として、オンラインとオフラインを最大限に融合させる
ことが挙げられる。たとえば、シャオミのコミュニティには「酷玩幇」というブロックがあり、シ
ャオミの新製品をほぼ無料で体験できるキャンペーンを行っている。図 2-28の真ん中の電話をかけ
られる子供用腕時計を例にすれば、体験キャンペーンを申し込んだ 938名のユーザーから、普段積
極的に投稿している、違法行為のないユーザーを優先するという原則で、6 名を選び出し、0.01 元
（約 0.17円）の値段で腕時計を販売する（図 2-28参照）。当選したユーザーは、腕時計が届いた一
週間以内にコミュニティで体験レポートを書くことが要求されている。シャオミは、そうしたお試
しキャンペーンを通じて、新製品のプロモーションとコミュニティの活性化を実現させている。 
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図2-28	 シャオミの新製品のお試しキャンペーン 
 
出典：シャオミコミュニティホームページをもとに筆者作成	 
 
シャオミは、コミュニティを基盤にして、効果的かつ効率的な製品戦略とプロモーション戦略を
打ち出し、コミュニティメンバー間のコミュニケーションを積極的に促進することで、顧客のシャ
オミというブランドへのロイヤルティを高めている。一言で言えば、シャオミの成功は、高品質な
製品とマーケティングの双方の特性を相乗効果的に活かしたことにある[安 2018]。	 
 
第四項 まとめ	 
第三節の第五項「生産プロセスにおける価値共創」に引続き、本節では、消費プロセスにおける
価値共創について探究を行った。消費プロセスにおける価値共創は、消費者によって主導されるた
め、本質的な価値共創だと一般的に認識されている。本節では、消費プロセスにおける価値共創の
手段として、企業と消費者との間のインタラクションと消費者間のインタラクションという 2種類
を提示した。そして、第二項と第三項で SK-Ⅱとシャオミの事例をもって、上記の 2 種類のインタ
ラクションが、それぞれ、現実のなかでだれによって、どのように行われているのかについて詳し
く説明した。さて、次の第五節では、消費プロセスにおける価値共創が消費者行動へ与える影響を
考察していきたい。	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第五節 	 消費プロセスにおける価値共創による消費者行動への影響 
	 
今日、ますます多くの学者とマーケターが、市場競争に勝つためには、価値共創を重視しなけれ
ばならないと認識してきている。本章の第三節「価値共創」では、S-D ロジックの視点から、価値
共創という概念を全般的に考察し、生産プロセスにおける価値共創に関する既存研究と具体例をレ
ビューした。そして、第四節では、消費プロセスにおける価値共創に焦点を当て、企業と消費者と
の間のインタラクションによる価値共創と、消費者間のインタラクションによる価値共創という 2
つのタイプに分けて、事例をもって研究を行った。消費プロセスにおける価値共創が、一体、どの
ように消費者行動に影響を与えているのか、その価値共創のメカニズムについて、今までの学者た
ちがどのような研究を行ってきたのかについて、本節で考察したい。	 
	 
第一項 企業と消費者との間のインタラクションによる価値共創の影響	 
	 	 	 	 --金森[2014]の研究を中心に--	 
	 Sheth, Sisodia and Sharma [2000]によれば、顧客とのインタラクションは、企業の成功につながる
重要なキーポイントであるため、企業はインタラクションを単なるマーケティングツールとみなす
だけでは不十分であり、インタラクションがもたらす経験価値を重視すべきだと指摘されている。
そして、Prahalad & Ramaswamy	 [2004abc]は、消費プロセスにおいて企業の従業員（たとえば、訪
問販売員、自宅訪問の修理工や介護者など）とのコンタクトとインタラクションを通して、顧客は
経験価値を得られると述べている。	 
	 価値共創が実現するためには、消費者が価値創造のプロセスに参加しなければならない。袁・斎
[2015]は、サービス業における共創活動を、企業と顧客の「サービシィーズの共同創造」、「体験環
境の共同創造」、「インタラクションの共同創造」と定め、それらの共創活動が「顧客の経験」を介
して「顧客価値」を創り出すことを検証した。また、武・陳[2017]は、顧客が企業の価値創造に参
加するタイプを「情報共有」、「協力行動」、「共同意思決定」という 3つに分け、それらの顧客行動
によって「経済的価値」、「関係的価値」、「娯楽的価値」、「学習的価値」といった顧客価値が生じ、
その共創された顧客価値がさらに顧客満足度と購買意向をポジティブに影響するということを実証
した（図 2-29参照）。	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図2-29	 武・陳[2017]	 の研究モデル	 
	 
出典：武・陳[2017]をもとに筆者翻訳	 
	 
	 Prahalad and Ramaswamy [2004b]は、企業と消費者との間のインタラクションが価値共創の要因だ
と考え、共創を支える要素として、対話（Dialogue）、利用（Access）、リスク評価（Risk Assessment）、
透明性（Transparency）という 4つを挙げ、価値共創のDARTモデルを構築した（表 2-16参照）。	 
	 
表2-16	 価値共創のDARTモデル	 
共創を支える要素	 内容の説明	 
対話	 Dialogue	 
当事者同士（企業と消費者）が深く関わりあいながら、行動へ向けて意見
を交わせること。対話は、消費者を聴くだけではなく、2つの同等の問題解
決者の間の共有学習とコミュニケーションを指す。	 
利用	 Access	 
消費者がモノを購入するのではなく、利用することによって、多彩なライ
フスタイルを経験できること。当該ブランドを所有しなくても、レンタル
や共有によって自由に利用できる状態にあること。	 
リスク評価	 Risk Assessment	 
消費者が、損害が及ぶ可能性を自ら評価し、管理できること。ここでのリ
スクとは、消費者に危害が生じる可能性を指す。	 
透明性	 Transparency	 
価格、コスト、利益率、製品、技術、事業体制などに関して、消費者が把
握できる状態にあること。	 
出典：	 Prahalad and Ramaswamy [2004b]；金森[2014]をもとに筆者作成	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金森[2014]は、Prahalad and Ramaswamy [2004b]によって提示された価値共創のDARTモデルに
注目し、DARTの充実度がブランド経験の強度、さらに顧客の満足度とロイヤルティに与える影響
について実証研究を行った。金森[2014]は、まず、日経 BP コンサルティングの「ブランド・ジャ
パン 2010年度総合ランキング（B to C）」からユニクロ（1位）、グーグル（2位）、スタジオジブリ
（3 位）、ソニー（4 位）、マクドナルド（7 位）という 5 ブランド、また、携帯電話、金融、大学、
電鉄、医薬などのほかの業種からも 5 ブランドを選択した（表 2-17 参照）。そして、Prahalad and 
Ramaswamy [2004a]のDART尺度、Schmitt[1999]のブランド経験尺度、Oliver[1980]の顧客満足度
尺度、Yoo & Donthu[2001]のロイヤルティ尺度を用いて、アンケート表を作成した。2011年 2月 14
日、15日に本調査を実施し、上記の 10ブランドに対して、男女 155人ずつ、合計で 3100サンプル
の有効回答を回収した。因子分析を行った結果、ブランド経験の尺度が「感覚的・感情的経験強度」、
「身体的経験強度」、「関係的経験強度」という 3因子に収束し、DART充実度の尺度が「商品理解
度」、「メカニズム理解度」、「関係者へのアクセス度」、「仲間意識の強さ」という 4因子にまとまっ
た（表 2-18参照）。	 
	 
表2-17	 対象ブランド	 
	 ブランド	 業種	 	 ブランド	 業種	 
1	 ユニクロ	 アパレル	 6	 ソフトバンク	 携帯電話	 
2	 グーグル	 ネット	 7	 三菱東京UFJ銀行	 金融	 
3	 スタジオジブリ	 映画	 8	 慶應義塾大学	 大学	 
4	 ソニ 	ー 電機	 9	 小田急電鉄	 電鉄	 
5	 マクドナルド	 飲食	 10	 大塚製薬	 医薬	 
出典：金森[2014]	 
	 
表2-18	 潜在変数と観測変数	 
潜在変数	 観測変数	 
Cronbach’s 
coefficient alpha 
	 
	 
	 
	 
感覚的・	 
感情的	 
感覚的に訴えてくるのでこのブランドには興味・関心がある	 
0.91 このブランドは感覚的に魅力を感じる	 
このブランドは好奇心と問題解決型思考を刺激する	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ブ
ラ
ン
ド
経
験
の
強
度	 
経験強度	 このブランドは情緒的に訴えてくるブランドだ	 
このブランドは行動志向だ	 
私はこのブランドに強い感情をもっている	 
このブランドは社会的ルールや約束事を私に思い起こせる	 
身体的	 
経験強度	 
このブランドを使用すると、身体的な行動・動作を伴う	 
0.80 
このブランドは身体的な経験を伴う	 
関係的	 
経験強度	 
このブランドは私に人間関係について考えさせる	 
0.90 
このブランドに出会ったときには多くのことを考えしまう	 
このブランドはいろんな感情を引き起こす	 
このブランドは私に考えさせる	 
このブランドは特定の人々との関連づけられている	 
D 
A 
R 
T	 
充
実
度	 
商品 
理解度	 
このブランドがどこで自分のものにできるかを知っている	 
0.87 
このブランドの価格体系は良く分かっている	 
このブランドを使っている（持っている）人と話したりしたことがある	 
このブランドを選んだり手に入れたりする際には、十分に検討できるだ
けの情報がある	 
このブランドのことは良く知っている	 
このブランドの商品・サービスの品質は良く知っている	 
このブランドの商品・サービスはどのような技術をもとにして用意さ
れ、提供されているかを知っている	 
このブランドの商品・サービスに不具合があったとき、どうしたらよい
か分かっている	 
メカニズ
ム理解度	 
このブランドの商品・サービスを用意するためにどのような費用がかか
ってくるかを知っている	 
0.86 
このブランドの商品・サービスはどのような人が提供しているかを知っ
ている	 
このブランドを選んだり使ったりするためにやらなければならないこ
とは分かっている	 
このブランドの商品・サービスはどのような方法で用意され、提供され
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ているかを知っている	 
このブランドの商品・サービスを提供している会社や組織を知っている	 
私にはこのブランドの開発や改良に参加している気持ちがある	 
関係者へ
のアクセ
ス度	 
このブランドの関係者から連絡をもらったことがある	 
0.86 
このブランドの担当者には連絡できる	 
このブランドの関係者を知っている	 
このブランドの関係者に連絡したり話したりしたことがある	 
このブランドを選んだり使ったりすることによるデメリットは良く分
かっている	 
仲間意識
の強さ	 
このブランドを選んだ人は私の仲間であると感じる	 
0.82 このブランドは私の望みを知っている	 
私はこのブランドを他人に勧めたことがある	 
顧客満足度	 
将来、私はこのブランドに忠誠を誓うだろう	 
0.91 
私は次にもこのブランドを自分のものにするだろう	 
将来、このブランドは私の第一選択肢となるだろう	 
もしこのブランドを自分のものにできるなら、他のブランドは選ばない
だろう	 
私はこのブランドを他人に勧めるだろう	 
ロイヤルティ	 
私はこのブランドの品質に満足している	 
0.91	 
チャンスがあったら、私はこのブランドを自分のものにするだろう	 
このブランドを選んだとしたら、私の選択は賢いだろう	 
このブランドを選ぶと決めたら、気分が良いと感じるだろう	 
このブランドを使って何かをしたら、幸福だと感いるだろう	 
出典：金森[2014]	 
	 
共分散構造分析を用いて実証した結果、DART充実度がブランド経験の強度を強く規定し、そし
て、ブランド経験の強度が顧客満足度を経由してロイヤルティを規定していることが明らかになっ
た（図 2-30 参照）。要約すれば、金森[2014]の研究を通して、企業と消費者との間のインタラクシ
ョンによる価値共創は、顧客のブランド経験に直接的に影響し、顧客満足度とロイヤルティに間接
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的に影響することが分かった。	 
	 
図2-30	 実証モデル 
	 
注：n=3,100, GFI=.842, RMSEA=.059,X2=11056, 自由度=951	 
出典：金森[2014]	 
	 
第二項 消費者間のインタラクションによる価値共創の影響	 
	 	 	 	 --卜[2017]の研究を中心に--	 
	 消費者間のインタラクションは、消費者の経験価値を高めることができる[Langeard et al. 1981; 
Prahalad and Ramaswamy 2000]。それに関する先行研究は数多く存在する。たとえば、Martin and 
Pranter [1989]はレストランで調査を行い、一緒に食事する人またはレストランの他の顧客によって
作られた雰囲気が、顧客の経験価値に大きな影響を及ぼすことを示した。そして、Hackley and 
Tiwsakul [2006]は、娯楽産業においても、同行者が顧客の経験価値に影響する要因の一つであると
指摘している。前述したとおり、消費者間の価値共創に関する研究は、ほとんど、ブランド・コミ
ュニティに焦点を当てている[Muniz and Schau 2005; Schau et al. 2009]。Thompson and Balli [2007]の研
究では、顧客がコミュニティでの他のメンバーとのインタラクションを通じて、良い情緒的な経験
を得られると述べられている。また、卜[2017]は、ブランド・コミュニティにおける顧客間の価値
共創が、顧客の経験価値に影響し、最終的にロイヤルティを高めるということを実証した。本項で
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は、その卜[2017]の研究を中心に考察したい。	 
	 表 2-21に示されているように、卜[2017]の研究では、ブランド・コミュニティにおける顧客間の
価値共創が、「支援の請求」、「インターパーソナル・インタラクション」、「フィードバック」、「プロ
モーション」、「支援の提供」という 5つの尺度に分けられ、それぞれ 3つの質問が設定された。そ
して、ブランド・コミュニティにおける顧客間の価値共創の直接的な結果としては、顧客の経験価
値が取り上げられ、「実用的価値」、「娯楽的価値」、「社会的価値」という 3つの尺度が定められた。
間接的な結果としては、顧客のコミュニティに対するロイヤルティとブランドに対するロイヤルテ
ィが採用された。 
 
表2-21	 卜[2017]の研究の尺度および質問	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
顧
客
間
の
価
値
共
創	 
支援の請求	 
説明	 
ブランド・コミュニティにおいて、顧客が自らの問題を解決するために、
積極的に他のメンバーに助けを求めること	 
問1	 自ら解決できない問題があれば、コミュニティの他のメンバーに質問する	 
問2	 自ら解決できない問題があれば、コミュニティの管理員に助けてもらう	 
問3	 
自ら解決できない問題があれば、コミュニティの他のメンバーから必要な
情報を求める	 
	 
	 
インターパーソ
ナル・インタラ
クション	 
説明	 
ブランド・コミュニティの他のメンバーと社交的なコミュニケーションを
行うこと	 
問1	 
私はコミュニティに投稿を行い、他のメンバーからフォローやコメントを
もらう	 
問2	 私はよくコミュニティのディスカッションに参加する	 
問3	 私はよくコミュニティメンバーとコミュニケーションをとる	 
フィードバック	 
説明	 
コミュニティというプラットフォームを通して、他のメンバーと当該ブラ
ンドの製品やサービスに関するアドバイスや意見を交換する	 
問1	 もしコミュニティ内で違法もしくは無礼な投稿を発見すれば、報告する	 
問2	 私はよくコミュニティで行われているさまざまなイベントに参加する	 
問3	 私はコミュニティの不足点について意見を出す	 
プロモーション	 
説明	 自発的に他人に当該ブランドの製品やサービスを宣伝すること	 
問1	 私はよく人の前でコミュニティをほめる	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問2	 私は、このコミュニティに参加するように友達を説得する	 
問3	 私は他人にこのコミュニティを紹介する	 
支援の提供	 
説明	 
ブランド・コミュニティで質問に答えたりアドバイスをしたりして、他の
メンバーを助けること	 
問1	 私は製品の使用経験などに関して投稿し、他のメンバーに参考してもらう	 
問2	 私は他のメンバーの質問に答えたり、問題解決を支援したりする	 
問3	 私は新しいメンバーに、コミュニティに慣れるための支援を提供する	 
顧
客
の
経
験
価
値	 
実用的価値	 
説明	 問題が解決されること、または認知的な利益を得られること	 
問1	 私はコミュニティまたは他のメンバーから必要な情報や知識を得られる	 
問2	 他のメンバーが投稿した製品の使用経験などが、私にとってとても役立つ	 
問3	 私は質問を投稿することで問題を解決できた	 
娯楽的価値	 
説明	 心理的・精神的欲求が満たされ、リラックスでき、楽しく感じること	 
問1	 このコミュニティに参加することで楽しく時間をつぶせた	 
問2	 このコミュニティに参加することでリラックスできた	 
問3	 このコミュニティに参加することでプレッシャーから抜け出せた	 
社会的価値	 
説明	 
他人とのリレーションシップを構築・維持することによって得られるサポ
ートや友情など。	 
問1	 このコミュニティを通して新しい友達ができた	 
問2	 このコミュニティを通して達成感を感じた	 
問3	 このコミュニティを通して自己イメージを高めることができた	 
問4	 このコミュニティを通して尊重または賞賛を得られた	 
コミュニティに対する
ロイヤルティ	 
問1	 私はこのコミュニティをプラスに評価する	 
問2	 私はこのコミュニティのサービスを他人に勧める	 
問3	 このコミュニティは私の一番目の選択である	 
問4	 私はこのコミュニティに対して、忠誠心を持っている	 
ブランドに対する	 
ロイヤルティ	 
問1	 他の類似ブランドと比べ、このブランドのほうが好きである	 
問2	 このブランドを親しく感じる	 
問3	 ニーズがあれば、このブランドをリピート購入したい	 
問4	 今後もこのブランドを購入しつづけたい	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問5	 このブランドを他人に勧めたい	 
出典：卜[2017]をもとに筆者作成 
 
因子分析を行った結果、「支援の提供」の尺度に属していた問 1が「フィードバック」の尺度に、
問 2と 3が「プロモーション」の尺度に分類されるようになった。したがって、顧客間の価値共創
の尺度は、「支援の請求」、「インターパーソナル・インタラクション」、「フィードバック」、「プロモ
ーション」という 4つに収束した。卜[2017]は複数のブランド・コミュニティでアンケート調査を
実施し、3ヶ月をかけて 429サンプルの有効回答を回収した。データを分析した結果、「支援の請求」
と「プロモーション」が「実用的価値」に、「インターパーソナル・インタラクション」と「プロモ
ーション」が「娯楽的価値」に、「インターパーソナル・インタラクション」と「フィードバック」
と「プロモーション」が「社会的価値」にポジティブに影響することが分かった。また、顧客の経
験価値のうち、「実用的価値」と「社会的価値」が、顧客のコミュニティに対するロイヤルティとブラ
ンドに対するロイヤルティにプラスの影響を及ぼすということも明らかになった。総括すれば、卜
[2017]の研究は、顧客間のインタラクションによる価値共創が、顧客の実用的・社会的経験価値を
高めることができ、最終的には顧客のロイヤルティの形成につながることを証明した（図 2-31参照）。	 
	 
図2-31	 卜[2017]の研究結果	 
	 
出典：卜[2017]をもとに筆者作成 
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第三項 まとめ	 
本節では、金森[2014]と卜[2017]の研究を中心に、消費プロセスにおける価値共創による消費者
行動への影響について考察した。結論的に言えば、企業と消費者との間のインタラクションによる
価値共創にしても、消費者間のインタラクションによる価値共創にしても、消費者の経験価値を高
めることによって、最終的に顧客の満足度やロイヤルティを向上させることができる。	 
	 
	 
第六節 	 本章のまとめ	 
	 
	 学術論文を作成する際に、先行研究のレビューは特に重要であると考えられている。それゆえ、
本稿での最も長い章を用いて、価値共創に関わる幅広い既存文献や資料についてレビューを行った。
本節では、既存研究のレビューを踏まえたうえで、本研究の方向性を明確にしたい。	 
	 
第一項 先行研究のまとめ	 
	 「価値共創」という考え方は、近年、マーケティングの世界でますます注目されるようになって
きている。本章では、まず、「価値共創」を「価値」と「共創」という 2つの概念に分けて、第一節
「マーケティングの進化と価値創造」と第二節「インタラクティブ・コミュニケーション」で詳し
く考察した。「価値」とは、一般的に、顧客にとっての有意味性の程度だと理解されているが、マー
ケティング理論の変遷にともない、価値に対する認識が変化しつつある。価値は企業によって創り
出され、製品・サービスという形で提供され、最終的には、顧客によって消費されるというG-Dロ
ジックの考え方に対し、S-D ロジックは、価値が企業によって提案され、顧客特有の文脈（ナレッ
ジとスキル）で知覚・判断されると認識している。つまり、S-D ロジックの視点からみれば、顧客
が企業と共に価値を創造しており、しかも、顧客が価値創造の主導者だということになる。 
また、「共創」とは、共に創造するという意味であり、企業と顧客の「関係性」に主眼を置いて
いる。共創が実現するためには、消費者が価値創造のプロセスに参加し、インタラクティブなコミ
ュニケーションを行うことが必要である。第二節は、コミュニケーションに関する基本概念から始
め、企業と消費者との間の双方向的な対話と長期的なリレーションシップの構築・維持という 2つ
のメインラインに沿って展開されている。そして、企業と顧客のコンタクト・ポイントとして、人
的販売とブランド・コミュニティについて具体例をもって考察した。	 
「価値」と「共創」の概念を明確化したあと、第三節では、本研究のキーワードである「価値共
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創」に関する研究系譜と研究アプローチを詳しく調べた。価値共創に関する体系的な研究系譜には、
主にリレーションシップ・マーケティングの研究をベースに展開されたものと、S-D ロジックをベ
ースに展開されたものがある[福田 2013]。S-Dロジックによれば、価値共創は、顧客による生産者
との共同立案、共同デザインを表す「共同生産」と、顧客が企業から提案された価値を発生させる
という「価値の共創」から構成される。「価値の共創」の考え方の下では、企業は有形や無形の財の
提供を媒介として顧客の価値創造を支援する価値創造の客体である。価値の創造過程は、プロバイ
ダーの領域、接触の領域、顧客の領域という 3つの領域に分けられ、対話的なプロセスを通じたイ
ンタラクションによって実現する[Grönroos 2013]。そのインタラクションは、顧客が企業と接触す
る際に発生する直接的なインタラクションと、顧客が企業によって提供された資源（製品・サービ
シィーズ）および企業と関連する資源（他の消費者によるクチコミや情報）と接触する際に発生す
る間接的なインタラクションの両方を指しており、それぞれ接触の領域と顧客の領域において発生
する。また、Helkkula and Kelleher [2010]によれば、顧客は価値を決定するだけでなく、価値の創造
を全体的に経験する。要するに、S-D ロジックは、価値共創によって創出される価値を、顧客の経
験価値として捉える。	 
既存文献は、一般的に、価値共創を生産プロセスと消費プロセスに分けて検討している[武・陳
2012]。第三節の第五項では、顧客を企業によって主導される生産活動に取り込むという生産プロセ
スにおける価値共創について、既存文献のレビューと事例研究（日本マクドナルドと積水ハウス）
を行った。第四節では、消費者によって主導される消費プロセスにおける価値共創に焦点を当て、
それを企業と消費者との間のインタラクションによるタイプと消費者間のインタラクションによる
タイプに分けて検討した。SK-Ⅱ肌診断の事例を通して、販売員による人的販売が、企業と消費者と
の間のインタラクションによる価値共創の主要手段であることが分かった。そして、シャオミコミ
ュニティの事例を通して、企業によって提供されたブランド・コミュニティは、消費者間のインタ
ラクションを促進する重要なプラットフォームであることが明らかになった。つまり、企業はイン
タラクションの場所を提供することで、顧客の価値共創過程に積極的に参加している。 
最後に、本章の第五節では、金森[2014]と卜[2017]の研究を中心に、消費プロセスでの 2タイプ
の価値共創が、それぞれどのように消費者行動に影響を及ぼすかについて考察を行った。考察の結
果、企業と消費者とのインタラクションによる価値共創にしても、消費者間のインタラクションに
よる価値共創にしても、顧客の経験価値を介して顧客満足度とロイヤルティを高めるという結論が
導かれた。	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第二項 本研究の基本方向	 
前述したとおり、顧客の要求を満足させる価値提案を行い、顧客の視点からマーケティングを捉
えることが、ますます多くの企業に重要視されてきている。そうした背景の下で、価値が企業によ
って創造され、消費者によって破壊されるというG-Dロジックの考え方は、消費者の能動性と価値
創造力を無視し、価値創造過程を狭く定義しているため、企業視点から顧客視点に移行しつつある
マーケティングの流れに背いていると言っても過言ではないだろう。それに対して、S-D ロジック
は、「価値は、受益者によって、常に、ユニークに、かつ、現象学的に判断され」（FP10）、「顧客は、
常に、価値の共創者であり」（FP6）と指摘し[Vargo and Lusch 2006, 2008]、企業と顧客との相互作
用を通じて価値を創造するという双方向的・協業的な「価値共創」を提唱している[藤川・阿久津・
小野 2012]。S-D ロジックは学術的な貢献と共に実務への示唆が大きいため、本研究は S-D ロジッ
クの視点から価値共創を捉えることにする。 
図 2-14（p.48）に示されているように、S-Dロジックによる「価値共創」は、「共同生産」と「価
値の共創」という 2つの概念で構成される。「共同生産」とは、企業と消費者との共同での立案やデ
ザインであり、通常は生産プロセスで見かけられる。それに対し、「価値の共創」とは、消費者が自
らのオペラント資源（ナレッジとスキル）を応用し、消費者特有の文脈で価値を知覚・判断すると
いうことを指し、使用・消費プロセスにおいて発生する。それゆえ、価値共創に関する研究は、大
体、生産プロセスアプローチと消費プロセスアプローチで区別されている。具体的には、企業が顧
客を共同生産者として生産現場に取り込み、デザインの立案、製品・サービスの改良、生産活動の
監督などに参画させるというのが、生産プロセスアプローチに従う価値共創である。それに対し、
消費プロセスアプローチに従う価値共創は、顧客が、企業から提案された価値を、自らの知識や経
験に基づきながら知覚・判断するということに重点を置いている。生産プロセスにおける価値共創
は、企業が依然として価値創造の主導者であるため、G-Dロジックの考え方から完全に抜け出して
おらず、本質的な価値共創ではないと考えられている[Vargo and Lusch 2004]	 。そのため、本研究
は、消費プロセスにおける価値共創に焦点を当てることにする。	 
今までの数多くの先行研究を調べた結果、消費プロセスにおける価値共創の実現手段として、企
業と消費者との間のインタラクションと消費者間のインタラクションという 2つが挙げられること
が分かった[王・万 2012]。そして、企業と消費者との間のインタラクションは、企業の従業員と顧
客との双方向的なコミュニケーション、すなわち、対話によって実現する。消費者間のインタラク
ションは、ブランド・コミュニティという企業が提供したプラットフォームを通じて発生する。本
研究は、消費プロセスにおける価値共創を、企業と消費者との間のインタラクションによるタイプ
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と消費者間のインタラクションによるタイプに分け、それぞれのタイプの価値共創による消費者行
動への直接的な影響（顧客の経験価値）と間接的な影響（顧客満足度とロイヤルティ）について仮
説モデルを構築し、定量的に検証したい（図 2-32参照）。	 
 
図2-32	 本研究の基本方向	 
	 
出典：筆者作成 
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第三章 	 仮説とモデル	 
	 
第二章では、「価値共創」に関して先行研究のレビューを行い、本稿の研究方向を定めた。数多く
の既存文献を踏まえたうえで、本章の第一節では、研究モデル提示し、第二節では、仮説を導出し
たい。	 
	 
	 
第一節 	 分析モデルの提示	 
図 2-32（p.91）に示されているとおり、本稿は、S-D ロジックの視点から捉えた消費プロセスに
おける価値共創を中心にして研究を行いたい。Kijima et al.[2014]は、価値共創が企業と顧客とのイ
ンタラクションに基づく積極的で、創造的かつ社会的なプロセスであると述べている。同様に、
Grönroos [2013]の研究でも、インタラクションは価値共創を実現させる重要な手段だと示唆されて
いる（図 2-15参照、p.49；表 2-9参照、p.52）。さらに、王・万[2012]は、消費プロセスにおける価
値共創を「コンサンプションインタラクション（Consumption Interaction）」と定義し、従業員と消費
者との間のインタラクション、消費者間のインタラクション、消費者と製品との間のインタラクシ
ョンという 3つに分け、それらによる消費者の審美的価値への影響を実証した。ここでの「消費者
と製品との間のインタラクション」とは、作られた製品に対して、消費者自身が企業の予想しなか
った創発的な使い方をするということである。たとえば、ネスレの「キットカット」は「きっと勝
つ」という語呂合わせから受験生に縁起担ぎに食べられるのを見て、ネスレはそれをうまく企業戦
略に取り入れ、受験生応援グッズとしてプロモーションし、大成功を収めた[井上 2014]。しかし、
本研究は、価値共創のインタラクションを対話的なプロセスとして捉え、インタラクティブなコミ
ュニケーションに焦点を当てるため、消費者と製品との間のインタラクションは研究から除外する。
したがって、本研究における価値共創は、企業と消費者との間のインタラクションによる価値共創
と消費者間のインタラクションによる価値共創という 2種類となる。 
	 前述した金森[2014]と卜[2017]の研究では、価値共創による直接的な影響として、消費者の経験
価値の強度が取り上げられている。その顧客の経験価値について、金森[2014]は、Schmitt [1999]
の戦略的経験価値モジュールを採用し（表 2-3参照、p.21）、因子分析で抽出された「感情的・感情
的経験強度」、「身体的経験強度」、「関係的経験強度」という 3因子を用いて実証を行った（図 2-30
参照、p.85）。それに対して、卜[2017]は、顧客の経験価値を「実用的価値」、「娯楽的価値」、「社会
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的価値」という 3 つのタイプに分けて検討した（図 2-31 参照、p.88）。本研究は、戦略的経験価値
モジュールの修正版である、Brakus et al.[2009]によって提出された経験価値の4因子モデル（感覚
的経験価値、感情的経験価値、認知的経験価値、行動的経験価値）を採用したい（図 2-4参照、p.21）。	 
顧客の経験価値は、過去の満足の判断であり、将来的なロイヤルティにも影響を与えると考えら
れている[Brakus et al.	 2009]。なぜならば、消費者はインタラクションに参与することで、自分が価
値創造に貢献していると確実に感じられ、当該製品やサービスに対してよりポジティブな評価を下
す傾向があるからである[Ramani and Kumar 2008]。したがって、顧客満足度とロイヤルティの向上
は、価値共創による消費者行動への間接的な影響だと考えられる。Brakus et al.[2009]は、消費者の
ブランド経験が、ブランド・パーソナリティと顧客満足度を経由して、ブランド・ロイヤルティを
規定するということを実証した（図 3-1参照）。	 
	 
図3-1	 ブランド経験モデル	 
	 
出典：Brakus et al. [2009]をもとに筆者作成 
	 
図 3-1に示されているとおり、Brakus et al.[2009]の研究では、ブランド・パーソナリティが顧客
満足度とロイヤルティを規定するとされている。それについて、彼らは、「あるパーソナリティのブ
ランドを選択することは、消費者が自己表現を可能にする」と解釈していた[金森訳 2014]。しかし
ながら、そうしたメカニズムは自己表現に寄与するようなブランドに限定してしまうと考えられ[金
森 2014]、価値共創による影響を弱める恐れがあるため、ブランド・パーソナリティを本研究の仮
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説モデルから除外することにする。したがって、本研究の分析モデルは次の図 3-2となる。 
 
図3-2	 本研究の分析モデル	 
	 
出典：筆者作成 
	 
	 
第二節 	 仮説の導出	 
	 
	 本章の第一節では、既存研究を踏まえた上で、本研究の分析モデルを構築した（図 3-2参照）。本
節では、上記の分析モデルに基づき、価値共創の直接的な影響（分析モデルの前半）と間接的な影
響（分析モデルの後半）に分けて仮説を導出する。	 
	 
第一項 価値共創の直接的な影響に関わる仮説	 
前述したとおり、S-D ロジックに関連する数多くの研究は、価値共創プロセスによって創出され
る文脈価値を、顧客の経験価値として捉えている。たとえば、Helkkula and Kelleher [2010]は、顧客
は価値を決定するだけでなく、価値の創造を全体的に経験すると主張している。また、
Holbrook[1994]の研究では、価値とは、「相互作用的かつ相対主義的な選好経験である」と定義され
ている。つまり、顧客経験は、価値共創過程の一部分であり、価値共創の結果でもある[袁・斎 2015]。
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Holbrook[1994]の定義での「相互作用的」は、インタラクションの角度から解釈できる。インタラ
クションは価値共創を表す現象であり[Grönroos 2013]、顧客の経験価値を強めることができる
[Muniz et al.	 2001]。	 
Vargo and Lusch [2004]によれば、顧客と従業員は、双方のインタラクションで愉快に感じ、長期
的かつ良好なリレーションシップを築くことができる。Street et al.[2003]の研究では、医師と患者（特
別な従業員と顧客と見なしても良いだろう）はインタラクションを行っている間に、双方の考え方
や選好などが少しずつ融合し合う傾向があり、それによって互いに対する理解を深め、医療の効果
がより一層高まると述べられている。また、Payne et al. [2008]は、価値共創プロセスそのものが、
そもそも企業と顧客の互いに学び合う過程であると指摘している。なぜかというと、考え方や意見
を交流し合うことによって、企業は顧客の実際の訴求を把握でき、顧客の問題解決に貢献できるよ
うになると同時に、消費者は企業とのインタラクションから重要な知識や情報を得られ、認知的な
経験を増やすことができるからである。したがって、次の仮説が提起される（図 3-3参照）。	 
	 
H1：企業と消費者との間のインタラクションは、経験価値にプラスの影響を及ぼす。	 
	 H1a：企業と消費者との間のインタラクションは、感覚的経験価値にプラスの影響を及ぼす。	 
	 H1b：企業と消費者との間のインタラクションは、感情的経験価値にプラスの影響を及ぼす。	 
	 H1c：企業と消費者との間のインタラクションは、認知的経験価値にプラスの影響を及ぼす。	 
	 H1d：企業と消費者との間のインタラクションは、行動的経験価値にプラスの影響を及ぼす。	 
	 
図3-3	 仮説1	 
	 
出典：筆者作成 
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 価値共創のインタラクションは、消費者と企業（従業員）との間で起こる場合もあれば、消費者
間で起こる場合もある。王・万[2012]によれば、消費者間の有効なインタラクションは、消費者に
感覚的経験や審美的経験をもたらすことができる。消費者間の価値共創に関する研究は、ほとんど、
ブランド・コミュニティに焦点を当てている[Muniz and Schau 2005; Schau et al. 2009]ため、本稿は、
特にブランド・コミュニティにおける消費者間のインタラクションに注目する。消費者にとって、
ブランド・コミュニティは、「重要な情報源」であり、「感情的なつながり」でもある[宮澤・青木
2011]。コミュニティでは、消費者たちはブランドや当該ブランドの商品・サービスに関する情報を
他のメンバーと共有したり、助言を求めたりすることにより、今まで気づかなったことに目を向け、
知的好奇心が喚起される。また、他のメンバーとのインタラクションを通じて、良い情緒的な経験
を得ることができる[Thompson and Balli 2007]。ゆえに、消費者間のインタラクションは、経験価値
にポジティブに影響すると推測される（図 3-4参照）。 
 
H2：消費者間のインタラクションは、経験価値にプラスの影響を及ぼす。 
	 H2a：消費者間のインタラクションは、感覚的経験価値にプラスの影響を及ぼす。 
	 H2b：消費者間のインタラクションは、感情的経験価値にプラスの影響を及ぼす。 
	 H2c：消費者間のインタラクションは、認知的経験価値にプラスの影響を及ぼす。 
	 H2d：消費者間のインタラクションは、行動的経験価値にプラスの影響を及ぼす。 
	 
図3-4	 仮説2	 
	 
出典：筆者作成 
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第二項 価値共創の間接的な影響に関わる仮説	 
	 経験価値が顧客満足度にプラスに影響するということは、過去の研究ではすでに検証されていた。
たとえば、Brakus et al.[2009]は、ブランド経験価値が顧客満足度を規定していることを証明した。
価値共創の視点から見れば、価値は企業と消費者の双方によって創出されるため、顧客は自分が価
値創造に貢献している、または価値創造をコントロールしていると実感でき、当該ブランドに対し
てよりポジティブな評価を下す傾向がある[Ramani and Kumar 2008]。その結果、顧客満足度が高ま
る。一方、顧客が価値共創のインタラクションに参加しているうちに、それによってもたらされた
経験価値を身にしみて感じることができるため、より満足を感じると考えられている[武・陳 2017]。
顧客の創造力を引き出し、問題解決に導く認知的経験や、顧客のライフスタイルを表し、身体的な
記憶に残る行動的経験は、顧客に外面的な価値をもたらすことができる。それに対して、顧客の五
感に直接的に訴えかけ、審美的な楽しみや刺激的な興奮といった感覚的経験や、顧客のフィーリン
グや感情に訴えかける感情的経験は、顧客に内面的な価値を提供する。それらは、顧客満足度の向
上につながっていると考えられる。したがって、次の仮説が提起される（図 3-5参照）。	 
	 
H3：経験価値は、顧客満足度にプラスの影響を及ぼす。 
	 H3a：感覚的経験価値は、顧客満足度にプラスの影響を及ぼす。 
	 H3b：感情的経験価値は、顧客満足度にプラスの影響を及ぼす。 
	 H3c：認知的経験価値は、顧客満足度にプラスの影響を及ぼす。 
	 H3d：行動的経験価値は、顧客満足度にプラスの影響を及ぼす。	 
 
図3-5	 仮説3	 
 
出典：筆者作成	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経験価値がロイヤルティを規定することは、今までの数多くの研究で実証された[Brakus et al. 
2009；金森 2014；卜 2017など]。Brakus et al.[2009]によれば、顧客の経験価値は、過去の満足の判
断であり、将来的なロイヤルティにも影響を与えると考えられている。Gounaris et al.[2009]は、顧
客の知覚価値（Customer-Perceived Value）が、ポジティブなクチコミやリピート購入といった好ま
しい購買行動をもたらすことができると述べている。ゆえに、顧客がインタラクションにおいて知
覚する共創経験価値が多ければ多いほど、そのブランドに対するロイヤルティが向上すると推測さ
れる（図 3-6参照）。	 
	 
H4：経験価値は、ロイヤルティにプラスの影響を及ぼす。 
	 H4a：感覚的経験価値は、ロイヤルティにプラスの影響を及ぼす。 
	 H4b：感情的経験価値は、ロイヤルティにプラスの影響を及ぼす。 
	 H4c：認知的経験価値は、ロイヤルティにプラスの影響を及ぼす。 
	 H4d：行動的経験価値は、ロイヤルティにプラスの影響を及ぼす。	 
	 
図3-6	 仮説4	 
 
出典：筆者作成	 
	 
また、消費者が製品またはブランドを正しく評価したり、それに対して好感を感じたりする場合
は、高いレベルのコミットメントとロイヤルティが生じる[Brakus et al. 2009]。つまり、顧客が製品
やサービスに満足していれば、そのブランドに対する愛着が高まり、今後再び購入する可能性が高
いということである。それについても、かつての多くの学者たちによって実証されている。したが
って、次の仮説 5が提起される（図 3-7参照）。	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H5：顧客満足度は、ロイヤルティにプラスの影響を及ぼす。 
	 
図3-7	 仮説5	 
	 
出典：筆者作成	 
	 
	 
第三節 	 本章のまとめ	 
第二章の先行研究を踏まえたうえで、本章では、本研究の分析モデルを構築し（図3-2参照、p.95）、
価値共創の直接的な影響（分析モデルの前半）と間接的な影響（分析モデルの後半）に分けて、仮
説を導出した（表 3-1参照）。	 
	 
表3-1	 本研究の仮説	 
仮説一覧	 
H1：企業と消費者との間のインタラクションは、経験価値にプラスの影響を及ぼす。	 
	 H1a：企業と消費者との間のインタラクションは、感覚的経験価値にプラスの影響を及ぼす。	 
	 H1b：企業と消費者との間のインタラクションは、感情的経験価値にプラスの影響を及ぼす。	 
	 H1c：企業と消費者との間のインタラクションは、認知的経験価値にプラスの影響を及ぼす。	 
	 H1d：企業と消費者との間のインタラクションは、行動的経験価値にプラスの影響を及ぼす。	 
H2：消費者間のインタラクションは、経験価値にプラスの影響を及ぼす。 
	 H2a：消費者間のインタラクションは、感覚的経験価値にプラスの影響を及ぼす。 
	 H2b：消費者間のインタラクションは、感情的経験価値にプラスの影響を及ぼす。 
	 H2c：消費者間のインタラクションは、認知的経験価値にプラスの影響を及ぼす。 
	 H2d：消費者間のインタラクションは、行動的経験価値にプラスの影響を及ぼす。 
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H3：経験価値は、顧客満足度にプラスの影響を及ぼす。 
	 H3a：感覚的経験価値は、顧客満足度にプラスの影響を及ぼす。 
	 H3b：感情的経験価値は、顧客満足度にプラスの影響を及ぼす。 
	 H3c：認知的経験価値は、顧客満足度にプラスの影響を及ぼす。 
	 H3d：行動的経験価値は、顧客満足度にプラスの影響を及ぼす。	 
H4：経験価値は、ロイヤルティにプラスの影響を及ぼす。 
	 H4a：感覚的経験価値は、ロイヤルティにプラスの影響を及ぼす。 
	 H4b：感情的経験価値は、ロイヤルティにプラスの影響を及ぼす。 
	 H4c：認知的経験価値は、ロイヤルティにプラスの影響を及ぼす。 
	 H4d：行動的経験価値は、ロイヤルティにプラスの影響を及ぼす。 
H5：顧客満足度は、ロイヤルティにプラスの影響を及ぼす。 
出典：筆者作成	 
	 
価値共創の本質は、経験価値を生み出すある種のインタラクションであると考えられている。そ
のため、企業と消費者との間のインタラクションによる価値共創と消費者間のインタラクションに
よる価値共創は、消費者の経験価値にポジティブな影響を与えると推測される。また、既存研究に
よれば、消費者が価値共創のインタラクションで得られる経験価値は、消費者の満足度を高め、さ
らに、ブランドに対するロイヤルティを向上させることができるとされている。本研究は、以上の
理論を中心に展開していく。次の第四章では、本調査を実施し、モデルと仮説の検証を行いたい。	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第四章  本調査 
	 
本章では、本調査の実施について説明する。まず、第一節では、本研究の調査概要を説明する。
次に、第二節では、調査対象製品の検討をはじめ、アンケートの内容、質問表の設計、測定尺度の
出典などを紹介する。それから、第三節では、因子分析を通じて、モデルに使用できる尺度と項目
を選定し、それらの妥当性と信頼性を分析する。最後に、仮説の分析と検証は、それぞれ、第四節
と第五節で行いたい。	 
	 
	 
第一節  調査概要 
本調査の目的は、消費プロセスにおける価値共創による消費者行動への影響を検証することであ
る。具体的には、企業と消費者との間のインタラクションによる価値共創と、消費者間のインタラ
クションによる価値共創活動が、それぞれ、どのように消費者の経験価値に影響を与えるのかを検
証し、さらに、価値共創が、経験価値を経由して顧客満足度とブランド・ロイヤルティに及ぼす影
響も検証していく。	 
本研究では、まず、価値共創における 2タイプのインタラクションの条件を、すべて満たす業界
の中から化粧品業界を選出し、調査対象とすることを決定した。その理由については、次の第二節
第一項「調査実施対象の検討」で詳しく説明する。それから、既存の尺度を参考にしながら、価値
共創を 6項目[Prahalad and Ramaswamy 2004；王・万 2012；涌田 2013]、顧客の経験価値を 11項目
[Brakus et al. 2009]、顧客満足度[Oliver 1980]とロイヤルティ[Yoo & Donthu	 2000]をそれぞれ 2項目
で測定するアンケートを作成し、2018年5月30日と31日に45サンプルのプレサーベイを行った。
プレサーベイの結果に基づき、調査項目の検討とアンケート文言の修正をした後に、2018年 6月 5
日から 12日にかけて、インターネット調査と質問紙調査を並行して実施した。アンケートは女性の
みが回答できるように設定した。最後に、インターネット調査から 135 人分、質問紙調査から 80
人分、合計で 235 人分のアンケートを回収し、191 サンプルの有効回答を得た。上記の調査手順を
次の図 4-1で示した。	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図4-1	 調査手順	 
 
出典：筆者作成 
 
 
第二節  調査設計 
 
本節では、まず、なぜ化粧品業界を調査実施対象として選択したのかについて、消費プロセスに
おける価値共創の基準に基づき、第一項で検討したい。それから、第二項では、質問票の設計や使
用される測定尺度の出典などについて詳しく紹介したい。	 
	 
第一項 調査実施対象の検討 
本研究のキーワードは、消費プロセスにおける価値共創である。本研究では、消費プロセスにお
ける価値共創を、企業と消費者との間のインタラクションによるタイプと、消費者間のインタラク
ションによるタイプに分類して検討する。調査実施対象を選定するまえに、まずは、それぞれのタ
イプのインタラクションの特徴と必要な条件を明確にしなければならない。	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企業と消費者との間のインタラクションによる価値共創を実現するためには、企業と消費者、特
に、従業員と消費者との直接的な接触、または双方向的な対話が必要となる。従業員が顧客と容易
にかつ頻繁に接触したり、コミュニケーションを行ったりすることが可能な場所は、小売店舗だと
考えられ、それは、第二章の第二節第四項「ブランド・コミュニケーションとコンタクト・ポイン
ト」で述べた購買時コンタクト・ポイントに当たる。近藤[2013]は、小売店舗を、「企業と消費者が
相互作用を通じて経験価値を共創するためのプラットフォーム」と特徴づけた。また、Pine and 
Gilmore [1999]によれば、小売店舗では、販売員は単なるサービスの提供者ではなく、「顧客とショ
ッピング経験を共創する一方の当事者」でもある。要するに、価値共創の実現には、マーケティン
グ・コミュニケーション手段としての人的販売が重要であると理解されよう。今日、多くの小売業
者はリアル店舗のみらなず、ネットショップも経営している。ネットショップはリアル店舗と異な
る特別な運営の仕方や特質などを持っているため、本研究の調査対象から除外することにする。つ
まり、本研究では、実在店舗のみを考察する。	 
消費者間のインタラクションによる価値共創に関する研究は、主にブランド・コミュニティに集
中している。第二章の第三節第二項「価値共創とインタラクション」で述べたように、消費者間の
インタラクションは、企業と消費者との間の一種の間接的なインタラクションだと見なされる。な
ぜならば、一見すると企業がインタラクションに参与していないように見えるが、消費者たちが企
業によって提供された資源や情報をめぐってコミュニケーションを行っているからである。特に、
ブランド・コミュニティの場合、企業がプラットフォームを提供し、キャンペーンなどを開催する
ことで、消費者間のインタラクションをより一層促進している。そうしたタイプのインタラクショ
ンの接点は、購買後コンタクト・ポイントと影響コンタクト・ポイントだと考えられる（第二章の
第二節第四項「ブランド・コミュニケーションとコンタクト・ポイント」参照）。近年、インターネ
ットの迅速な発展と普及に伴い、リアルなコミュニティより、ネット上のコミュニティの規模と影
響力が圧倒的に大きい。ゆえに、本研究では、ネット上のブランド・コミュニティに限定して調査
を行うことにする。	 
上記の内容をまとめてみれば、本調査の対象となる業界は、リアルな小売店舗とネット上のブラ
ンド・コミュニティの双方を持ち、従業員と消費者との間、また消費者と消費者との間で、インタ
ラクションが積極的に発生するという条件を満たさなければならない。そうした条件を満たしてい
る業界は数多く存在しており、具体的には、アパレルを代表とするファッション業界、先端技術が
応用されたパソコン業界、携帯電話業界、家電業界などが挙げられる。ブランドビジネスを重要視
する化粧品業界においても、価値共創の現象がしばしば起きている。	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製品を販売する前に顧客の肌の状態を見ながら、ヒアリングを通して肌の診断を行い、一人ひと
りに合った方法をアドバイスするカウンセリングが、化粧品メーカーの従来のマーケティング手法
である[香月 2010]。顧客の美容に関する悩みや気になっているところを尋ねることによって、顧客
のニーズをより明確かつ正確に把握し、顧客を満足させる製品やサービスを提供することが可能に
なる。また、香月[2010]によれば、人間の基本行動として「自分の話を聞いてもらいたい」という
願望があり、それは販売員と顧客とのインタラクティブなコミュニケーションを通じて達成される
ことができ、顧客により高い満足度を感じさせる。近年、技術の発展に伴い、カウンセリング用ツ
ールが大きく進化している。以前はスキンケアチャートのみが使用されていたが、現在、多くの化
粧品メーカーのビューティーアドバイザー（販売員）がタブレットを使って美容アドバイスを提供
する[大本 2016]。また、第二章の第四節第二項「企業と消費者との間のインタラクションによる価
値共創」で紹介したように、SK-Ⅱの店頭では、ビューティーアドバイザーは「マジックリング（Magic 
Ring）」という独自の肌シュミレーションマシンを使い、キメ、ハリ、シワ、シミ、くすみ、ツヤと
いう 5 つの要素から、顧客の肌の状態をチェックする（図 2-24 参照、p.72）。今日、高性能な肌診
断マシンを用いて、測定された肌の状態や問題点などを機械で数値化し、顧客に説明しながら最適
な製品を紹介する新たなカウンセリングサービスが、化粧品店頭では頻繁に行われている。化粧品
メーカーはそうした創意工夫を加えることにより、顧客とのインタラクションの頻度と品質を高め
ている。	 
ここ数年、インターネットの発展と普及に伴い、ファンと共にブランドを育てていく「共創コミ
ュニティ」が、化粧品業界においてもよく見かけられるようになってきている。たとえば、業界大
手の資生堂が 2014年にオープンしたオフェィシャル・コミュニティ「SHISEIDO おめかし会議」（図
2-12参照、p.43）、コーセーの主力メイクアップブランド『ESPRIQUE（エスプリーク）』が 2015年
に立ち上げた共創コミュニティ「Dressing Room by ESPRIQUE」などが挙げられる。また、第二章
の第二節第六項「クチコミとブランド・コミュニティ」で述べたように、2000年代に入ると、ユビ
キタスネットワーク、特にSNS（Social Networking Service：ソーシャル・ネットワーク・サービス）
の急速な普及のため、ブランド・コミュニティが大きく変容し、Facebook、Line、Twitter、WeChat、
Instagram などでのブランド・コミュニティが登場した。化粧品メーカーはそれらの SNS を利用し
て、オンラインキャンペーンを開催したり製品の画像をアップロードしたりして、消費者間のイン
タラクションを積極的に促進する。 
上記の内容をまとめてみれば、化粧品業界においては、リアルな小売店舗とネット上のブランド・
コミュニティの双方が存在し、従業員と消費者との間、また消費者と消費者との間では、インタラ
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クションが積極的に発生するという価値共創の条件が満たされている。それゆえに、本研究では、
化粧品業界を調査実施対象として取り扱うことにする。	 
	 
第二項 質問票設計と測定尺度 
本調査のアンケートにおける「化粧品」とは、化粧水、乳液、美容液、日焼け止めクリームとい
ったスキンケアするための基礎化粧品と、ファンデーション、アイライナー、アイシャドウ、口紅
などを含むメークアップ化粧品の両方を指す。矢野経済研究所の調査によれば、2016年度の日本国
内の化粧品市場規模は、前年度比 102.9%の 2兆 4,715億円となり、そのうち、スキンケア製品を中
心とする男性用化粧品の市場規模は、わずか 1,192 億円だけであった。化粧品の消費量や製品カテ
ゴリーの豊富さなどの指標からみれば、言うまでもなく、女性が化粧品市場の主役である。それゆ
えに、今回の調査対象を女性のみにした。 
アンケートのはじめに、被験者の年齢と職業について尋ねる。それから、被験者に以下の①と②
の条件を同時に満たしている化粧品ブランドを一つ書いてもらう。その化粧品ブランドについては、
被験者が「思いつかない」を選択した場合、アンケート終了となるように設定した。	 
	 
① そのブランドを購入する際、専門販売員によるカウンセリングサービス、肌テスト、メーキャ
ップサービスなどを受けたことがある	 
② そのブランドのコミュニティサイトやSNS公式アカウントなどを閲覧している、もしくは閲覧
したことがある	 
	 
	 それ以降の質問は全部、被験者が書いた化粧品ブランドについて答えてもらう。すべての質問項
目は「1.全く当てはまらない」、「2. 当てはまらない」、「3.どちらとも言えない」、「4. 当てはまる」、
「5. 非常に当てはまる」からなる 5 ポイントスケールのリッカート法によって測定される。また、
質問順序による先入観を抑え、全体的なデータの精度を上げるために、質問項目を一定程度にラン
ダムに表示させた。	 
	 まず、価値共創に関しては、企業と消費者との間のインタラクションと消費者間のインタラクシ
ョンに分けて 3項目ずつ設定し、Prahalad and Ramaswamy [2004]、王・万[2012]、涌田[2013]に基
づき、化粧品業界での実際の状況に合わせて一部修正で作成した尺度で測定する（表 4-1参照）。	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表4-1	 本研究で使用する価値共創を測定する尺度	 
測定尺度	 コード	 質問項目	 
企業—消費者間の
インタラクション	 
FC1 
そのブランドの販売員は、熱心にカウンセリングサービス、肌テスト、メーク
アップサービスなどをしてくれる	 
FC2 そのブランドの販売員は、私の要望、またはニーズを理解してくれる	 
FC3 そのブランドの販売員は、私の要望や質問に対して積極的に応えてくれる	 
消費者間の	 
インタラクション	 
CC1 
そのブランドのコミュニティサイトまたはSNS公式アカウントには、私が興
味・関心を持っている情報がたくさんある	 
CC2 
そのブランドのコミュニティサイトまたはSNS公式アカウントには、私にとっ
て役立つ情報がたくさんある	 
CC3 
そのブランドのコミュニティサイトまたはSNS公式アカウントで、私は積極的
に投稿したり、投稿に対してコメントしたりする	 
出典：Prahalad and Ramaswamy [2004]、王・万[2012]、涌田[2013]をもとに筆者作成 
	 
	 それから、顧客満足度とブランド・ロイヤルティの測定尺度については、それぞれOliver [1980]
と Yoo & Donthu	 [2000]に基づいて作成した（表 4-2、表 4-3参照）。 
	 
表4-2	 本研究で使用する顧客満足度を測定する尺度	 
測定尺度	 コード	 質問項目	 
顧客満足度	 
CS1 そのブランドを選んで、私は満足している	 
CS2 そのブランドは、賢明な選択だ	 
出典：Oliver [1980]をもとに筆者作成 
 
表4-3	 本研究で使用するロイヤルティを測定する尺度	 
測定尺度	 コード	 質問項目	 
ブランド・	 
ロイヤルティ	 
BR1 そのブランドに対する好感は簡単に消えない	 
BR2 今後、そのブランドを購入しつづける	 
出典：Yoo & Donthu	 [2000]をもとに筆者作成 
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 最後に、顧客の経験価値については、Brakus et al. [2009]に基づき、田中・三浦[2016]と鈴木[2015]
などの翻訳を参考にしながら、次の測定尺度を作成した（表 4-4参照）。行動的経験価値に関しては、
本来、3 つの質問項目を設定したが、プレサーベイにおいて「理解しづらい」という被験者からの
意見が多かったため、1問を削除することにした。	 
 
表4-4	 本研究で使用する経験価値を測定する尺度	 
測定尺度	 コード	 質問項目	 
感覚的経験価値	 
SE1 そのブランドは、私に視覚、嗅覚、触覚といった感覚的な刺激をもたらす	 
SE2 そのブランドに対して、直観的に興味や関心が湧く	 
SE3 そのブランドは、感覚的に楽しい	 
感情的経験価値	 
AE1 そのブランドは、私の心にさまざまなフィーリングや感情を湧き上がらせる	 
AE2 そのブランドは、私の感情に訴えてくるものがある	 
AE3 そのブランドには、強い思い入れがある	 
認知的経験価値	 
IE1 そのブランドから、多くのことを連想する	 
IE2 そのブランドは、私の思考を働かせる	 
IE3 そのブランドは、私の好奇心を刺激し、問題解決に導いてくれる	 
行動的経験価値	 
BE1 そのブランドを使用する過程では、何らかの動作や行動が必要である	 
BE2 そのブランドは、私に楽しくて心地よい動作や行動をもたらす	 
出典：Brakus et al. [2009]、田中・三浦[2016]、鈴木[2015]をもとに筆者作成 
	 
 
第三節  信頼性と妥当性の分析 
	 
本節では、まず、本調査の被験者の年齢、国籍、職業を含めた基本情報を紹介する。それから、
探索的因子分析と確認的因子分析を通して、アンケート調査の質問票で使用された尺度の妥当性お
よび信頼性を分析する。	 
 
第一項 調査サンプルの詳細 
本調査では、日本と中国の女性を対象に、インターネット調査と質問紙調査を並行して実施した。
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2018年 6月 5日から 12日にかけて、ネット上の質問票 135人分、紙ベースの質問票 80人分、合計
で 235人分のアンケートを回収した。回収された質問票を確認したところ、26サンプルには欠損値
が存在し、13サンプルではすべての質問項目に対して同じ評価点数がつけられ、5サンプルの回答
時間が平均回答時間を大幅に上回った（または下回った）。被験者は恐らく真剣に回答していなかっ
たと判断したため、それらのサンプルを無効回答として廃棄することにした。本調査では、それら
を除いた 191サンプルの有効回答について分析を行う。 
本章の第二節第二項「質問票設計と測定尺度」で述べたように、化粧品市場において、女性顧客
が圧倒的な消費額として貢献しているため、本論文の調査対象は女性だけに限定した。回収された
191の有効サンプルのうち、日本人は 40人で調査対象全体の 21%を占め、中国人は 151人で全体の
79%を占める（図 4-2参照）。 
 
図4-2	 被験者の国籍の割合	 	 
 
出典：筆者作成 
 
	 被験者のうち、20代以下は 15人（8%）、20代は 118人（62%）、30代は 42人（22%）、40代は 7
人（3%）、50 代以上は 9 人（5%）であった（図 4-3 参照）。20 代と 30 代の被験者は調査対象全体
の 84%を占めており、化粧品利用者の年代層からみれば、サンプルの構成は適切であると考えられ
る。 
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図4-3	 被験者の年齢の割合	 
 
出典：筆者作成 
 
また、被験者の職業に関して、会社員は 54人（28%）、公務員は 25人（13%）、学生は 97人（51%）、
主婦は 9人（5%）、その他は 6人（3%）であった（図 4-4参照）。学生と社会人は、それぞれ約 50%
の割合を占めており、被験者の職業については大きな偏りがなかった。そのため、サンプルのデー
タは、基本的に、化粧品使用者の全体的な状況を反映すると考えられる。 
 
図4-4	 被験者の職業の割合	 	 
	 
出典：筆者作成 
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第二項 探索的因子分析 
	 仮説モデルを検証するにあたり、まず、価値共創尺度に関する 6質問項目、経験価値尺度に関す
る 11質問項目に対して、統計ソフトウェア IBM SPSS Statistics 25.0を用いて探索的因子分析を行っ
た（表 4-5、表 4-6 参照）。因子の抽出法は主因子法を、因子軸の回転法はバリマックス法を採用し
た。	 
	 
表4-5	 価値共創に関する測定尺度の回転後の因子行列	 
潜在変数	 観測変数	 第1因子	 第2因子	 共通性	 
企業—消費者間の	 
インタラクション 
FC1 0.081 0.838 0.708 
FC2 0.084 0.666 0.450 
FC3 0.135 0.726 0.546 
消費者間の	 
インタラクション 
CC1 0.785 0.247 0.678 
CC2 0.843 0.106 0.721 
CC3 0.769 0.011 0.591 
＊ 因子抽出法:	 主因子法；回転法:	 Kaiser	 の正規化を伴うバリマックス法	 
＊ すべて1%水準で有意	 
出典：筆者作成 
 
表4-6	 経験価値に関する測定尺度の回転後の因子行列	 
潜在変数	 観測変数	 第1因子	 第2因子	 第3因子	 第4因子	 共通性	 
感覚的経験価値 
SE1 0.083 0.144 0.804 0.074 0.680 
SE2 0.217 -0.006 0.582 0.297 0.475 
SE3 0.166 0.133 0.464 0.386 0.410 
感情的経験価値 
AE1 0.728 0.116 0.122 0.072 0.563 
AE2 0.585 0.257 0.157 0.340 0.549 
AE3 0.639 0.247 0.183 0.191 0.539 
認知的経験価値 
IE1 0.334 0.401 0.357 0.086 0.408 
IE2 0.214 0.871 0.119 0.205 0.860 
IE3 0.282 0.564 0.049 0.401 0.561 
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行動的経験価値 
BE1 0.095 0.147 0.152 0.577 0.387 
BE2 0.267 0.277 0.260 0.574 0.546 
＊ 因子抽出法:	 主因子法；回転法:	 Kaiser	 の正規化を伴うバリマックス法	 
＊ すべて1%水準で有意	 
出典：筆者作成 
 
表 4-5 によれば、価値共創の測定尺度に関して、第 1 因子は、消費者間のインタラクションを表
す観測変数CC1、CC2、CC3から構成される因子であり、第 2因子は、企業と消費者との間のイン
タラクションの要素である FC1、FC2、FC3 から構成される因子である（p=.000 と 1%水準で有意で
あった）。また、表 4-6によれば、経験価値の測定尺度に関して、4つの因子が抽出され、第 1因子
は感覚的経験価値（SE1、SE2、SE3）、第 2 因子は感情的経験価値（AE1、AE2、AE3）、第 3 因子
は認知的経験価値（IE1、IE2、IE3）、第 4 因子は行動的経験価値（BE1、BE2）であった（p=.000
と 1%水準で有意であった）。因子分析は予想したとおりの結果を出したため、すべての因子を保留
することにした。さらに、因子の共通性の値は、すべて 1未満かつ 0に近い値ではないことを確認
した。	 
 
第三項 確認的因子分析 
第二項では、探索的因子分析を通じて測定尺度の因子行列を明確化した。本項では、まず、質問
項目の信頼性を確認するために、クロンバックのアルファ係数（Cronbach’s α）を算出した（表 4-7
参照）。 
 
表4-7	 潜在変数のクロンバックのアルファ係数	 
潜在変数 観測変数 Cronbach’s α 潜在変数 観測変数 Cronbach’s α 
企業—消費者間の	 
インタラクション	 
FC1 
0.793 
消費者間の	 
インタラクション 
CC1 
0.843 FC2 CC2 
FC3 CC3 
感覚的経験価値 
SE1 
0.720 感情的経験価値 
AE1 
0.765 SE2 AE2 
SE3 AE3 
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認知的経験価値 
IE1 
0.753 行動的経験価値 
BE1 
0.645 IE2 
BE2 
IE3 
顧客満足度 
CS1 
0.818 
ブランド・	 
ロイヤルティ 
BR1 
0.847 
CS2 BR2 
＊ 上記のデータは小数点第4位を四捨五入して記載	 	 	 	 	 
出典：筆者作成 
 
表 4-7 によれば、行動的経験価値以外、すべての従属変数のクロンバックのアルファ係数は 0.7
より大きかった。行動的経験価値に関しては、質問アイテムはアジアの被験者にとって分かりづら
いと指摘されている[田中・三浦 2016]。それが、クロンバックのアルファ係数が少し低かった原因
であると考えられる。とはいえ、最低基準の 0.6 を上回っているため、尺度の信頼性には大きな問
題がないと判断した。次に、モデル全体の適合度と構成概念の収束妥当性を確認するために、統計
ソフトウェア IBM SPSS Amos 25.0を利用して確認的因子分析を行った。表 4-8に示されているよう
に、モデル全体の適合度はすべて許容値に収まった。 
 
表4-8	 モデル全体の適合度	 
指標 GFI AGFI CFI RMSEA 
数値 0.903 0.861 0.958 0.049 
基準 > 0.900 > 0.900 > 0.900 < 0.050 
＊ 上記のデータは小数点第4位を四捨五入して記載	 	 	 	 	 	 
出典：筆者作成 
 
	 モデル全体の適合度の結果を受けて、因子ごとに合成信頼性（CR: Composite Reliability）と平均分
散抽出（AVE: Average Variance Extracted）を算出した。各観測変数の標準化係数、合成信頼性およ
び平均分散抽出の値を次の表 4-9にまとめた。 
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表4-9	 潜在変数の合成信頼性と平均分散抽出	 
潜在変数 観測変数 標準化係数 CR AVE 
企業—消費者間の	 
インタラクション	 
FC1 0.767 
0.794  0.563  FC2 0.689 
FC3 0.791 
消費者間の	 
インタラクション 
CC1 0.808 
0.848  0.651  CC2 0.851 
CC3 0.759 
感覚的経験価値 
SE1 0.661 
0.722  0.464  SE2 0.722 
SE3 0.659 
感情的経験価値 
AE1 0.630 
0.765  0.522  AE2 0.773 
AE3 0.757 
認知的経験価値 
IE1 0.580 
0.767  0.528  IE2 0.807 
IE3 0.773 
行動的経験価値 
BE1 0.573 
0.668  0.510  
BE2 0.832 
顧客満足度 
CS1 0.762 
0.829  0.709  
CS2 0.915 
ブランド・	 
ロイヤルティ 
BR1 0.866 
0.847  0.735  
BR2 0.848 
＊ 上記のデータは小数点第4位を四捨五入して記載	 	 	 	 	 
＊ 標準化係数はすべて1%水準で有意	 
出典：筆者作成 
 
他の変数との関係性における信頼性の尺度として、すべての潜在変数の合成信頼性は基準の 0.6
より大きく、測定された潜在変数の内的一貫性が確認された。また、収束妥当性を確認する尺度と
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して、感覚的経験価値以外、すべての因子の平均分散抽出は基準の 0.5を上回り、統計的に十分な水準
を満たしたと言えよう。最後に、因子間の相関係数と平均分散抽出の平方根を比較し、弁別的妥当
性を検討した（表 4-10参照）。表 4-10において、対角線に書いてある数値（太字＋斜体表示）は各
因子の平均分散抽出の平方根であり、対角線の下部にある数値は因子間の相関係数である。平均分
散抽出の平方根は、ほとんどの因子間相関係数を上回っているため、弁別妥当性は担保されている
と判断した。 
	 以上の内容をまとめてみれば、信頼性分析、探索的因子分析及び確認的因子分析を通して分析し
た結果、本調査で使用される測定尺度は十分な信頼性と妥当性を備えているため、仮説の検証段階
に進んでも良いと判断した。 
 
 
第四節  仮説の検証 
	 本研究では、価値共創活動を、企業と消費者との間のインタラクション及び消費者間のインタラ
クションという 2つの尺度に分類し、そして、顧客の経験価値を、感覚的経験価値、感情的経験価
値、認知的経験価値及び行動的経験価値という 4つの尺度に分類して検討している。第三章の第二
節においては、価値共創が経験価値に及ぼす影響、経験価値が顧客満足度とロイヤルティに及ぼす
影響、また、顧客満足度がロイヤルティに及ぼす影響について、合計で 21の仮説を導出した。それ
らの因果関係を検証するために、IBM SPSS Amos 25.0で 191サンプルに対して共分散構造分析を行
い、モデル全体のパス図を作成し（図 4-5参照）、そして、因果関係を示す標準偏回帰係数（すなわ
ち、パス係数）を表 4-11にまとめた。 
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表4-10	 潜在変数の弁別的妥当性	 
 
企業—消費者間の 
インタラクション 
消費者間の 
インタラクション 
感覚的経験価値 感情的経験価値 認知的経験価値 行動的経験価値 顧客満足度 ロイヤルティ 
企業—消費者間のイ
ンタラクション 
0.750        
消費者間の 
インタラクション 
0.228** 0.807       
感覚的経験価値 0.302** 0.189** 0.681      
感情的経験価値 0.111* 0.241** 0.402** 0.722     
認知的経験価値 0.106* 0.366** 0.399** 0.558** 0.767    
行動的経験価値 0.158* 0.286** 0.447** 0.429** 0.496** 0.714   
顧客満足度 0.399** 0.315** 0.318** 0.242** 0.187** 0.288** 0.842  
ロイヤルティ 0.397** 0.301** 0.335** 0.259** 0.203** 0.321** 0.850** 0.857 
＊ 上記のデータは小数点第4位を四捨五入して記載	 
＊ 	 **.	 相関係数は	 1%	 水準で有意	 (両側)	 です。	 	 	 *.	 相関係数は	 5%	 水準で有意	 (両側)	 です。	 
出典：筆者作成	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図4-5	 モデル全体のパス図	 
 
出典：筆者作成 
 
表4-11	 パス図の推定値	 
因果関係 標準化パス係数 標準誤差 
企業—消費者間の	 
インタラクション	 
↓	 
顧客の経験価値 
企業—消費者間のインタラクション	 
→	 感覚的経験価値 
0.433 0.086 
企業—消費者間のインタラクション	 
→	 感情的経験価値 
0.134 0.089 
企業—消費者間のインタラクション	 
→	 認知的経験価値 
0.073 0.064 
企業—消費者間のインタラクション	 
→	 行動的経験価値 
0.259 0.103 
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消費者間の	 
インタラクション	 
↓	 
顧客の経験価値 
消費者間のインタラクション	 
→	 感覚的経験価値 
0.255 0.053 
消費者間のインタラクション	 
→	 感情的経験価値 
0.375 0.066 
消費者間のインタラクション	 
→	 認知的経験価値 
0.483 0.056 
消費者間のインタラクション	 
→	 行動的経験価値 
0.473 0.080 
顧客の経験価値	 
↓	 
顧客満足度 
感覚的経験価値	 →	 顧客満足度 0.260 0.103 
感情的経験価値	 →	 顧客満足度 0.134 0.081 
認知的経験価値	 →	 顧客満足度 -0.081 0.102 
行動的経験価値	 →	 顧客満足度 0.309 0.100 
顧客の経験価値	 
↓	 
ロイヤルティ 
感覚的経験価値	 →	 ロイヤルティ 0.032 0.074 
感情的経験価値	 →	 ロイヤルティ 0.005 0.058 
認知的経験価値	 →	 ロイヤルティ -0.046 0.073 
行動的経験価値	 →	 ロイヤルティ 0.072 0.072 
顧客満足度	 →	 ロイヤルティ 0.974 0.110 
＊ 上記のデータは小数点第4位を四捨五入して記載	 	 	 	 	 
＊ 標準化パス係数はすべて1%水準で有意	 
出典：筆者作成 
 
（１） 企業と消費者との間のインタラクションによる経験価値への影響 
表 4-11によれば、企業と消費者との間のインタラクションから感覚的経験価値への標準化係数の
推定値は 0.433、感情的経験価値への標準化係数の推定値は 0.134、行動的経験価値への標準化係数
の推定値は 0.259となっており、H1a、H1b、H1dは支持された。そして、企業と消費者との間のイ
ンタラクションが感覚的経験価値に及ぼす影響が最も大きいことが分かった。一方、企業と消費者
との間のインタラクションから認知的経験価値への標準化係数の推定値は 0.073 であり、顕著な影
響が見えないため、H1c は支持されなかった。全体的にみれば、企業と消費者との間のインタラク
ションは経験価値にプラスの影響を及ぼすと言えよう。 
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（２） 消費者間のインタラクションによる経験価値への影響 
消費者間のインタラクションから感覚的経験価値、感情的経験価値、認知的経験価値、行動的経
験価値への標準化係数の推定値は、それぞれ 0.255、0.375、0.483、0.473 となっているため、H2a、
H2b、H2c、H2dは全部予想通りに支持され、消費者間のインタラクションは経験価値にプラスの影
響を及ぼすという結論を出すことができた。また、消費者間のインタラクションによる認知的経験
価値、行動的経験価値への影響は特に大きいことも分かった。 
 
（３） 経験価値による顧客満足度への影響 
	 感覚的経験価値、感情的経験価値、行動的経験価値から顧客満足度へ標準化係数の推定値は、そ
れぞれ 0.260、0.134、0.309 となっており、H3a、H3b、H3d は予想通りに支持された。しかしなが
ら、認知的経験価値から顧客満足度へ標準化係数の推定値は、-0.081 というマイナスの値となって
いるため、H3cは棄却されることになる。 
 
（４） 経験価値によるロイヤルティへの影響 
表 4-11によれば、感覚的、感情的、認知的及び行動的という 4つのタイプの経験価値からブラン
ド・ロイヤルティへ標準化係数の推定値は、それぞれ 0.032、0.005、-0.046、0.072 となっているた
め、H4a、H34b、H4c、H4dはいずれも支持されなかった。それゆえに、仮説 4「経験価値は、ロイヤ
ルティにプラスの影響を及ぼす」は棄却された。 
 
（５） 顧客満足度によるロイヤルティへの影響 
	 最後に、顧客満足度からブランド・ロイヤルティへ標準化係数の推定値は 0.974 となっており、
仮説 5「顧客満足度は、ロイヤルティにプラスの影響を及ぼす」は予想通りに支持された。 
 
 
第五節  本章のまとめ 
共分散構造分析により仮説モデルを検証した結果については、次の表 4-12に整理した。	 
	 
	 
	 
	 
	   120	  
表4-12	 仮説の検証結果	 
仮説一覧	 検証結果	 
H1：企業と消費者との間のインタラクションは、経験価値にプラスの影響を及ぼす。	 
	 H1a：企業と消費者との間のインタラクションは、感覚的経験価値にプラスの影響を及ぼす。	 
	 H1b：企業と消費者との間のインタラクションは、感情的経験価値にプラスの影響を及ぼす。	 
	 H1c：企業と消費者との間のインタラクションは、認知的経験価値にプラスの影響を及ぼす。	 
	 H1d：企業と消費者との間のインタラクションは、行動的経験価値にプラスの影響を及ぼす。	 
一部支持	 
支持	 
支持	 
棄却	 
支持	 
H2：消費者間のインタラクションは、経験価値にプラスの影響を及ぼす。 
	 H2a：消費者間のインタラクションは、感覚的経験価値にプラスの影響を及ぼす。 
	 H2b：消費者間のインタラクションは、感情的経験価値にプラスの影響を及ぼす。 
	 H2c：消費者間のインタラクションは、認知的経験価値にプラスの影響を及ぼす。 
	 H2d：消費者間のインタラクションは、行動的経験価値にプラスの影響を及ぼす。	 
全部支持	 
支持	 
支持	 
支持	 
支持	 
H3：経験価値は、顧客満足度にプラスの影響を及ぼす。 
	 H3a：感覚的経験価値は、顧客満足度にプラスの影響を及ぼす。 
	 H3b：感情的経験価値は、顧客満足度にプラスの影響を及ぼす。 
	 H3c：認知的経験価値は、顧客満足度にプラスの影響を及ぼす。 
	 H3d：行動的経験価値は、顧客満足度にプラスの影響を及ぼす。	 
一部支持	 
支持	 
支持	 
棄却	 
支持	 
H4：経験価値は、ロイヤルティにプラスの影響を及ぼす。 
	 H4a：感覚的経験価値は、ロイヤルティにプラスの影響を及ぼす。 
	 H4b：感情的経験価値は、ロイヤルティにプラスの影響を及ぼす。 
	 H4c：認知的経験価値は、ロイヤルティにプラスの影響を及ぼす。 
	 H4d：行動的経験価値は、ロイヤルティにプラスの影響を及ぼす。	 
全部棄却	 
棄却	 
棄却	 
棄却	 
棄却	 
H5：顧客満足度は、ロイヤルティにプラスの影響を及ぼす。	 支持	 
出典：筆者作成 
	 
表 4-12に示されているように、顧客の経験価値はロイヤルティを規定することが検証されなかっ
た。本調査の結果に基づいてみれば、顧客の経験価値が顧客満足度を経由してロイヤルティに影響
を及ぼすということになる。そのため、第三章の第一節で提示された分析モデル（図 3-2参照、p.95）
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を次のように修正する必要がある（図 4-6参照）。 
 
図4-6	 修正後実証モデル	 	 
 
＊ 実線は支持、破線は棄却を表す	 	 	 	 
出典：筆者作成 
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第五章 	 結び	 
	 
第四章「本調査」では、共分散構造分析により仮説モデルの検証を行った。本章では、第四章の
検証結果を踏まえ、本論文の研究結果について改めて考察する。それから、本論文による価値共創
の理論的研究への貢献と実務へのインプリケーションについて検討する。最後に、本研究の限界を
提示し、今後の研究方向と課題を示す。	 
	 
	 
第一節 	 結果の考察	 
本研究では大きく分けて、①価値共創とは何かという質的研究、②価値共創は消費者行動にどの
ような影響を及ぼすのかという実証研究を行った。	 
一言で言えば、価値共創とは、価値は企業と顧客との協働によって創造されるということである。
顧客を価値創造の主体として認識するという発想は、それほど新しいものではないが、価値共創と
いう言葉が正式に提出され、体系的な研究が始まったのは、ここ二、三十年のことである。福田[2013]
の指摘によれば、価値共創に関する体系的な研究の系譜として主に 2つの流れが存在し、一つはリ
レーションシップ・マーケティング研究をベースに展開された研究系譜であり、もう一つはS-Dロ
ジックをベースに展開された研究系譜である。そのうち、S-D ロジックは、価値共創を基本的公理
として定め、より深く研究しているため、今日の研究者たちはほとんどS-Dロジックの視点から価
値共創を捉えている。Vargo and Lusch [2006, 2008]によれば、価値共創は「共同生産」と「価値の共
創」という 2つの構成要素からなる。筆者は数多くの先行研究を踏まえたうえで、価値共創を発生
時点によって生産プロセスと消費プロセスという 2種類に分類し、それぞれ「共同生産」と「価値
の共創」に対応することを明確にした。さらに、生産プロセスの「共同生産」は、企業が消費者の
ために価値を創造するというG-Dロジックの考え方から完全に抜け出しておらず、本質的な価値共
創ではない	 [Vargo and Lusch 2004]。ゆえに、本研究は消費プロセスの価値共創に焦点を当てるこ
とにした。	 
価値共創という概念は抽象度が高いため、筆者はそれを企業と消費者の直接的・間接的インタラ
クションという目に見える行為に変換し、価値共創の特徴と具体例を考察した。企業と消費者との
直接的インタラクションは、主に従業員と顧客との対話、すなわち、インタラクティブなコミュニ
ケーションを通じて実現する。それに対して、企業と消費者との間接的インタラクションは、企業
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がブランド・コミュニティのようなプラットフォームを提供することで、消費者間のインタラクシ
ョンを促進する形で存在する。本研究では便宜上、その直接的なインタラクションを「企業と消費
者との間のインタラクション」、間接的なインタラクションを「消費者間のインタラクション」と名
付けている。また、Prahalad and Ramaswamy [2004b]は、企業と消費者との間の価値創造的な相互作
用のなかで共創経験が演出され、一人ひとりの消費者が共創経験の中心であると指摘した。要する
に、価値共創とは、顧客の経験価値を生み出すインタラクションである。	 
価値共創の本質が把握できたあと、Brakus et al.[2009]、金森[2014]などの研究モデルに基づき、
価値共創が消費者行動、具体的に顧客の経験価値、顧客満足度及びブランド・ロイヤルティに与え
る影響について仮説モデルを構築した。それから、Prahalad and Ramaswamy [2004]、王・万[2012]、
涌田[2013]、Brakus et al. [2009]、Oliver [1980]、 Yoo & Donthu	 [2000]などの尺度を参考にしなが
ら、化粧品業界を調査実施対象とした質問表を作成し、日本と中国の女性に向けてネット上と紙ベ
ースのアンケート調査を並行して実施した。回収した 191の有効サンプルを共分散構造分析により
分析した結果、企業と消費者との間のインタラクションは、顧客の感覚的経験価値、感情的経験価
値、行動的経験価値にプラスの影響を及ぼし、認知的経験価値とは因果関係が見えなかった。それ
に対し、消費者間のインタラクションは、顧客の感覚的・感情的・認知的・行動的経験価値のすべ
てにプラスの影響を与える。また、顧客の経験価値のうち、感覚的経験価値、感情的経験価値、行
動的経験価値が顧客満足度にプラスに影響し、認知的経験価値による影響は検証できなかった。そ
して、顧客の経験価値によるロイヤルティへの影響も検証できず、顧客の経験価値は顧客満足度を
経由してロイヤルティを規定することが明らかになった。本調査の結果から、化粧品業界における
価値共創活動は、消費者行動にポジティブに影響するということが分かった。 
 
	 
第二節 	 本研究の意義	 
	 	 
	 本節では、本調査の結果を踏まえ、本研究の意義について述べる。まず、第一項では、本論文に
よる価値共創の理論的研究への貢献を論述する。それから、第二項では、実務の世界にとって有効
なインプリケーションを提示する。	 
	 
第一項 学術的意義	 
価値共創に関する既存文献や資料を振り返ってみれば、顧客はどのように価値共創プロセスに参
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加しているのか、価値共創の現象やタイプを説明する理論的研究が圧倒的に多かった。しかしなが
ら、なぜ、顧客は価値共創プロセスに参加するのか、なぜ、顧客の消費活動は価値を創り出すこと
ができるのか、価値共創と顧客満足度やブランド・ロイヤルティとの間にどのような関係があるの
か、などの疑問を解明する定量的な研究があまり蓄積されていない。すなわち、価値共創を通して、
企業と消費者にとって互いに有利なWin-Win関係を築くことができると提唱されているが、具体的
にどのようなメカニズムが働いているのかが明確に提示されていない。 
そうした理論研究の空白を補うために、本研究では、消費プロセスアプローチからみた価値共創
のメカニズムをモデル化し、価値共創が消費者行動に及ぼす直接的な影響と間接的な影響を検証し
た。結論から言えば、価値共創は顧客の経験価値を高めることによって、顧客満足度を向上させ、
さらにブランド・ロイヤルティを形成していくということになる。消費者は価値共創活動から感覚
的経験、感情的経験、認知的経験及び行動的経験を得られ、満足を感じられる。また、顧客満足度
の向上とブランド・ロイヤルティの形成は、企業の長期的利益に密接に関連しているため、価値共
創の実現は、企業にとっても有利であると認識される。価値共創のメカニズムを構築し、さらに、
定量的な方法で検証したことは、本研究の学術的な意義であると考えられる。	 
	 
第二項 実務的意義	 
価値共創に関する過去の有数の実証研究は、主に交通機関、自動車クラブ、トレーニングセンタ
ーなどのサービス業に集中しており、化粧品業界における実証分析は、筆者が知るかぎり存在しな
い。本研究を通して、化粧品業界のマーケターに次の 2点を助言したい。	 
	 
（１） 企業の役を主導者から支持者に変えること	 
化粧品業界は小売業の中で消費者と接触する機会が比較的に多い業界である。化粧品店頭の美容
部員が顧客の肌の状態を確認し、顧客の悩みや希望を尋ねながら、一人ひとりに合った製品をアド
バイスするカウンセリングサービスは、化粧品メーカーの有力なマーケティング手法であると考え
られる。しかしながら、週刊粧業が 2012年に実施した市場調査の結果によれば、専門店や百貨店の
化粧品売場におけるカウンセリングサービスに対して、被験者のうち、56.1%の女性が「商品を買
わなければいけないというプレッシャー」と感じており、45.4%の女性が「新製品の押し付けはや
めてほしい」と発言した。すなわち、「カウンセリング＝商品の押し付け」という先入観が根強く残
っていることが露わになった。ブランド・コミュニティにおいても、同様な問題が存在する。その
ため、顧客と接触しているなかで、企業は主導者であるイメージを薄め、顧客の価値創造のための
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支持者として働かなければならない。具体的には、顧客のニーズやアイディアを製品の提案にはっ
きりと反映させ、顧客に自分自身の存在感を感じさせることが必要である。	 
また、2 種類の価値共創活動はどちらも顧客の経験価値にプラスの影響を及ぼすが、企業と消費
者との間のインタラクションに比べ、消費者間のインタラクションによる顧客の経験価値への影響
がよりポジティブであった。それはおそらく、自由にコメントを投稿したり製品を評価したりでき
るブランド・コミュニティと比べ、従業員と面と向かってコミュニケーションを行う際には、消費
者はコントロールされているような不自由な感じがするからであろう。それゆえに、マーケターは
顧客の支援者というイメージを強めると同時に、SNSを利用したより利便性の高いブランド・コミ
ュニティを開発し、消費者間のインタラクションをより一層促進していくことが重要であると考え
られる。	 
	 
（２） 顧客の経験価値を積極的に創り出すこと	 
本研究を通じて、価値共創活動は顧客の経験価値を経由して顧客満足度とロイヤルティを規定す
ることが分かった。表 4-12「仮説の検証結果」（p.120）に示されているように、感覚的経験価値、
感情的経験価値、行動的経験価値の獲得は、顧客満足度の向上をもたらし、さらにブランド・ロイ
ヤルティの形成につながっている。ゆえに、マーケターにとって、有効なインタラクションを通じ
て、顧客の経験価値を最大限に創り出すことが極めて重要である。	 
検証の結果によれば、企業と消費者との間のインタラクションは、顧客の感情的経験価値、行動
的経験価値、特に感覚的経験価値にプラスの影響を及ぼす。そのため、マーケターは、化粧品のパ
ッケージ、色、香りなど、顧客の五感に直接的に訴えかけることにより、審美的な楽しみのような
感覚を生み出すことに工夫する必要がある。そして、顧客に良い感情を持たせる言葉遣いを用いる
ことや、顧客を身体的な経験を伴う行動に参加させることなどを通じても、ポジティブな結果を期
待できる。	 
また、消費者間のインタラクションは、顧客の感覚的経験価値、感情的経験価値、認知的経験価
値、行動的経験価値のすべてにポジティブに影響する。特に、感情的経験価値、認知的経験価値、
行動的経験価値への影響が顕著である。本研究では、認知的経験価値は顧客満足度との間に因果関
係が見えなかったため、ここで議論しない。化粧品ブランド・コミュニティのスタッフにとって、
顧客の内面にあるフィーリングや感情に訴えかける話題を作ったり、投稿すればポイントが倍増す
るキャンペーンなどを開催したりして、顧客を積極的にインタラクションに巻き込むようにするこ
とが重要である。 
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第三節 	 本研究の限界と今後の課題	 
	 本研究の限界としては、次の 4点が挙げられる。	 
	 第一に、本研究の調査対象は化粧品業界のみとされた。前述したとおり、価値共創の条件を満た
している業界は、他にも数多く存在する。化粧品やアパレルなど、顧客との接点をたくさん持って
いる小売業以外に、飲食、美容、医療、フィットネスといったさまざまなサービス業においても、
価値共創の現象が見られる。したがって、本研究で構築した価値共創のメカニズムは、他の業界で
も通用できるかどうかを検証することは、今後の課題だと考えられる。	 
第二に、アンケート調査では、具体的な化粧品ブランドを指定しなかった。論文作成の時間が非
常に限られているため、アンケート質問票に提示された価値共創の条件を満たしている化粧品ブラ
ンドを、被験者各自で想定したうえで調査を行った。被験者は本当に想定した化粧品ブランドに基
づいて、すべての質問項目に回答しているのか、という疑問が出てくる。また、異なる化粧品ブラ
ンドは、価値共創の形式やレベルの面においては大きな差があるかもしれない。それらの疑問を解
消するために、今後、できるだけ多くの化粧品ブランドを指定して調査を行う必要がある。	 
第三に、本調査で取り扱ったサンプル数が少なかった。本調査では、191 サンプルを共分散構造
分析に使用したが、サンプル規模を拡大することによって、より一般性のある結果を得られると考
えられる。	 
第四に、価値共創に関する尺度が少なかった。前述したとおり、価値共創に関する研究が始まっ
たのは、ここ二十年のことに過ぎず、価値共創メカニズムを検証する文献はさらに少なかった。そ
のため、価値共創を測定する尺度があまり蓄積されていなかった。価値共創尺度の開発は、今後の
研究者たちにとって、とても重要かつ有意義な課題ではないかと考えられる。	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通暁しています。子供の頃から中国の伝統楽器と水墨画を習い、そして、漢詩作りが好きな私にと
って、武井先生のような素晴らしい恩師と出会い、中国古典に関して自由に話し合うことができた
のは、非常に有難いと思うことです。	 
副審査を引き受けてくださった嶋村和恵教授と田口尚志教授には心より感謝申し上げます。嶋村
先生の学部の授業「広告論」と大学院の授業「広告研究」を両方とも履修したことがあり、非常に
面白く、豊かな感性を育てられる授業であると実感し、心に残りました。田口先生と出会ったのは、
学部の「国際商務論」という授業でした。学生たちをある話題を中心に積極的に議論させる授業風
景は、ほかの講義であまり見かけないものであり、非常に有意義な勉強になりました。田口先生が
励ましてくださった優しい言葉は、一生忘れられないと思います。	 
論文作成と研究に関して、多くのアドバイスを下さった神奈川大学経済学部の八ッ橋治郎准教授
には深く感謝いたします。八ッ橋先生はご多忙の中に、私の研究内容のチェック、アンケート調査
票の修正についてたくさんのご指導を賜りました。また、研究の調査設計について貴重なご意見を
くださった恩藏直人先生、モデルの実証分析を助けてくださった駒澤大学経営学部の武谷慧悟先生
には深い感謝の意を表します。	 
最後に、元木達也さん、劉サンサンさんを始めた先輩の皆様、キ佳佳さんを始めた同窓生の皆様、
アンケート調査を協力してくださった皆様にはお礼を申し上げます。そして、暖かい励ましをいつ
も送り続けてくださり、学部を含めて五年間の留学生活を辛抱強く支援してくださった両親には心
を込めて感謝いたします。本当にありがとうございました。	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付録	 
価値共創に関するアンケート調査	 
	 
修士論文研究の一環として、みなさまにアンケートにご協力いただきます。データはまとめて統
計処理を行いますので、個人が特定されることは一切ありません。あまり深くお考えにならず、ど
うぞお気軽にお答えください。	 
	 
記入上のご注意：	 
u このアンケートは女性の方のみに回答をお願いしております。	 
u アンケートにおける「化粧品」とは、基礎化粧品（化粧水、乳液、美容液など）とメークアッ
プ化粧品（ファンデーション、アイライナー、口紅など）の両方を指します。	 
u アンケートにおける「SNS」とは、Facebook、Twitter、WeChat、Weibo、Line、Instagramとい
ったソーシャル・ネットワーキング・サービスを指します。	 
	 
早稲田大学大学院商学研究科	 	 
武井寿研究室	 李心雨	 
	 
	 
あなたご自身のことについて「◯」をつけてお答え下さい。	 
1) 年齢：〜20代	 	 20代	 	 30代	 	 40代	 	 50代〜	 
2) 職業：会社員	 	 学生	 	 主婦	 	 その他（	 	 	 	 	 ）	 
 
以下、①と②の条件を同時に満たしている化粧品ブランドを１つ書いてください。	 
① そのブランドを購入する際、専門販売員によるカウンセリングサービス、肌テスト、メークア
ップサービスなどを受けたことがある	 
② そのブランドのコミュニティサイトやSNS公式アカウントなどを閲覧している、もしくは閲覧
したことがある	 
	 
そのブランドの名前は_______________	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次の質問はすべて、そのブランドについて伺っています。あなたのお考えや行動に最も近いものを、
１〜５の中から１つだけ「◯」をつけてお答え下さい。	 
	 
	 非
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ま
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ど
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い	 
当
て
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な
い	 
全
く
当
て
は
ま
ら
な
い	 
1) そのブランドの販売員は、熱心にカウンセリングサ
ービス、肌テスト、メークアップサービスなどをし
てくれる	 
５ ４ ３ ２ １ 
2) そのブランドの販売員は、私の要望、またはニーズ
を理解してくれる	 
５ ４ ３ ２ １ 
3) そのブランドの販売員は、私の要望や質問に対して
積極的に応えてくれる	 
５ ４ ３ ２ １ 
4) そのブランドのコミュニティサイトまたは SNS 公
式アカウントには、私が興味・関心を持っている情
報がたくさんある	 
５ ４ ３ ２ １ 
5) そのブランドのコミュニティサイトまたは SNS 公
式アカウントには、私にとって役立つ情報がたくさ
んある	 
５ ４ ３ ２ １ 
6) そのブランドのコミュニティサイトまたは SNS 公
式アカウントで、私は積極的に投稿したり、投稿に
対してコメントしたりする	 
５ ４ ３ ２ １ 
7) そのブランドを選んで、私は満足している	 ５ ４ ３ ２ １ 
8) そのブランドに対する好感は簡単に消えない	 ５ ４ ３ ２ １ 
9) そのブランドは、賢明な選択だ	 ５ ４ ３ ２ １ 
10) 今後、そのブランドを購入しつづける	 ５ ４ ３ ２ １ 
 
質問項目	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1) そのブランドは、私に視覚、嗅覚、触覚といった感
覚的な刺激をもたらす	 
５ ４ ３ ２ １ 
2) そのブランドから、多くのことを連想する	 ５ ４ ３ ２ １ 
3) そのブランドは、私の感情に訴えてくるものがある	 ５ ４ ３ ２ １ 
4) そのブランドに対して、直観的に興味や関心が湧く	 ５ ４ ３ ２ １ 
5) そのブランドを使用する過程では、何らかの動作や
行動が必要である	 
５ ４ ３ ２ １ 
6) そのブランドは、感覚的に楽しい	 ５ ４ ３ ２ １ 
7) そのブランドは、私の好奇心を刺激し、問題解決に
導いてくれる	 
５ ４ ３ ２ １ 
8) そのブランドは、私の心にさまざまなフィーリング
や感情を湧き上がらせる	 
５ ４ ３ ２ １ 
9) そのブランドは、私に楽しくて心地よい動作や行動
をもたらす	 
５ ４ ３ ２ １ 
10) そのブランドには、強い思い入れがある	 ５ ４ ３ ２ １ 
11) そのブランドは、私の思考を働かせる	 ５ ４ ３ ２ １ 
 
 
 
 
 
 
 
 
質問項目	 
